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１ はじめに 

  農地中間管理機構関連農地整備事業の実施に向け、当マニュアルは、農地中間管理機

構関連農地整備事業に係る事務処理について、農地中間管理法や土地改良法、農地中間

管理機構関連農地整備事業実施要綱等に基づく手続きや留意点を示し、農地中間管理機

構、県、市町等が行う業務の円滑な実施を図ることを目的とする。 

 

 

２ 農地中間管理事業の概要 

  兵庫県では、公益社団法人ひょうご農林機構が、県知事から農地中間管理機構の指定

を受け、農地の集積・集約化を進める農地中間管理事業に取り組んでいる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

農地バンク(農地中間管理機構) 

農地中間管理事業とは 

農地中間管理事業とは、農用地等を貸したいという農家

(出し手)から、農用地等の有効利用や農業経営の効率化

を進める担い手(受け手)へ農用地利用の集積・集約化を

進めるため、「農地バンク(農地中間管理機構)」が農用

地等の中間的受け皿となる事業です。 
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農地の集積・集約化のイメージ 

農用地等について、貸付けることを目的として、農地中間管理機構が

取得する賃借権又は使用貸借による権利・農地法に規定する利用権 

農地中間管理機構が定めた「農用地利用配分計画」を知事が公告する

ことにより、農地の権利移動が行われます(農地法に基づく農業委員会

の許可は不要）。これは、機構が受け手に貸し付ける手続きをできるだ

け簡素化する観点から設けられた仕組みです。 
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３ 農地中間管理機構関連農地整備事業の要件 

(1) 農地中間管理権 

事業施行地域内農用地の全てについて、農地中間管理権が設定されていること 

(2) 受益面積（ア及びイを満足すること） 

ア 事業施行地域内農用地の面積の合計がおおむね 10ha(中山間地域等は 5ha)以上で

あること 

イ 事業施行地域内農用地は、おおむね 1ha(中山間地域等は 0.5ha)以上のまとまりを

有する農地で構成されること 

(3) 農地中間管理権の設定期間 

   事業計画の公告があった日において機構が有する農地中間管理権の全ての存続期間

又は残存期間が 15 年以上であること 

(4) 担い手への集団化等 

ア 事業完了後 5 年以内に、農地の 8 割以上を担い手に集団化すること 

イ 事業実施前から目標年度(事業完了後 5 年以内)にかけて、担い手の農地集積率及

び、担い手の農地集約化率がそれぞれ 50％ポイント以上向上すること ただし、下

記要件を全て満たす場合はこの限りではない 

1) 次のいずれかを満たすこと 

①米の生産コストが 60 ㎏当りおおむね 9,600 円を下回ること 

②作物生産額(主食用米を除く)に占める高収益作物の割合がおおむね 8 割以上

となりかつ、高収益作物に係る作物生産額がおおむね 10％以上増加するこ

とが見込まれること 

③作物生産額に占める高収益作物の割合が概ね 5 割以上となり、かつ高収益作

物に係る作物生産額がおおむね 50％以上増加することが見込まれること 

2) 事業実施前の事業対象施行地域内農用地において、狭小・不整形・排水不良等の

農用地が過半を占めること 

3) 事業実施前の担い手農用地利用集積率及び、担い手の農地集約化率がいずれも

おおむね 80％以下であること 

(5) 収益性の向上 

ア 目標年度において事業施行地域内農用地における収益性が 20％以上向上すること 

要件の細目は別途規定 
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 ※その他に収益性向上等の細部要件があります。 

機構関連事業の実施要件 

事業対象農地の全てについて、農地中間管理権が設定されていること 

事業対象農地面積：10ha 以上（中山間地域等は５ha 以上） 

〔事業対象農地を構成する団地は１ha 以上(中山間地域等は 0.5ha 以

上)の連坦化した農地〕 

 

農地中間管理権の設定期間が、事業計画の公告日から 15 年間以上あ

ること 

事業対象農地の８割以上を事業完了後５年以内に担い手に集団化 

事業実施地域の収益性が事業完了後５年以内（果樹は 10 年以内)に

20％以上向上 

〔事業実施地域の販売額が 20％以上向上 又は生産コストが 20％以上

削減〕 
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５ 農地中間管理機構関連農地整備事業 新規事業箇所決定までの流れ 

 

総事業費１億円以上の新規事業については、「投資事業評価要綱」に基づき、農政環境

部投資事業審査会で審査を行い、戦略会議に諮った後、新規事業化に向けて国と協議を

進めることとしている。 

また、土地改良事業については、投資事業評価に先立ち「兵庫県農業農村整備事業計画

審査委員会（農地整備課内審査会）」を実施している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【新規事業(10 億円以上)】 

答申 (公共事業等審査会結果報告) 

11月 

国協議、新規事業化 

政 策 会 議 

（公共審対象事業の指定） 

※10億円以上の新規事業、継続事業 

農政環境部投資事業審査会（採択前年度６月） 

戦 略 会 議（採択前年度７月） 

公共事業等審査会 

9月～11月 

【新規事業(1～10億円)】 

農業農村整備事業計画審査委員会（採択前々年度３月） 

土地改良事務所等における技術審査会（採択前々年度２月） 

※農政環境部部局長、各課長による審査 

※知事、副知事ほか県幹部による審査 

※外部委員による審査 

本庁と土地改良事務所等とのヒアリング（採択前々年度８月、10 月、12 月） 

農地中間管理権設定・事業計画の同意確認 

機構関連事業の要件等確認 

採択申請(市町→県) 

 10 月 

採択申請(県→国) 

 11 月 
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６ 農地中間管理機構関連農地整備事業の事業着手に係る事務スケジュール 

地区名           

時期 市町 
土地改良事務所 

土地改良センター 
農地管理事務所 農地整備課 機構本社 

１月 
１ 地元説明会の開催 

参加者全員に 

①事業説明の「確認書」（農中事業様式「農地中間管理機構関連農地整備事業について」） 

②農地中間管理事業貸付希望農用地等登録申出書（農中事業様式第７号） 

③機構関連事業の土地改良事業計画に対する同意書（農中事業様式） 

配布（説明会終了後に、できるだけ署名・押印を頂く） 

  

 ２ 署名・押印の取得及び内諾確認 

(1)地元説明会時に①②③の資料について署名・押印をもら

えなかった方については、次項の内諾書の作成までに必

ず署名・押印を頂く 

(2)④農用地等マッチング計画書（内諾書）（農中事業様式

第９号 機構関連事業版)の作成（農地毎の農地中間管

理権の設定に関する内諾確認）を実施 

事業計画等に係る

指導及び①～④の

取得状況確認 

①～④に係る指導

及び取得状況確認 

事業計画等に係る

指導及び①～④の

取得状況確認 

①～④に係る指導

及び取得状況確認 

５月中旬 
３ 必要書類（①～④）の作成完了 

①事業説明の「確認書」②農地中間管理事業貸付希望農用地等登録申出書③機構関連事業の土地改良

事業計画に対する同意書(署名・押印)④農用地等マッチング計画書(内諾書)の作成完了 

  

６月中旬 
４ ⑤⑥⑦⑧⑨⑩の書類整理 

    現況非農用地で、本事業を契機に農地へ地目変換を予定

する土地を含む場合は、農業委員会との事前協議を実施 

⑤農用地等借受希望申込書（農中事業様式第2号） 

農地の借受者全員（現耕作者等） 

※機構公募管理システムを活用し、必要なデータを整理し

て、以下の様式を作成する。 

⑥利用権設定関係各筆明細（農中事業様式第11-1号(所有

者→農地バンク)） 

（計画の同意）農地の出し手全員 

※農用地集積・配分計画書（農中事業様式第10号） 

農用地利用計画図等図面 

⑦農用地利用配分計画（農中事業様式第13号） 

⑧県営土地改良事業施行に関する貸付け相手からの意見

（【機構関連】様式第5-2号）中の意見書 

 ⑦⑧は農地の借受者全員 

⑨土地改良法手続に関する同意書等 

・宅地等地区編入同意書（様式第11号） 

・創設非農用地(農用地)換地取得内諾書(様式第13号） 

・不換地・特別減歩内諾書（様式第14号） 

・異種目換地内諾書（様式第15号） 

・非農用地区域底地権利者内諾書(様式第16号) 

⑩一定区域に地区編入する雑種地等のうち、農用地として

換地する土地の農地中間管理権設定に対する同意意思の確

認 

⑪必要がある場合は、管理耕作業務委託、保全管理協定の

調整 

５ 法人化に向けた調整（必要な場合） 

（地元⇔市町） 

６ 事業計画等に係る調整 

（市町⇔事務所） 

  
農政環境部投資事

業審査会 
 

  

 

事業計画等に係る

調整 

（市町⇔事務所⇔

農地整備課） 

 

 

⑤⑥⑦⑧⑨⑩に係

る指導及び取得状

況確認 

 

 

事業計画等に係る

調整 

（事務所⇔農地整

備課） 

 

 

⑤⑥⑦⑧⑨⑩に係

る指導及び取得状

況確認 

法人化に向けた調整

(市町⇔事務所・普及) 

   

９月下旬 農地管理事務所検討会の開催 

10月上旬 機構本社検討会の開催 

11月中旬 
   農用地集団化の 

取組方針の設定 

11月末 
農用地利用集積計画の決定 

（農業委員会） 

 

 

 

法手続の開始・実

施（市町⇔事務所

⇔農地整備課） 

農用地の借受(農用

地利用集積計画)事

務 

採択申請 

(県→局) 
農用地の借受・貸

付(農用地利用配分

計画)事務 11月末 
農用地利用集積計画の公告 

農地中間管理権の設定（借受の開始） 

 

法手続の開始・実

施（市町⇔事務所

⇔農地整備課） 
12月末 

 

 

県の決定公告 

(貸付開始) 

  

３月下旬 計画確定 計画確定 

４月 事業着手 
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 (1) 農政環境部投資事業審査会までの事務処理（～６月まで） 

６月中旬に開催される農政環境部投資事業審査会までに農地中間機構関連農地整備

事業の事業着手に係る事務スケジュール、農地中間管理事業事務処理要領、「農用地

集積・配分計画」等作成マニュアル等に基づき、下記調整を進める。 

 

ア 事業エリアの確認 

    市町は、農政環境部投資事業審査会までに地区内調整を行い、①、②、④の資料

を農地管理事務所に、③の資料を土地改良事務所・センターに提出する。 

 

【必要な資料】 

   ①農地中間機構関連農地整備事業の説明確認書(農地中間管理事業関係（以下「農

中事業」）様式「農地中間管理機構関連農地整備事業について」) 

   ②地権者からの「農地中間管理事業貸付希望農用地等登録申出書」（農中事業様式

第７号） 

   ③地権者からの「機構関連事業の土地改良事業計画に対する同意書」（農中事業様

式）の提出 

   ④「農用地等マッチング計画書」(内諾書)（農中事業様式第９号 機構関連事業

版） 

   （留意点） 

    ・相続関係の確認（特に相続未了農地の対応： 権利者の全員同意など ） 

    ・永小作権の対応 

    ・農中事業様式第７号において、本事業を契機に非農用地から農地への地目変換

を予定する土地を含む場合は、農業委員会との事前協議を実施 

 

イ  事業エリア内農地の機構による農地中間管理権の取得と担い手等現耕作者への

貸付等に係る事前調整 

機構関連農地整備事業では、事業要件から事業エリアの全ての農地において機構

が農地中間管理権を取得することが要件であり、取得した農地は、担い手等現耕作

者へ遅延なく貸付を行うことが原則であるため、市町は、地権者や担い手等現耕作

者に、その旨を伝え事前調整を行う。 

遊休農地も機構が農地中間管理権を取得する必要がある。耕作者がいない場合、

地区、土地改良区、市町等と調整し、耕作者を特定し管理耕作を委託する。耕作者

が特定できない場合は、土地改良区等と保全管理協定を締結するものとする。 

 

※農地中間管理機構関連農地整備事業地区における担い手への貸付の考え方は 

別紙のとおり 
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（別 紙） 

平成 30 年 5 月 25 日(金) 

（公社）兵庫みどり公社 

農地中間管理機構関連農地整備事業地区における担い手への貸付 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 平成 31年度以降の対応 

平成 31年度は、制度の趣旨に従い担い手への農地の集積・集約化を進めることを最優

先することとし、事業エリア内の農地は以下の優先順位で事務処理を行う。 

なお、事業エリア内農地の集積・集約化の方向性を確認するため、担い手育成計画、集

落営農組織等の法人化計画、営農計画、農地の集積・集約化計画等を確認した上、機構と

県と市町等で調整を行う。 

１ 農地中間管理権取得後、速やかに担い手へ転貸 

２ 事業エリア内の担い手へ転貸ができない場合は、現耕作者等へ転貸 

  ３ どうしても耕作者がいない場合は、地区、土地改良区、市町等と調整し、耕作者

を特定し管理耕作業務委託 

  ４ さらに管理耕作業務委託ができない場合は、市町・土地改良区等との保全管理協

定を締結し対応 

 

３ 平成 32年度以降の対応 

上記２の対応に加え、例年６月に実施される農政環境部投資事業審査会までに、将来

目標達成に向けて担い手（集落営農法人等）、営農計画が明確になっていること。 

  

１ 基本的な考え方 

 ①農地中間管理機構では、農地中間管理事業の推進に関する法律に基づき、農用地等に

ついて中間管理権を取得し、担い手に貸付けること等により、農地利用の効率化・高

度化を図ることとしている。 

  ②このため、集積・集約化等、担い手がまとまりのある形で農地を利用できるよう配慮

し、中間管理権を取得し、貸付を行っている。 

③借受けから貸付けまでの期間については、「借受後、公社が借受希望者に可能な限り短

期間で転貸できる適切なタイミングで借り受けること（事業規程）」としている。 

④これは、この制度がそもそも中間管理を目的とした制度ではないことのほか、受け手・

出し手のどちらにも主体的な権利が無い期間が生じ農地利用の面から望ましくないこ

と、その期間の農地の維持に経費が生じることがあるなどを理由としている。 
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(2) 農地管理事務所検討会、機構本社検討会までの事務処理（６月～９月） 

９月下旬に開催される農地管理事務所検討会までに農地中間機構関連農地整備事業

の事業着手に係る事務スケジュール、農地中間管理事業事務処理要領、「農用地集積・

配分計画」等作成マニュアル等に基づき、下記調整を進める。 

 

ア 事業エリア内農地の機構による農地中間管理権の取得手続きと担い手等現耕作者

への貸付等の事前調整 

市町は、農地管理事務所検討会までに地区内調整を行い、⑤、⑥、⑦、⑧、⑨、

⑩の資料を作成し、農地管理事務所へ提出する。 

 

【必要な資料】 

   ⑤担い手等現耕作者からの農用地等借受希望申込書（農中事業様式第２号） 

    ※農地の借受者全員（現耕作者等） 

   ⑥利用権設定関係各筆明細（農中事業様式第 11-1号(所有者→農地バンク)） 

    ※農地の出し手全員 

   ⑦農用地利用配分計画（農中事業様式 13 号） 

 ※農地の借受者全員（現耕作者等） 

   ⑧県営土地改良事業施行に関する貸付け相手からの意見（【機構関連】様式第５-２ 

   号）中の意見書 

 ※農地の借受者全員（現耕作者等） 

   ⑨土地改良法手続に関する同意書等 

 ・宅地等地区編入同意書（様式第 11 号） 

 ・創設非農用地(農用地)換地取得内諾書（様式第 13号） 

 ・不換地・特別減歩内諾書（様式第 14号） 

 ・異種目換地内諾書（様式第 15号） 

 ・非農用地区域底地権利者内諾書（様式第 16号） 

   ⑩一定区域に地区編入する雑種地等のうち、農用地として換地する土地の農地中間 

   管理権設定に対する同意意思の確認 

   ⑪必要がある場合、管理耕作業務委託契約書、農地保全管理協定書 

    ○機構内での検討資料として、農用地集積・配分計画書（農中事業様式第 10

号）、農用地利用計画図等図面 

 

イ 担い手等現耕作者と賃貸借契約を締結する場合の対応 

工事着工するまでの期間は、賃料支払いを行い、工事期中の賃料は発生しないと

の文言等を農中事業様式第 11-1号、農中事業様式第 13号の共通事項に記載し、対

応する。 

地区内での話し合いの中で、工事完了し一時利用が開始されるまで賃料は発生し

ないことが決定された場合も上記と同様の対応を行う。 

なお、工事実施年度は、賃料は発生しないものとし、賃料の発生は、事業完了の翌

年度から発生することを原則とする。個別事案が発生する場合は別途調整を行う。 
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ウ 担い手への農地集積、集約化等の方針確認等 

農地管理事務所は、土地改良事務所・センターと連携し、農地管理事務所検討会

までに下記資料を作成し、検討会で方針確認等を行う。 

 

【検討会に必要な資料】 

①事業評価調書（必要により全体概要資料） 

②農地整備事業（概略図） 

③新規採択希望（農地整備事業）位置図 

④工事着工前担い手営農現況図 

⑤担い手農地利用集積計画図 

⑥農用地集積・配分計画（農中事業様式第 10号） 

⑦農用地等マッチング計画書（農中事業様式第９号 通常版） 

⑧工事が行われるまでの間の農地保全活用の考え方 

⑨貸付農用地等に係る賃料等の取り決め確認票（農中事業様式②） 

⑩事業対象地域における担い手育成・確保を図る体制 

 

 

(3) 機構関連事業の実施区域内における農用地の集団化に関する取組方針の設定（11月

中旬） 

   機構は、県、市町と連携し、機構本社検討会の検討結果も踏まえ、実地区域内にお

ける農地中間管理機構関連農地整備事業実施要領（平成 30年３月 30日付け 29農振第

2690号(最終改正 令和３年４月１日付け２農振第 3744号)農村振興局長通知）第４の

４の規定に基づく、担い手への農用地の集団化目標及びその達成に向けた取組方針を

設定する。 

 

 

 

（参考様式） 

機構関連事業の実施区域内における農用地の集団化に関する取組方針（案） 

令和   年   月   日 

公益社団法人ひょうご農林機構 

１ 機構関連事業の実施区域 ： 兵庫県○○市○○地区 

 

２ 農用地の集団化に向けた取組方針 

  上記実地区域内における農地中間管理機構関連農地整備事業実施要領（平成 30 年

３月 30 日付け 29 農振第 2690 号農村振興局長通知）第４の４の規定に基づく、担い

手への農用地の集団化目標及びその達成に向けた取組方針については、次のとおり

である。 

(1) 集団化目標 

   ①目  標 ： 本事業の完了後５年以内に実施区域内の農用地の〇割以上を担い

手に集団化する。 
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           （※ 数値目標については、80％以上で設定すること。） 

   ②数値目標 ： 

 実施区域 
（受益地）内の 
農用地面積 

① 

実施区域 
（受益地）内の 
担い手集団化面積 

② 

実施区域 
（受益地）内 

担い手集団化率 
③/① 

 

備  考 

現   況 
(令和〇年度) 

ha ha ％ 
 

目   標 
（令和〇年度） 

ha ha ％ 
事業完了年度 

（令和〇年度） 
 
   （注） 事業実施地区内の担い手の農用地の利用及び集団化状況（現況、目標年度）等が分かる図面等を添付す

ること。 

(2) 目標達成に向けた取組方針 （記載例） 

① 上記目標を達成するため、県、市町、農業委員会、土地改良区及び JA 等の関

係機関・団体と連携を図り、 

ア 実施区域（受益地）内の農用地の利用状況の把握と担い手の明確化 

イ 各担い手農家の規模拡大・集団化に向けた意向把握 

ウ 担い手農家の意向と集団化目標を達成する観点からの農地転貸 

エ 毎年度の集団化の進捗管理と必要な配分計画等の作成 

オ 農地転貸後の担い手農家の利用状況のフォローアップ 

等を行い、実施区域（受益地）内の農地における農作物生産の効率化及び高

度化を促進する。 

② また、目標年度以降における①の集団化効果を維持するとともに、実施区域

内の農用地の全てが担い手に集積されるよう取り組む。 

 

３ 担い手への農用地の集団化に向けた推進体制等（記載例） 

 農用地の集団化に向けた取組方針を着実かつ円滑に実行するため、関係機関・団

体が次の役割分担の下に農用地の集団化を推進する。 

 

(1) 役割分担推進体制図（体制図を添付） 
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な
お
、
市
町
農
業
振
興
地
域
整
備
計
画
の
変
更
が
必
要
な
場
合
に
は
、
農
地
整

備
課
進
達
前
に
変
更
手
続
を
完
了
し
て
お
く
こ
と
。

 
 ２
 都

市
計
画
法
上
の
市
街
化
調
整
区
域
の
場
合
に
は
、
併
せ
て
県
民
局
(セ

ン
 

タ
ー
)土

木
事
務
所
（
市
長
が
開
発
許
可
の
権
限
を
有
す
る
と
き
は
市
都
市
計
画

部
局
）
と
事
前
協
議
を
行
う
こ
と
。

 
 ３
 
非
農
用
地
区
域
設
定
の
基
準
等
に
つ
い
て
は
、
関
係
通
知
等
を
参
照
す
る
こ

 
  
と
。

 

 

 
 

  
５

  
国
有
地
等
の
地
区
編

 
 入

承
認

 
  
県
民
局
（
セ
ン
タ
ー
）
は
、
国
有
地
又
は
国
若
し
く
は
地
方

公
共
団
体
が
公
用
若
し
く
は
公
共
の
用
に
供
し
て
い
る
土
地

を
区
域
 に

編
入
す
る
必
要
が
あ
る
場
合
に
は
、
あ
ら
か
じ
め

当
該
土
地
を
管
理
し
て
い
る
行
政
庁
又
は
地
方
公
共
団
体
の

承
認
を
得
る
。

 

８
７
の
３
－
７

 
 (
5-
6)

 
 様

式
１
０

 
 １

 
一
定
の
地
域
内
に
編
入
す
る
国
有
地
、
地
方
公
共
団
体
が
公
用
又
は
公
共
用
に
供
し
て
い
る
土
地
 

及
び
そ
れ
ぞ
れ
の
管
理
行
政
庁
等
を
正
確
に
調
査
の
上
承
認
を
得
る
こ
と
。

 

 ２
「
国
有
道
水
路
等
敷
地
の
土
地
改
良
事
業
地
区
編
入
取
扱
要
領
」
（
昭
和
45
年
２
月
２
日
付
44
農
地

 

  
Ｂ
第
22
56
号
農
地
局
長
通
達
）
又
は
各
行
政
庁
、
地
方
公
共
団
体
が
定
め
る
要
領
、
取
扱
い
に
基
づ
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事
 
 
項

 
手
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
続

 
関
係
条
文

 
様
 
 
式

 
留
 
 
 
意
 
 
 
事
 
 
 
項
 
 
 
等

 

 ６
  
宅
地
等
の
地
区
編
入

 
 同

意
 

  
県
民
局
（
セ
ン
タ
ー
）
は
、
建
築
物
の
敷
地
、
墓
地
、
境
内

地
そ
の
他
の
農
用
地
以
外
の
土
地
に
つ
き
、
所
有
権
、
地
上

権
、
永
小
作
権
、
質
権
、
賃
借
権
、
使
用
貸
借
に
よ
る
権
利
又

は
そ
の
他
の
使
用
び
収
益
を
目
的
と
す
る
権
利
を
有
す
る
者

の
全
員
の
同
意
を
得
る
。

 

８
７
の
３
－
７

 
 (
5-
7)

 
 令

１
の
９

 
 則

６
７

 
 (

則1
0)

 

 様
式
１
１

  
１
  
非
農
用
地
に
つ
い
て
は
、
優
良
農
地
の
確
保
の
見
地
か
ら
編
入
が
必
要
と
認
め
ら
れ
る
場
合
の
み

 
  

地
域
内
に
含
め
る
こ
と
。
ま
た
、
農
用
地
と
し
て
工
事
を
実
施
す
る
際
に
支
障
と
な
る
建
築
物
等
に

 
  

つ
い
て
は
事
前
に
除
却
し
て
お
く
こ
と
。

 
 ２

 
権
利
関
係
調
査
に
基
づ
き
、
法
第
５
条
第
７
項
に
規
定
す
る
関
係
権
利
者
を
正
確
に
調
査
の
上
、

 
  

土
地
改
良
事
業
計
画
概
要
書
を
提
示
し
て
同
意
を
得
る
こ
と
。

 
 ３

 
同
意
書
一
覧
表
を
作
成
し
、
特
定
用
途
用
地
と
法
第
３
条
第
８
項
（
）
書
き
の
規
定
に
よ
り
農
用

 
  

地
と
し
て
申
し
出
た
土
地
に
区
分
す
る
こ
と
。

 
 ４

 
特
定
用
途
用
地
と
す
る
場
合
は
、
非
農
用
地
区
域
番
号
を
付
し
て
概
要
書
添
付
の
計
画
概
要
図
と

 
  

整
合
を
図
る
こ
と
。

 

 ７
  
非
農
用
地
区
域
設
定

 
 に

伴
う
関
係
書
類
の

 
 取

り
ま
と
め

 

  
非
農
用
地
区
域
の
設
定
を
伴
う
計
画
概
要
の
場
合
に
は
、

申
請
人
は
、
必
要
に
応
じ
て
次
の
内
諾
書
を
得
る
。

 
 １

 
創
設
換
地
取
得
内
諾
書

 
 ２

 
不
換
地
・
特
別
減
歩
内
諾
書

 
 ３

 
異
種
目
換
地
内
諾
書

 
 ４

 
非
農
用
地
区
域
底
地
権
利
者
内
諾
書

 
  ※

 
農
地
整
備
課
進
達
前
に
調
整
し
て
お
く
こ
と
。

 

 換
地
計
画
実

 
 施

要
領
等

 
 様

式
１
３

 
 様

式
１
４

 
 様

式
１
５

 
 様

式
１
６

  １
 
換
地
を
伴
う
事
業
は
、
新
た
な
土
地
利
用
を
生
み
出
す
と
い
う
側
面
が
あ
り
、
関
係
す
る
個
々
の

 
  

権
利
者
間
で
の
利
害
関
係
の
調
整
が
必
要
で
あ
る
。
特
に
、
非
農
用
地
区
域
を
設
定
す
る
場
合
に
は

 
  

併
せ
て
関
係
法
令
と
の
調
整
、
権
利
者
の
意
思
確
認
、
将
来
的
に
用
途
に
供
す
る
た
め
の
実
行
性
の

 
  

担
保
等
が
求
め
ら
れ
る
。

 
  

 
こ
の
た
め
、
農
地
整
備
課
進
達
段
階
か
ら
内
諾
書
の
添
付
を
求
め
る
こ
と
と
す
る
。

 

 ８
  
関
係
部
局
と
の
協
議
 
  

県
民
局
(セ

ン
タ
ー
)（

各
事
務
所
）
長
は
、
農
林
(水

産
)

振
興
事
務
所
、
土
木
事
務
所
長
（
土
木
は
市
街
化
調
整
区
域

内
の
み
）
に
非
農
用
地
区
域
設
定
に
伴
う
正
式
協
議
を
行
う
。 

 
 

 １
 
実
務
上
、
計
画
概
要
書
作
成
段
階
か
ら
関
係
部
局
と
協
議
を
行
っ
て
お
く
こ
と
。
 

９
 
手
続
の
正
式
依
頼
 

県
民
局
（
セ
ン
タ
ー
）
長
か
ら
農
政
環
境
部
長
あ
て
、
手
続

の
正
式
依
頼
を
行
う
。
 

 
【

機
構

関
連

】
 
様
式
１
 

 １
 
法
第
87
条
の
３
第
１
項
各
号
に
定
め
る
要
件
を
満
た
し
て
い
る
こ
と
を
確
認
し
て
か
ら
進
達
す

る
こ
と
。
 

２
 
県
民
局
（
セ
ン
タ
ー
）
長
は
次
の
図
書
を
添
え
て
正
式
依
頼
す
る
。
 

 
(1
)土

地
改
良
事
業
計
画
概
要
書
 

 
(2
)予

定
管
理
方
法
 

(3
)事

業
費
の
負
担
区
分
の
予
定
及
び
地
元
負
担
の
予
定
基
準
 

(4
)国

有
地
等
地
区
編
入
承
認
書
 

(5
)宅

地
等
地
区
編
入
同
意
書
 

(6
)非

農
用
地
区
域
設
定
に
伴
う
関
係
部
局
と
の
協
議
会
等
写
し
等
 

(7
)土

地
改
良
事
業
計
画
書
案
 

 1
0 
 市

町
長
協

議
に
係

る
計
画
の
概
要
の
公
告
・

縦
覧

 

  
 市

町
の
掲
示
場
に
公
告
し
、
２
０
日
以
上
の
相
当
の
期
間

を
定
め
て
土
地
改
良
事
業
の
計
画
の
概
要
を
縦
覧
に
供
す

る
。

 
  
 意

見
の
あ
る
者
は
、
縦
覧
期
間
の
満
了
日
ま
で
に
意
見
書

を
提
出
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

 
 ※

 
意
見
書
内
容
を
検
討
し
、
計
画
概
要
見
直
し
可

 

 ８
７
の
３
－
７

 
 (

８
７

の
２

－
８

) 
 則

67
 

 (
則
59
) 

(則
61
の
5の

3)
 

【
機

構
関

連
】
 

 様
式
2-
1 

 様
式
2-
2 

 様
式
2-
3 

 様
式
2-
4 

様
式
2-
5 

 １
 
縦
覧
場
所
は
市
町
に
協
力
依
頼
を
し
、
意
見
書
提
出
先
に
つ
い
て
は
、
県
民
局
（
セ
ン
タ
ー
）
及
び

農
地
整
備
課
と
す
る
。

 

  
 

 ２
 
意
見
書
が
提
出
さ
れ
た
場
合
、
意
見
書
の
概
要
及
び
意
見
書
に
帯
す
る
対
応
案
を
記
載
し
た
書
面

を
作
成
す
る
。
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 事
 
 
項

 
 手

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
続

 
 関

係
条
文

 
 様

 
 
式

 
 留

 
 
 
意
 
 
 
事
 
 
 
項
 
 
 
等

 
 

 1
9 
 適

否
決
定

 
  

予
定
管
理
者
と
の
協
議
を
経
て
、
申
請
に
係
る
土
地
改

 
 良

事
業
の
適
否
を
決
定
し
、
そ
の
旨
を
申
請
人
及
び
県
民

 
 局

長
あ
て
通
知
す
る
。

 
  

否
の
決
定
に
当
た
っ
て
は
、
そ
の
理
由
を
付
し
て
通
知

 
 す

る
こ
と
と
す
る
。

 

 ８
６
－
１

 
 ８

６
－
２

 
 様

式
18
-1

 
  
  
 1
8-
2 

 適
否
決
定

 
 ﾁ
ｪｯ
ｸﾘ
ｽﾄ

 

 １
  
適
否
決
定
に
当
た
っ
て
は
、
次
の
事
項
の
審
査
を
行
う
。

 
 （

１
）
事
業
参
加
資
格
を
有
す
る
１
５
人
以
上
の
申
請
人
か
ら
の
申
請
で
あ
る
こ
と
。

 
 （

２
）
土
地
改
良
法
施
行
令
第
５
０
条
の
要
件
を
満
た
す
事
業
で
あ
る
こ
と
。

 
 （

３
）
事
業
参
加
資
格
の
３
分
の
２
以
上
が
同
意
し
て
い
る
こ
と
。
た
だ
し
、
３
分
の
２
以
上
の
同
意

 
  

 
は
申
請
要
件
で
あ
る
た
め
、
事
業
実
施
の
見
込
み
を
判
断
す
る
適
否
決
定
に
当
た
っ
て
は
、
よ
り

 
  
  
 高

い
同
意
率
を
必
要
と
す
る
。

 
 （

４
）
一
定
の
地
域
を
定
め
る
に
当
た
っ
て
、
適
法
な
手
続
き
を
行
っ
て
い
る
こ
と
。

 
 （

５
）
申
請
に
必
要
な
書
類
が
す
べ
て
添
付
さ
れ
、
適
正
な
内
容
と
認
め
ら
れ
る
こ
と
。

 
 （

６
）
住
民
意
見
の
聴
取
、
概
要
公
告
、
事
業
参
加
申
出
等
に
手
続
上
の
瑕
疵
が
な
い
こ
と
。

 
 （

７
）
計
画
の
概
要
が
農
振
法
等
の
上
位
計
画
と
整
合
が
図
ら
れ
て
い
る
こ
と
。

 
 （

８
）
計
画
の
概
要
、
費
用
の
概
算
が
採
択
申
請
の
内
容
と
一
致
す
る
こ
と
（
予
算
上
も
事
業
の
実
行

 
  

 
性
が
見
込
み
が
あ
る
こ
と
。
）
。

 
 （

９
）
非
農
用
地
区
域
設
定
を
伴
う
事
業
の
場
合
に
は
、
換
地
計
画
実
施
要
領
等
に
基
づ
く
各
種
内
諾

 
  

 
書
等
が
添
付
さ
れ
、
適
正
な
内
容
と
認
め
ら
れ
る
こ
と
。

 
  
(1
0)
 そ

の
他
申
請
に
係
る
県
営
土
地
改
良
事
業
の
施
行
の
見
込
み
が
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
こ
と
。

 
  

＊
  
詳
細
は
別
紙
審
査
表
に
よ
る
。

 

 2
0 
 報

告
聴
取

 
  

専
門
技
術
者
に
調
査
報
告
の
委
嘱
を
行
う
。

 
 ８

７
－
２

 
 則

５
８

 
 (
則
15
) 

 様
式
１
９

 
 １

 
申
請
書
類
、
事
業
計
画
書
案
、
そ
の
他
専
門
技
術
者
か
ら
指
示
の
あ
っ
た
図
書
を
添
付
し
て
委
嘱

 
  

を
行
う
。

 
  
 （

専
門
技
術
者
の
現
在
の
取
扱
い
）

 
  

 
技
術
（
農
業
土
木
）
  
  
  
農
地
整
備
課
内
  
技
術
専
門
員

 
  
  
 換

地
（
土
地
改
良
換
地
士
）
  
  
〃
  
  
  
  
換
地
専
門
員

 
  

＊
 
参
考
通
達
：
「
専
門
技
術
者
委
嘱
の
要
領
に
つ
い
て
」
（
昭
和
40
年
12
月
25
日
40
農
地
Ｂ
第
41
84

 
  

 
号
農
地
局
長
通
達
）
 環

境
と
の
調
和
へ
の
配
慮
に
係
る
意
見
も
含
む

 

 2
1 
 計

画
決
定

 
  

調
査
報
告
に
基
づ
き
、
事
業
計
画
の
最
終
的
な
検
討
を

 
 行

い
、
土
地
改
良
事
業
計
画
を
決
定
す
る
。

 
 ８

７
－
１

 
 ８

７
－
２

 
 ８

７
－
３

 
 ８

７
－
４

 
 則

５
８

 
 (
則
14
の
2)

 

 
 １

  
専
門
技
術
者
か
ら
の
調
査
報
告
に
基
づ
き
、
最
終
検
討
を
行
っ
た
上
で
事
業
計
画
の
決
定
を
行

 
  

う
。
な
お
、
勧
告
が
あ
っ
た
場
合
に
は
、
先
に
そ
の
対
応
を
行
う
。

 
 ２

  
事
業
計
画
を
定
め
る
た
め
の
法
定
要
件
等

 
 （

１
）
土
地
改
良
事
業
の
施
行
に
関
す
る
基
本
的
な
要
件
に
適
合
す
る
こ
と
（
８
７
条
第
３
項
準
用
法

 
  

 
第
８
条
第
４
項
）
。

 
  
 ア

  
必
要
性
（
令
第
２
条
第
１
号
）

 
  
  
  
 当

該
土
地
改
良
事
業
の
施
行
に
係
る
地
域
の
土
じ
ょ
う
、
水
利
そ
の
他
の
自
然
的
、
社
会
的
及

 
  

 
び
経
済
的
環
境
上
、
農
業
の
生
産
性
の
向
上
、
農
業
総
生
産
の
増
大
、
農
業
生
産
の
選
択
的
拡
大

 
  

 
及
び
農
業
構
造
の
改
善
に
資
す
る
た
め
の
事
業
を
必
要
と
す
る
こ
と
。

 
  
 イ

  
技
術
的
可
能
性
（
令
第
２
条
第
２
号
）

 
  
  
  
 当

該
土
地
改
良
事
業
の
施
行
が
技
術
的
に
可
能
で
あ
る
こ
と
。

 
  
 ウ

  
経
済
性
（
令
第
２
条
第
３
号
）

 
  
  
  
 当

該
土
地
改
良
事
業
の
す
べ
て
の
効
用
が
そ
の
す
べ
て
の
費
用
を
償
う
こ
と
。

 
  
 エ

  
負
担
能
力
の
妥
当
性
（
令
第
２
条
第
４
号
）

 
  
  
  
 当

該
土
地
改
良
事
業
の
施
行
に
係
る
地
域
内
に
あ
る
土
地
に
つ
き
法
第
３
条
に
規
定
す
る
資
格

 

 
事
 
 
項

 
手
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
続

 
関
係
条
文

 
様
 
 
式

 
留
 
 
 
意
 
 
 
事
 
 
 
項
 
 
 
等

 
 

 1
1 
 市

町
長

と
の

協
議

及
び

予
定

管
理

者
へ

の
意
見
聴
取

 

  
計
画
概
要
に
つ
い
て
市
町
長
へ
の
協
議
及
び
予
定
管
理

者
あ
て
意
見
を
聴
く
。

 
  
※
 
意
見
を
検
討
し
、
計
画
概
要
見
直
し
可

 

 ８
７
の
３
－
６

 
   

【
機

構
関

連
】
 

様
式

3
-
1 

様
式

3
-
2 

様
式

3
-
3 

 １
  
協
議
又
は
意
見
聴
取
に
あ
た
っ
て
は
、
計
画
概
要
書
、
予
定
管
理
方
法
、
事
業
費
の
負
担
区
分
の

予
定
及
び
地
元
負
担
の
予
定
基
準
を
添
付
し
て
行
う
。

 
２

 
 
市

町
に

対
応

を
求

め
る

意
見

書
が

提
出

さ
れ

た
場

合
に

は
、

当
該

意
見

書
の

写
し

を
添

付
す

る
。

 

 1
2 
 計

画
概
要
書
の
確
定

 
 
上

記
９

～
1
1
の

内
容

を
検

討
し

、
農

地
中

間
管

理
機

構
か
ら
同
意
を
得
る
た
め
の
計
画
概
要
書
を
確
定
さ
せ
る
。

 

 ８
７
の
３
－
２

 
 

 様
式
２

 
 

 １
 
市
町
長
協
議
に
よ
り
、
意
見
書
に
対
す
る
対
応
が
必
要
な
場
合
に
は
、
意
見
書
の
概
要
及
び
対
応

方
針
案
を
記
載
し
た
書
面
を
作
成
し
た
上
で
計
画
概
要
書
を
確
定
す
る
。
 

  

 1
3 
 農

地
中

間
管

理
機

構
へ
の
同
意
徴
集

 
  
農
地
中
間
管
理
機
構
は
、
事
業
施
行
地
域
内
の
農
用
地
を

貸
し
付
け
て
い
る
場
合
は
、
あ
ら
か
じ
め
そ
の
貸
付
け
相
手

方
の
意
見
を
聴
い
た
上
で
、
計
画
概
要
に
つ
い
て
同
意
を
す

る
。

 
 

 

 ８
７
の
３
－
２

 
 ８

７
の
３
－
３
 

則
６
３
 

則
６
４
 

則
６
５

 

【
機

構
関

連
】
 

様
式

4
-
1 

様
式

4
-
2 

様
式

5
-
1 

様
式

5
-
2 

 １
 
 
農
地
中
間
管
理
機
構
は
、
貸
付
け
相
手
か
ら
の
意
見
の
写
し
(要

原
本
証
明
)を

添
付
し
て
、
同
意

書
を
県
民
局
（
セ
ン
タ
ー
）
経
由
で
提
出
す
る
。
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 報

告
聴
取

 
 県

民
局
（
セ
ン
タ
ー
）
か
ら
同
意
書
の
進
達
を
受
け
て
か
ら
、

専
門
技
術
者
に
調
査
報
告
の
委
嘱
を
行
う
。

 

 ８
７

の
３

－
７

(８
－
２
) 

 (
８
－
３
) 

則
６
７

 
 (
則
15
) 

【
機

構
関

連
】
 

様
式

4
-
3 

 １
 
進
達
書
類
、
事
業
計
画
書
案
、
そ
の
他
専
門
技
術
者
か
ら
指
示
の
あ
っ
た
図
書
を
添
付
し
て
委
嘱

 
  

を
行
う
。

 
  
 （

専
門
技
術
者
の
現
在
の
取
扱
い
）

 
  

 
技
術
（
農
業
土
木
）
  
  
  
農
地
整
備
課
内
  
主
幹
(農

地
資
源
担
当
) 

  
  
 換

地
（
土
地
改
良
換
地
士
）
  
  
〃
  
  
  
  
主
幹
(地

籍
調
査
担
当
) 

  
※
 
参
考
通
達
：
「
専
門
技
術
者
委
嘱
の
要
領
に
つ
い
て
」
（
昭
和
40
年
12
月
25
日
40
農
地
Ｂ
第
41
84

 
  

 
号
農
地
局
長
通
達
）
 環

境
と
の
調
和
へ
の
配
慮
に
係
る
意
見
も
含
む
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計
画
決
定

 
  

調
査
報
告
に
基
づ
き
、
事
業
計
画
の
最
終
的
な
検
討
を

 
 行

い
、
土
地
改
良
事
業
計
画
を
決
定
す
る
。

 

 ８
７
の
３
－
１

 
 ８

７
の
３
－
７

 
  
則
６
７

 
 (
則
14
の
2)

 

【
機

構
関

連
】
 

様
式

6
-
1 

様
式

6
-
2 

様
式

7
-
1 

様
式

7
-
2 

様
式

7
-
3 

 １
 
専
門
技
術
者
の
報
告
に
基
づ
き
、
事
業
計
画
書
の
最
終
的
な
チ
ェ
ッ
ク
を
行
っ
た
上
で
決
定
す

る
。
な
お
、
勧
告
が
あ
っ
た
場
合
に
は
計
画
決
定
前
に
そ
の
対
応
を
行
う
。
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 計

画
決
定
の
公
告
及

 
 び

土
地
改
良
事
業
計

 
 画

書
写
し
等
の
縦
覧

 

  
事
業
計
画
を
定
め
た
旨
を
公
告
し
、
２
０
日
以
上
の
相
当

 
 の

期
間
を
定
め
、
土
地
改
良
事
業
計
画
書
写
し
を
縦
覧
に

 
 供

す
る
。

 
 縦

覧
手
続
に
つ
い
て
、
関
係
市
町
長
あ
て
依
頼
す
る
と
と

 
 も

に
、
県
民
局
(セ

ン
タ
ー
)長

あ
て
こ
の
旨
通
知
す
る
。

 

 ８
７
の
３
－
７
 

 (
８
７
－
５
)
 

則
６
７
 

(則
59
) 

 (
則
16
) 

 
 １

  
公
告
は
、
文
書
課
長
あ
て
依
頼
の
上
県
公
報
に
登
載
し
行
う
。
公
告
期
間
に
つ
い
て
は
、
初
日
不

 
  

参
入
、
期
間
満
了
日
が
土
日
、
祝
日
の
と
き
は
そ
の
翌
日
ま
で
と
し
、
公
告
期
間
中
の
開
庁
日
日
数

 
  

を
考
慮
し
て
公
告
期
間
を
定
め
る
。

 
 ２

 
意
見
書
に
対
す
る
対
応
方
針
を
作
成
し
た
場
合
に
は
、
事
業
計
画
書
と
と
も
に
縦
覧
す
る
。

 
 ３

  
事
業
計
画
書
等
の
縦
覧
場
所
に
つ
い
て
は
、
利
害
関
係
人
の
便
宜
等
を
考
慮
し
、
関
係
市
町
役
場

 
  

と
指
定
し
、
関
係
市
町
長
に
協
力
を
依
頼
す
る
。
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 審

査
請
求
及
び
裁
決

  
 縦

覧
期
間
の
満
了
の
日
の
翌
日
か
ら
起
算
し
て
１
５
日
を

経
過
す
る
日
ま
で
に
審
査
請
求
が
あ
っ
た
場
合
に
は
、

 
  
法
第
８
条
第
２
項
に
掲
げ
る
技
術
者
の
意
見
を
聴
い
て
裁

決
す
る
。

 

８
７
の
３
－
７

 
 (
８
７
－
６
) 

 (
８
７
－
７
) 

 (
８
７
－
８
) 

 
 １

  
審
査
請
求
に
つ
い
て
は
、
土
地
改
良
法
に
定
め
る
ほ
か
行
政
不
服
審
査
法
の
定
め
る
と
こ
ろ
に

 
  
 よ

る
。

 
 ２

  
審
査
請
求
に
対
す
る
裁
決
は
縦
覧
期
間
満
了
後
６
０
日
以
内
に
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
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 計

画
確
定

 
 審

査
請
求
が
な
い
と
き
、
又
は
審

査
請

求
に
対
し
て
裁
決

を
行
っ
た
後
、
事
業
計
画
の
確
定
を
行
い
、
農
地
中
間
管
理

機
構
及
び
県
民
局
(セ

ン
タ
ー
)長

あ
て
通
知
す
る
。

 

８
７
の
３
－
７

 
(８

７
－
９
) 

【
機

構
関

連
】
 

様
式

8
-
1 

様
式

8
-
2 

 

 １
  
関
係
市
町
か
ら
の
縦
覧
実
施
及
び
審
査
請
求
の
有
無
の
報
告
を
受
け
た
後
、
計
画
の
確
定
を
行
う
。 

 

   
（
注
）
当
該
手
続
の
ほ
か
、
農
地
中
間
管
理
機
構
が
（
貸
付
け
相
手
の
い
る
場
合
に
）
あ
ら
か
じ
め
意
見
を
聴
い
た
上
で
、
県
に
対
し
事
業
を
行
う
べ
き
こ
と
を
要
請
す
る
こ
と
も
で
き
る
。
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§87の３ Ⅰ

兵 庫 県 知 事

§87の３Ⅰ

事 業 施 行 地 域 の 決 定 ・
計 画 概 要 の 作 成

§87の３ Ⅶ
(§87の２ Ⅷ準用)

市町長協議・予定管理者意見聴取の
た め の 計 画 概 要 公 告

§87の３ Ⅶ
(§87の２ Ⅸ準用)

住 民 等 か ら の
意 見 書 提 出

§87の３ Ⅵ

計画概要の市町長協議・
予定管理者への意見聴取

§87の３ Ⅲ

§87の３ Ⅱ

農地中間管理機構による貸
付けの相手方からの意見聴取

農地中間管理機構の同意

§87の３ Ⅶ(§８Ⅱ準用)

専 門 技 術 者
調 査 報 告

§87の３ Ⅰ

計 画 決 定

§87の３ Ⅶ
(§87Ⅴ準用)

計 画 書 公 告 縦 覧

利 害 関 係 人

§87の３ Ⅶ
(§87 Ⅵ～Ⅷ準用)

§87の３ Ⅶ
(§87 Ⅶ準用)

審 査 請 求 ・
受 理 裁 決

審 理 員 審 理
・ 意 見

§87の３ Ⅶ
(§87 Ⅷ準用)

専 門 技 術 者
意 見

計 画 確 定

§87の３ Ⅶ
(§87 Ⅸ準用)

着 工

県営土地改良事業計画手続一覧

【新規計画手続き】(機構関連事業)

※農地中間管理機構が（貸付けの相手方がいる場合に）あらかじめ意見を聴いた上で、県に対し事
業を行うべきことを要請した場合、上記§87の３ Ⅲの意見聴取及び§87の３ Ⅱの同意は省略可。

16
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７ 様式集 

 (1) 農地中間管理事業関係 

ア 様式 農地中間管理機構関連農地整備事業について  ･･････････････････  19 

イ 様式 機構関連事業の土地改良事業計画に対する同意書  ･･････････････  20 

ウ 様式第 2号 農用地等借受希望申込書  ･･････････････････････････････  21 

エ 様式第 7号 農地中間管理事業貸付希望農用地等登録申出書  ･･････････  22 

オ 様式第 9号 機構関連事業版 農用地等マッチング計画書（内諾書）  ･･  24 

カ 様式第 9号 通常版 農用地等マッチング計画書  ････････････････････  25 

キ 様式第 10号 農用地集積・配分計画書  ･････････････････････････････  27 

ク 様式第 11-1号 利用権設定関係各筆明細（所有者→農地バンク)  ･･････  28 

ケ 第 13号 農用地利用配分計画  ･････････････････････････････････････  30 

コ 様式② 貸付農用地等に係る賃料等の取り決め確認票  ････････････････  34 
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(様式) 

農地中間管理機構関連農地整備事業について 

令和  年  月  日 

           地区 

－ 農地中間管理機構 － 

（公社）ひょうご農林機構 

１ 機構関連の農地整備について 

兵庫県では、公益社団法人ひょうご農林機構が、県知事から農地中間管理機構（以下「機構」

という。）の指定を受け、農地の集積・集約化を進める農地中間管理事業に取り組んでいます。 

機構関連の農地整備事業は、この機構が借り受けている農地等を対象に、農用地等の所有者や

貸付の相手方の申請によらず、兵庫県が農業者の費用負担を求めずに農地整備を行うことができ

る事業です。 

機構に 15 年以上の借受期間を設定して貸し付けた農用地等については、機構関連農地整備が

行われることがありますので、その内容について説明します。 

本説明は、農地中間管理事業の推進に関する法律（平成 25 年法律第 101 号）に基づき、機構

関連の農地整備事業の実施の有無にかかわらず、機構が農用地等を借り受けるに当たって、当該

農用地等の所有者及び貸付けの相手に対して必ず行わなければならないこと（法律に基づく義務）

とされています。 

２ 機構関連の農地整備事業の内容について 

① 機構関連の農地整備事業の対象となる農用地等は、機構の借受期間が機構関連の農地整備

事業の計画の決定（公告）時から 15 年以上あるものです。また、10ha 以上（中山間地域は

５ha 以上）のまとまった農用地等が対象です。 

② 機構関連の農地整備事業は、兵庫県が事業実施主体となって、農用地等の所有者や貸付の

相手方の費用負担を求めずに農地区画整備（ほ場整備）とそれに付随する農道、農用排水路、

暗渠等の整備を一体的に行う事業です。 

③ 事業実施区域については、兵庫県が各市町・地域の農地の状況や担い手への集積・集約化

の計画、将来の営農計画等を考慮した上で決定されます。 

３ 留意事項について 

① 機構関連の農地整備事業が実施された農用地等に係る農用地区域からの除外（農地転用）

については、機構の借受期間が満了し除外要件等を満たす場合に限り可能です。 

② 機構関連の農地整備事業が行われた農用地等の所有者が機構への貸付を、自らの都合で一

方的に解除した場合は、特別徴収金（工事に要した費用の全部）が徴収されます。 

上記について説明を受けました。 

(所有者) 

氏 名               
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(様式) 

機構関連事業の土地改良事業計画に対する同意書 

令和 年 月 日説明のあった県営○○地区土地改良事業の施行に 

同意します。 

      区画整理事業 

権利区分 
住所 

(番地まで記入) 
資格者 署名又は印 備考 

所有権 
それ 

以外 

      

      

      

      

      

原本は事業主体となる県が保管 
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１　借受希望者の概要

〒

□ □ 　集落営農法人

年 月

※

２　借受希望農用地等の内容

３　その他（要望事項）

①氏名、名称 ②希望区域内の農業者、希望区域外の農業者、新規参入者の別

③借受希望農用地等の種別、面積 ④借り受けた農用地等に作付けする予定作物

様式第2号

※（留意事項）情報提供・兵庫県ホームページでの公表について

申込書に記載いただいた情報は、農用地の貸付業務に活用する他、新規就農者の農業経営指導等のた
めに「ひょうご就農支援センター」や行政機関に情報提供する場合があります。

機構が借受希望者に農用地等を貸し付けるために、兵庫県が行う農用地利用配分計画

の公表手続きにあたっては、法令に基づき借受希望者の所在の市町名、氏名および借

受希望農用地等が兵庫県ホームページで公表されますのでご承知ください。

※（確認事項）上記記載のうち、下記事項については、（公社）ひょうご農林機構のホームページ上で公表します。

所有地
(ha)

借受地
(ha)

特定農作業受託※
(ha) (6)

将来的な
経営目標面積(ha)

年

その他（理由）

）

【個人】農業従事年数： 年

面積(ha)

　認定農業者 □ 　認定新規就農者□

主な

栽培

品目

主な品目① 主な品目②

2

特定農作業受託 ①主な基幹作業を受託し、②収穫物についての販売名義を有し、③販売収入の処分権を有しているものをいいます。

その他（理由）

その他（理由）

（その他希望事項があれば記入してください。例：有機農業を希望、○○集落を希望等）

3

1

区域名
応募区域との

関係
種別

借受希望
面積(ha)

(8)人・農地プランの中心経営体の
   位置づけの有無

該当する項目に○をつけて

ください。（複数選択可）

整
理
番
号

市町名

【法人】設立年月：

※募集区域リストから選

択してください。

該当する項目に○を

つけてください。

該当する項目に○を

つけてください。

機構を通じて

借受を希望す

る面積を記載

してくださ

い。

ほ場条件
借受希望
期間(年)

作付け予定
作物

借受理由

該当する項目に○を

つけてください。

機構からの貸

付期間は原則

10年以上とな

ります。

（プラン地区名：

(7)農業従事年数等
（個人:農業従事年数及び生年月日を記載）
（法人:設立年月日を記載）

ヶ月　、生年月日

主な品目③

面積(ha) 面積(ha)

月 日

(3)連絡先（電話番号、FAX番号）

(4)現在の経営形態等
（該当する場合はレをつけてください。）

携帯電話番号：ＴＥＬ：

ＦＡＸ：

(5)現在の経営状況、主な栽培品目
    （新規参入者は記入不要）

経

営
状
況

　新規参入者（農地を所有又は利用しておらず、新たに農業経営を開始するもの）

集落営農法人の場合は、
レをつけてください。

農用地等借受希望申込書
申込年月日　令和　　年　　月　　日

(1)氏名（法人名・代表者名）

(2)住所（法人所在地）

（ﾌﾘｶﾞﾅ）

〈有効期限　令和　　年１２月３１日〉

田

畑

どちらでも良い

応募区域内の農業者

応募区域外の農業者

新規参入者

ほ場整備済み

ほ場整備未整備

どちらでも良い

規模拡大

農地の集約

新規就農

・無・有

田

畑

どちらでも良い

応募区域内の農業者

応募区域外の農業者

新規参入者

ほ場整備済み

ほ場整備未整備

どちらでも良い

規模拡大

農地の集約

新規就農

田

畑

どちらでも良い

応募区域内の農業者

応募区域外の農業者

新規参入者

ほ場整備済み

ほ場整備未整備

どちらでも良い

規模拡大

農地の集約

新規就農

昭和

平成

（個人・法人）
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様式第７号 

農地中間管理事業貸付希望農用地等登録申出書 

                             令和  年  月  日 

農地中間管理機構 

公益社団法人ひょうご農林機構 理事長宛 

                         〒   -   

                      住 所  

                      （ﾌﾘｶﾞﾅ） 

                      氏 名        

                      電話番号 

※氏名及び代表者職氏名は、自署又は記名押印とする 

 農地中間管理事業を活用して、下記農用地等の貸付をしたいので、「貸付希望農用地等リ

スト」への登録を申し出ます。 

 なお、承諾事項については、全て同意します。 

 

記 

１ 対象農用地等  別紙のとおり 

２ 承諾事項 

（１）申し出のあった農用地等については、機構が市町等関係機関の協力を得て状況（現状、面積、

権利関係など）を確認したうえで、「貸付希望農用地等リスト」として整理を行い、借受希望者

に情報提供するとともに(公社)ひょうご農林機構 HP で農地情報（地番・地目・面積）を提供

すること。 

（２）「貸付希望農用地等リスト」に登録しても、権利は移動しないため、借受希望者とのマッチン

グが整い、機構が所有者から農用地等を借り受けるまで、農用地等の管理は所有者が行うこと。 

（３）機構から権利を転貸する農用地利用集積計画を市町が策定した場合において、当該農用地利

用集積計画に記載のある農用地等に係る権利が転貸されること。 

（４）借受者が見つからないなど、農地中間管理事業を活用できない場合があること。 

（５）一定期間を経ても借受者がみつからない場合は、申出者に連絡のうえ、「貸付希望農用地等リ

スト」から削除すること。 

（６）15 年以上の借受期間を設定した農用地等については、土地改良法(昭和 24 年法律第 195 号)

第 87 条の３第１項の土地改良事業が行われることがあること。 

 

 

 

 

 

 

※ 申出書に記載いただいた住所、氏名などの個人情報は、農地中間管理事業に活用するため、借受者、行

政機関に提供する場合があります。 

なお、機構が農用地等を借受けるため、市（町）が策定する農用地利用集積計画において、法令に基づ

き申出者の住所の市町名、氏名および借受農用地等が公表されますのでご承知ください。 

【留意事項】 

① 申し出のあった農用地等の借受希望があった場合は、申出者に確認・連絡のうえ、借受希望者

との調整（マッチング）に入っていきます。 

② 農地中間管理事業は、市街化区域外の農用地等が対象です。 

③ 森林の様相を呈しているなど復元が著しく困難な農地や、復元しても継続利用が見込めない農

地はリストへの登録をお断りする場合があります。 

④ 機構が農用地等を借り受ける期間は、原則 10 年以上としています。 
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地
番

登
記

面
積

取
扱

面
積

※
１

水
張

面
積

※
２

現
況

地
目

賃
料

㎡
㎡

㎡
田

・
畑

有
・

無

1 2 3 4 5

※
１
　
登
記
簿
面
積
の
一
部
を
貸
し
付
け
る
場
合
に
記
入

※
２
　
賃
料
の
算
定
面
積
と
す
る
場
合
に
記
入

賦
課

金
名

金
額

滞
納

の
有

・
無

有
・

無
同

意
※

３
可

・
否

1 2 3 4 5

※
３

　
相

続
人

全
員

の
同

意
が

得
ら

れ
る

見
込

み
を

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。
　

　

【
受

付
時

チ
ェ

ッ
ク

欄
】

※
４

　
農

用
地

等
の

利
用

状
況

に
該

当
す

る
項

目
に

○
を

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。

□
市

街
化

区
域

外
の

農
用

地
等

で
あ

る
。

□
再

生
不

能
と

判
定

さ
れ

た
農

用
地

等
で

な
い

。
□

農
地

台
帳

に
登

録
の

あ
る

農
用

地
等

で
あ

る
。

※
申

出
書

に
記

載
い

た
だ

い
た

内
容

は
、

農
地

中
間

管
理

事
業

の
業

務
の

目
的

以
外

に
は

利
用

い
た

し
ま

せ
ん

。

貸
付

希
望

農
用

地
等

番 号

農
用

地
等

の
所

在
地

農
用

地
等

の
内

容
貸

付
希

望
条

件

市
町

名
大

字
小

字

ほ
場

整
備

の
状

況
現

在
の

作
付

作
物

希
望

賃
料

未
・

済
1
0
a
当

た
り

(
円

)

番 号

農
用

地
等

の
状

況
農

用
地

等
の

利
用

状
況

　
※

４

相
続

・
共

有
の

別
氏

　
　

名
土

地
改

良
の

賦
課

金
の

状
況

相
続

未
了

の
有

無

自
作

貸
付

現
在

の
耕

作
者

名

住
　

　
　

所

当
該

農
用

地
等

の
貸

付
に

当
た

り
、

同
意

が
必

要
な

相
続

人
又

は
共

有
者

に
つ

い
て

記
載

様
式
第
７
号
　
別
紙

預
け
る
農
地
が
５
筆
以
上
の
場
合
は
、
コ
ピ
ー
を
し
て
く
だ
さ
い
。

上
記
※
の
土
地
に
つ
い
て
は
、
例
え
ば
「
雑
種
地

(農
地
整
備
事
業
で
農
地
に
地
目
変
換
予
定

)」
等
と
記
載

上
記
※
の
土
地
に
つ
い
て
は
、
例
え
ば
「
農
地
中
間
管
理
機
構
関
連
農
地
整
備
事
業
実
施
予
定
」
と
記
載

(
※

農
地

中
間

管
理

機
構

関
連

農
地

整
備

事
業

を
契

機
に

現
況

非
農

用
地

を
農

地
へ

地
目

変
換

す
る

予
定

の
土

地
も

記
載

）
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 農
用

地
等

マ
ッ

チ
ン

グ
計

画
書

（
区

域
一

括
タ

イ
プ

）

１
　

区
域

市
町

名
募

集
区

域
名

区
域

名
：

地
区

名
：

 
地

区
 

地
区

 
プ

ラ
ン

策
定

年
月

 

２
　

貸
付

希
望

農
用

地
等

の
状

況
（

一
団

の
ま

と
ま

り
の

あ
る

農
地

※
を

筆
毎

に
記

載
す

る
こ

と
。

）
※

隣
接

し
て

い
る

農
地

又
は

農
業

用
機

械
の

作
業

で
効

率
的

に
稼

働
で

き
る

位
置

関
係

に
あ

る
一

団
の

農
地

㎡
㎡

田
・

畑
年

有
無

円
円

賦
課

金
名

金
額

説
明

者
内

諾
日

小
作

権
の

設
定

有
無

小
作

権
者

の
解

約
の

内
諾

日

1
○

○
市

○
○

H
3
0
.
3
.
2
0

×
-

2
○

○
○

○
（

地
区

農
会

長
）

 
H
3
0
.
3
.
2
0

○
 

H
3
0
.
3
.
1
8

3
様

式
第

７
号

の
提

出
 

H
3
0
.
3
.
1
5

×
 

-

4 5 6 7 8 9 1
0

1
1

1
2

1
3

使
用

貸
借

㎡
（

h
a
）

一
時

利
用

地
面

　
積

0
田

0
筆

0
.
0
0

新
規

集
積

面
積

畑
0
筆

0
.
0
0

所
有

者
数

名
合

計
0
筆

0
.
0
0

必
要

に
よ

り
欄

を
増

や
す

こ
と

中
間

管
理

権
の

設
定

に
関

す
る

内
諾

状
況

住
　

　
　

所

人
・

農
地

プ
ラ

ン
名

：
 

氏
　

　
名

希
望

賃
料

賦
課

金
の

支
払

い
※

現
在

の
作

付
作

物

希
望

年
数

賃
料

賃
料

単
価

水
張

面
積

現
況

地
目

ほ
場

整
備

の
状

況
市

町
名

大
字

小
字

地
番

取
扱

面
積

様
式
第
9
号
　
機
構
関
連
事
業
版

耕
作
内
容

耕
作

予
定

者
等

氏
名

住
所

予
定

作
物

（
ま

た
は

保
全

管
理

）

作
付

予
定

等 作
業

内
容

番
号

農
用

地
等

の
状

況
貸

付
希

望
条

件

・
必
ず
し
も
個
別
面
談
確
認
で
あ
る
必
要
は
な
い
が
、
本
表
氏
名
の
方
に
対
し
て
確
認
す
る
こ
と
。

・
全
体
説
明
会
で
内
諾
を
得
る
場
合
は
、
本
表
氏
名
の
方
が
参
加
し
て
い
る
こ
と
を
確
認
す
る
と

と
も
に
、
説
明
だ
け
で
終
わ
ら
ず
に
「
中
間
管
理
権
の
設
定
に
つ
い
て
内
諾
出
来
な
い
者
は

○
○
ま
で
に
○
○
へ
申
し
出
て
く
だ
さ
い
。
」
「
同
意
頂
い
た
方
は
内
諾
日
を
記
載
し
た
後
お
帰
り

く
だ
さ
い
」
な
ど
説
明
し
、
相
手
方
の
意
思
を
確
認
す
る
。
（
上
記
内
容
の
議
事
録
を
残
す
）

※
様
式
第
７
号
＝
農
地
中
間
管
理
事
業
貸
付
希
望

農
用
地
等
登
録
申
出
書
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 農
用

地
等

マ
ッ

チ
ン

グ
計

画
書

（
区

域
一

括
タ

イ
プ

）

１
　

区
域

市
町

名
募

集
区

域
名

区
域

名
：

地
区

名
：

 
地

区
 

プ
ラ

ン
策

定
　

　
　

年
月

：

２
　

貸
付

希
望

農
用

地
等

の
状

況
（

一
団

の
ま

と
ま

り
の

あ
る

農
地

※
を

筆
毎

に
記

載
す

る
こ

と
。

）
※

隣
接

し
て

い
る

農
地

又
は

農
業

用
機

械
の

作
業

で
効

率
的

に
稼

働
で

き
る

位
置

関
係

に
あ

る
一

団
の

農
地

㎡
㎡

田
・

畑
年

有
無

円
円

貸 付 先 が

担 い 手

貸 付 先 が

非 担 い 手

        

合
　

計
(
㎡

)
（

h
a
）

面
　

積
田

筆

新
規

集
積

面
積

畑
筆

所
有

者
数

合
計

筆
0
.
0
0

必
要

に
よ

り
欄

を
増

や
す

こ
と

様
式
第
9
号

非 担 い 手

基 本 構 想

水 準 達 成 者

認 定 新 規 就 農 者

認 定 農 業 者

（ 個 人 、 法 人 ）

住
　

　
　

所

人
・

農
地

　
　

プ
ラ

ン
名

：

貸
付

先

貸
付

（
特

定
農

作
業

受
委

託
を

含
む

）

機
構

へ
の

貸
付

け
前

の
状

況

担
い

手
区

分

番
号

農
用

地
等

の
状

況
貸

付
希

望
条

件

氏
　

　
名

現
在

の
作

付
作

物

希
望

年
数

賃
料

現
況

地
目

ほ
場

整
備

の
状

況

希
望

賃
料

市
町

名
大

字
小

字
地

番

取
扱

面
積

水
張

面
積

賃
料

単
価

新 規 集 積 面 積

担 い 手

非 担 い 手

出
し

手
（

地
権

者
の

状
況

）

自 作 地

マ ッ チ ン グ 類 別
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 ３
　

借
受

希
望

者
の

状
況

現
在

目
標

希
望

地
区

※

※
借

受
希

望
者

が
応

募
区

域
内

で
具

体
的

に
営

農
を

希
望

す
る

地
区

が
あ

る
場

合
に

記
載

す
る

。
な

お
、

こ
の

場
合

、
希

望
地

区
が

当
該

地
区

と
異

な
る

と
き

は
、

マ
ッ

チ
ン

グ
の

対
象

か
ら

外
す

こ
と

が
で

き
る

。

４
　

マ
ッ

チ
ン

グ
※

別
記

「
貸

付
先

決
定

ル
ー

ル
」

の
Ａ

、
Ｂ

の
中

か
ら

該
当

す
る

類
別

を
選

ぶ
こ

と
※

該
当

す
る

項
目

に
○

を
入

れ
る

こ
と

項
目

１
項

目
２

項
目

１
項

目
２

５
　

マ
ッ

チ
ン

グ
で

○
と

し
た

理
由

（
マ

ッ
チ

ン
グ

で
○

と
し

た
項

目
す

べ
て

に
つ

い
て

記
載

す
る

こ
と

。
た

だ
し

、
「

当
該

農
用

地
等

が
現

在
経

営
し

て
い

る
農

用
地

等
か

ら
近

い
こ

と
」

の
項

目
は

時
間

、
距

離
な

ど
具

体
的

な
内

容
を

記
載

す
る

こ
と

　
　

ま
た

、
賃

貸
借

の
場

合
は

、
賃

料
設

定
の

考
え

方
を

記
載

）

現
在

の
経

営
形

態
(
区

分
(
1
)
)

農
用

地
等

の
種

別
面

積
(
h
a
)

作
付

予
定

作
物

氏
名

又
は

名
称

住
所

当
該

地
区

で
の

人
・

農
地

プ
ラ

ン
の

中
心

経
営

体
の

当
該

地
区

内
の

経
営

体

新
規

就
農

（
参

入
）

経
営

面
積

(
h
a
)

当
該

地
区

の
希

望
状

況
ほ

場
整

備
の

状
況

借
受

希
望

す
る

農
用

地
等

の
概

要
借

受
希

望
期

間
借

受
希

望
申

込
時

期

マ
ッ

チ
ン

グ
類

別
※

氏
名

又
は

名
称

交
渉

順
位

Ａ
　

最
優

先
配

慮
事

項
Ｂ

　
優

先
配

慮
事

項

マ
ッ

チ
ン

グ
類

別
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●
●

●
（

）

●

h
a

h
a

●

●
○

○

様
式
第
1
0
号
(別
紙
)

内 訳

所
有

地
h
a

賃
貸

借

使
用
貸
借

合
　

計
［

予
定

作
物

］

栽
培

作
物

［
経

営
目

標
面

積
］

特
定

農
作

業
受

託
h
a

借
地

h
a

田

経
営

状
態

経
営

面
積

法
人

設
立

［
希

望
地

域
］

計

賃
料

期
間

筆
h
a

人

0
0
.
0
0

使
用
貸
借

賃
貸

借

畑現 況 地 目

筆
数

面
積

所
有

者
数

権
利

の
種

類

借
受

年
数

賃
料

予
定

期
間

氏
名

・
名

称
経

営
状

況
借

受
希

望
内

容
権

利
の

種
類

貸
付

予
定

年
数

A
 
人

･
農

地
プ

ラ
ン

実
行

型

　
担

い
手

集
積

･
集

約
型

B
 
近

接
農

地
集

約
型

　
地

域
農

業
貢

献
型

農
用
地
集
積
・
配
分
計
画

№

一 括 ・ 配 分 ・ 特 定

農 地 管 理 事 務 所

市
町

名

地
区

名

農
地

面
積

借
受

農
用

地
等

の
概

要
貸

付
予

定
者

の
概

要
人

・
農

地
プ

ラ
ン

策
定

年
月

中
心

経
営

体
〔

借
受

申
込

み
無

し
〕

選
定

理
由
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 様
式
第
１
１
－
１
号
（
所
有
者
→
農
地
バ
ン
ク
）
2
月
支
払

地
番

合
計

※
機

構
が

1
5
年

以
上

農
地

中
間

管
理

権
を

有
し

て
い

る
農

用
地

等
に

つ
い

て
は

、
土

地
改

良
法

(
昭

和
2
4
年

法
律

第
1
9
5
号

)
第

8
7
条

の
３

第
１

項
の

土
地

改
良

事
業

が
行

わ
れ

る
こ

と
が

あ
り

ま
す

。

こ
の

計
画

に
同

意
す

る
。

　
 
 
 
 

※
氏

名
及

び
代

表
者

職
氏

名
は

、
自

署
又

は
記

名
押

印
と

す
る

　
　

　
印

(
1
0
)
　

Ｆ
）

欄
は

、
（

Ｂ
）

欄
の

権
原

者
が

い
な

い
と

き
は

記
入

を
要

し
な

い
。

第
１

　
利

用
権

設
定

関
係

　
１

　
各

筆
明

細

 
利

用
権

の
設

定
を

受
け

る
者

の
 
氏

名
又

は
名

称
及

び
住

所
（

Ａ
）

（
氏

名
又

は
名

称
）

（
乙

）
公

益
社

団
法

人
ひ

ょ
う

ご
農

林
機

構
　

　
　

　
理

事
長

　
○

○
　

○
○

 
利

用
権

を
設

定
を

す
る

者
の

氏
名

又
は

名
称

及
び

住
所

（
Ｂ

）

〒
整

　
理

番
　

号
（

氏
名

又
は

名
称

）
（

甲
）

住
　

所

（
電

話
番

号
）

（
住

所
）

利
用

権
を

設
定

す
る

土
地

（
Ｃ

）
設

定
す

る
利

用
権

（
Ｄ

）
利

用
権

設
定

等
促

進
事

業
の

成
立

に
よ

り
成

立
す

る
利

用
権

の
設

定
等

に
係

る
当

事
者

間
の

法
律

関
係

　
　

　
（

Ｅ
）

 
 
 
利

用
権

を
設

定
す

る
土

地
の

(
Ｂ

）
以

外
の

権
原

者
等

（
Ｆ

）

所
　

　
　

　
在

現
況

地
目

面
　

積
　

　
　

㎡
利

用
権

の
種

類
内

容
大

字

権
原

の
種

類
同

意
印

字
始

期
在

続
期

間
（

終
期

）
借

賃
　

　
円

 
借

賃
の

支
払

方
法

住
所

氏
名

又
は

名
称

権
利

の
設

定
を

受
け

る
者

（
乙

）
住

　
　

　
所

（
同

上
）

公
益

社
団

法
人

ひ
ょ

う
ご

農
林

機
構

　
理

事
長

 
○

○
○

○

権
利

の
設

定
を

す
る

者
　

（
甲

）
住

　
　

　
所

（
同

上
）

(
２

)
（

Ｃ
）

欄
は

、
大

字
別

に
記

載
す

る
。

(
３

)
（

Ｃ
）

欄
の

「
面

積
」

は
土

地
登

記
簿

に
よ

る
も

の
と

し
、

土
地

登
記

簿
の

地
積

が
著

し
く

事
実

と
相

違
す

る
場

合
、

土
地

登
記

簿
の

面
積

が
な

い
場

合
及

び
土

地
改

良
事

業
に

よ
る

一
時

利
用

の
指

定
を

受
け

た
土

地
の

場
合

に
は

、
実

測
面

積
を

（
　

）
書

き
で

　
　

下
段

に
２

段
書

き
す

る
。

な
お

、
１

筆
の

一
部

に
つ

い
て

利
用

権
が

設
定

さ
れ

る
場

合
も

設
定

す
る

面
積

を
（

　
）

書
き

で
下

段
に

記
載

し
、

当
該

部
分

を
特

定
す

る
こ

と
の

で
き

る
図

面
を

添
付

す
る

と
と

も
に

、
備

考
欄

に
そ

の
旨

を
記

載
す

る
。

(
４

)
（

Ｄ
）

欄
の

「
利

用
権

の
種

類
」

は
、

「
賃

借
権

」
等

と
記

載
す

る
。

(
５

)
（

Ｄ
）

欄
の

「
内

容
」

は
、

利
用

権
の

設
定

に
よ

る
当

該
土

地
の

利
用

目
的

（
例

え
ば

水
田

と
し

て
利

用
、

普
通

畑
と

し
て

利
用

、
樹

園
地

と
し

て
利

用
、

農
業

用
施

設
用

地
（

畜
舎

）
と

し
て

利
用

等
）

を
記

載
す

る
。

(
６

)
（

Ｄ
）

欄
の

「
存

続
期

間
（

終
期

）
」

は
、

「
○

年
」

又
は

「
○

○
年

○
○

月
○

○
日

ま
で

」
と

記
載

す
る

。

利
用

権
を

設
定

す
る

者
以

外
の

者
で

利
用

権
を

設
定

す
る

土
地

に
つ

き

　
（

記
載

注
意

）
(
１

)
　

こ
の

各
筆

明
細

は
、

利
用

権
の

設
定

の
当

事
者

ご
と

に
別

葉
と

す
る

。
利

用
権

の
設

定
を

受
け

る
者

が
同

一
で

、
利

用
権

を
設

定
す

る
者

が
異

な
る

場
合

に
は

整
理

番
号

に
枝

番
を

付
し

て
整

理
す

る
。

所
有

権
そ

の
他

の
使

用
収

益
権

を
有

す
る

者
住

　
　

　
所

（
同

上
）

(
７

)
（

Ｄ
）

欄
の

「
借

賃
」

は
当

該
土

地
の

１
年

分
の

借
賃

（
期

間
借

地
の

場
合

に
は

、
利

用
期

間
に

係
る

年
分

の
借

賃
）

の
額

を
記

載
す

る
。

(
８

)
（

Ｄ
）

欄
の

「
借

賃
の

支
払

方
法

」
は

、
借

賃
の

支
払

期
限

と
、

支
払

方
法

（
例

え
ば

、
毎

年
○

月
○

○
日

ま
で

に
○

○
農

協
の

○
○

名
義

の
貯

金
口

座
に

振
り

込
む

等
）

を
記

載
す

る
。

(
９

)
（

Ｅ
）

欄
は

、
（

Ｄ
）

欄
の

「
利

用
権

の
種

類
」

に
対

応
し

て
「

賃
貸

借
」

等
と

記
載

す
る

。

備
考
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(
1
0
) ア

 
　 　

イ

　
ウ

　
(
1
1
) ア

 　
イ

 　

ウ

　
(
1
2
) ア イ ウ エ

(
1
3
)

ア
(
1
4
)

　 イ
(
1
5
)

　

 (
1
6
)

 (
1
7
)

　 (
1
8
)

　
　 (
1
9
)

　

－
－

－

別
表

２
　

土
地

改
良

区
の

賦
課

金
等

に
係

る
特

約
事

項

－
－

　
　

３
　

賃
借

権
の

設
定

等
を

受
け

る
者

の
農

業
経

営
の

状
況

等
 
(
略

)
 
　

　
　

　
　

(
※

記
載

不
要

）

(
3
)
 
 
借

賃
の

支
払

方
法

　
本

計
画

を
定

め
た

後
、

借
賃

の
改

訂
に

当
た

っ
て

は
、

農
地

法
第

5
2
 
条

の
農

業
委

員
会

が
提

供
す

る
借

賃
の

動
向

や
地

域
関

係
者

に
よ

る
協

議
結

果
等

を
勘

案
し

て
、

甲
、

乙
が

協
議

し
て

定
め

る
額

に
改

訂
す

る
。

(
7
)
 
借

賃
の

減
額

(
6
)
 
 
転

貸

(
8
)
 
 
境

界
の

明
示

－

備
　

　
　

考

－

賦
課

金
等

の
種

類
負

担
区

分
の

内
容

（
円

）
備

　
　

　
　

　
考

別
表

１
　

修
繕

費
及

び
改

良
費

の
負

担
に

係
る

特
約

事
項

 
 
 

修
繕

又
は

改
良

の
工

事
名

甲
及

び
乙

並
び

に
転

借
人

の
費

用
に

関
す

る
支

払
区

分
の

内
容

乙
及

び
転

借
人

の
支

払
額

に
つ

い
て

甲
の

償
還

す
べ

き
額

及
び

方
法

(
9
)
 
 
障

害
の

除
去

等

 
本

計
画

に
定

め
の

な
い

事
項

及
び

本
計

画
に

疑
義

が
生

じ
た

と
き

は
、

甲
、

乙
及

び
市

町
が

協
議

し
て

定
め

る
。

　
乙

が
当

該
土

地
を

、
様

式
第

1
1
-
2
号

(
農

地
バ

ン
ク

→
借

受
者

(
担

い
手

)
)
及

び
様

式
1
3
号

（
農

用
地

利
用

配
分

計
画

）
に

記
載

の
当

該
転

借
人

に
使

用
及

び
収

益
さ

せ
る

こ
と

に
つ

い
て

、
甲

は
同

意
す

る
。

　
利

用
権

の
目

的
物

が
農

地
で

あ
る

場
合

で
、

目
的

物
の

転
借

人
か

ら
乙

に
対

し
て

農
地

法
第

2
0
条

又
は

民
法

第
6
0
9
条

の
規

定
に

基
づ

く
借

賃
の

減
額

請
求

が
あ

り
、

乙
が

当
該

借
賃

を
減

額
す

る
場

合
に

は
、

乙
は

甲
に

対
し

て
、

借
賃

の
減

額
を

請
求

す
る

こ
と

が
で

き
る

。
減

額
さ

れ
る

べ
き

額
は

、
甲

及
び

乙
が

協
議

し
て

定
め

る
。

　
目

的
物

の
一

部
が

滅
失

そ
の

他
の

事
由

に
よ

り
使

用
及

び
収

益
を

す
る

こ
と

が
で

き
な

く
な

っ
た

場
合

で
、

乙
又

は
転

借
人

の
責

め
に

帰
す

る
こ

と
が

で
き

な
い

事
由

に
よ

る
と

き
は

、
賃

料
は

そ
の

使
用

及
び

収
益

を
す

る
こ

と
が

で
き

な
く

な
っ

た
部

分
の

割
合

に
応

じ
て

減
額

さ
れ

、
目

的
物

が
使

用
及

び
収

益
を

す
る

こ
と

が
可

能
と

な
っ

た
と

き
は

減
額

前
の

賃
料

に
戻

る
。

な
お

、
賃

料
の

減
額

の
時

期
及

び
減

額
前

の
賃

料
に

戻
る

時
期

並
び

に
減

額
の

割
合

に
つ

い
て

は
、

作
物

の
作

付
・

収
穫

の
状

況
を

踏
ま

え
て

甲
及

び
乙

が
協

議
し

て
定

め
る

。

　
甲

は
、

当
該

土
地

に
設

定
す

る
利

用
権

の
始

期
ま

で
に

、
自

己
の

費
用

を
も

っ
て

現
地

に
お

い
て

隣
地

と
の

境
界

を
明

示
す

る
。

　
甲

は
、

地
下

埋
設

物
、

土
壌

汚
染

、
軟

弱
地

盤
等

、
農

地
と

し
て

の
利

用
に

支
障

を
き

た
す

も
の

を
除

去
し

た
う

え
乙

に
引

き
渡

す
と

と
も

に
、

利
用

権
の

存
続

期
間

中
に

お
い

て
は

、
利

用
権

の
行

使
の

妨
げ

と
な

る
行

為
を

行
っ

て
は

な
ら

な
い

。

(
2
)
 
 
借

賃
の

増
減

額
請

求

　
１

の
各

筆
明

細
に

記
載

さ
れ

た
土

地
(
以

下
「

当
該

土
地

」
と

い
う

。
)
の

利
用

権
は

、
こ

の
本

計
画

の
公

告
に

よ
り

設
定

さ
れ

る
。

　
利

用
権

を
設

定
す

る
者

(
以

下
「

甲
」

と
い

う
。

)
及

び
利

用
権

の
設

定
を

受
け

る
者

(
以

下
「

乙
」

と
い

う
。

)
は

、
当

該
土

地
の

１
の

各
筆

明
細

に
記

載
さ

れ
た

面
積

と
実

測
面

積
と

の
間

に
差

異
が

あ
っ

て
も

、
異

義
を

述
べ

ず
、

ま
た

、
借

賃
の

増
減

を
請

求
し

な
い

。
　

修
繕

費
又

は
改

良
費

の
負

担
及

び
償

還
は

、
別

表
１

に
定

め
た

も
の

を
除

き
、

民
法

、
土

地
改

良
法

等
の

法
令

に
従

う
。

(
1
)
　

利
用

権
の

設
定

 
 
 
２

　
共

通
事

項
 
修

繕
及

び
改

良
　

こ
の

農
用

地
利

用
集

積
計

画
（

以
下

「
本

計
画

」
と

い
う

。
）

の
定

め
る

と
こ

ろ
に

よ
り

設
定

さ
れ

る
利

用
権

は
、

１
の

各
筆

明
細

に
定

め
る

も
の

の
ほ

か
、

次
に

定
め

る
と

こ
ろ

に
よ

る
。

　
甲

は
、

乙
及

び
転

借
人

の
責

に
帰

す
べ

き
事

由
に

よ
ら

な
い

で
生

じ
た

当
該

土
地

の
損

耗
に

つ
い

て
、

自
ら

の
費

用
と

責
任

に
お

い
て

当
該

土
地

を
修

繕
す

る
。

た
だ

し
、

緊
急

を
要

す
る

と
き

そ
の

他
甲

に
お

い
て

修
繕

す
る

こ
と

が
で

き
な

い
場

合
で

甲
の

同
意

を
得

た
と

き
は

、
乙

が
修

繕
し

又
は

転
借

人
に

修
繕

さ
せ

る
こ

と
が

で
き

る
。

こ
の

場
合

に
お

い
て

、
乙

又
は

転
借

人
が

修
繕

の
費

用
を

支
出

し
た

と
き

は
、

甲
に

対
し

て
、

そ
の

費
用

の
償

還
を

請
求

す
る

こ
と

が
で

き
る

。
　

乙
は

、
甲

の
同

意
を

得
て

当
該

土
地

の
改

良
を

行
い

又
は

転
借

人
に

改
良

を
行

わ
せ

る
こ

と
が

で
き

る
。

た
だ

し
、

そ
の

改
良

が
軽

微
で

あ
る

場
合

に
は

甲
の

同
意

を
要

し
な

い
。

付
属

物
の

設
置

等

　
甲

は
、

乙
が

災
害

そ
の

他
や

む
を

得
な

い
事

由
の

た
め

、
１

の
各

筆
明

細
に

記
載

さ
れ

た
借

賃
の

支
払

期
限

ま
で

に
借

賃
の

支
払

を
す

る
こ

と
が

で
き

な
い

場
合

に
は

、
相

当
と

認
め

ら
れ

る
期

日
ま

で
そ

の
支

払
を

猶
予

す
る

。

(
5
)
 
 
借

賃
の

支
払

猶
予

(
4
)
 
 
借

賃
の

改
訂

　
乙

は
、

毎
年

度
２

月
中

に
、

甲
の

指
定

口
座

に
当

該
年

度
の

借
賃

年
額

（
４

月
１

日
～

３
月

３
１

日
）

を
振

り
込

む
。

年
度

途
中

か
ら

の
借

受
け

に
よ

り
借

賃
の

対
象

期
間

が
１

年
未

満
の

場
合

は
、

借
賃

年
額

の
対

象
期

間
の

日
数

を
３

６
５

で
除

し
た

率
を

乗
じ

、
円

未
満

は
切

り
捨

て
た

額
と

す
る

。
　

た
だ

し
、

１
月

か
ら

３
月

の
間

に
利

用
権

を
設

定
し

た
場

合
、

初
年

度
分

の
借

賃
は

翌
年

度
２

月
中

に
翌

年
度

分
の

借
賃

と
合

わ
せ

て
振

り
込

む
。

　
な

お
、

甲
又

は
そ

の
指

定
口

座
等

に
異

動
が

あ
っ

た
場

合
は

、
乙

に
届

け
出

る
も

の
と

す
る

。

　
利
用
権
の
存
続
期
間
が
終
了
し
た
と
き
は
、
乙

は
、
そ
の
終
了
の
日
か
ら
３
０
日
以
内
に
、
甲
に
対
し
て
、
当
該
土
地
を
原
状
に
回
復
し
て
返
還
す
る
(
付
属
物
の
取
り

扱
い
に
つ
い
て
は
(
1
1
)
に
よ
る
)
。
た
だ
し
、
災
害
そ
の
他
の
不
可
抗
力
、
修
繕
若
し
く
は
改
良
行
為
又
は
当
該
土
地
の
通
常
の
理
由
 
に
よ
っ
て
生
じ
た
形
質
の
変
更
に
つ

い
て
は
、
乙
は
、
原
状
回
復
の
義
務
を
負
わ
な
い

。

利
用

権
に

関
す

る
事

項
の

変
更

の
禁

止
　
甲
及
び
乙
は
、
本
計
画
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ

り
設
定
さ
れ
る
利
用
権
に
関
す
る
事
項
は
変
更
し
な
い
も
の
と
す
る
。
た
だ
し
、
甲
、
乙
及
び
市
町
が
協
議
の
う
え
、
真

に
や
む
を
得
な
い
と
認
め
ら
れ
る
場
合
は
、
こ
の

限
り
で
な
い
。

利
用

権
取

得
者

の
責

務
　

乙
は

、
転

借
人

に
対

し
、

本
計

画
に

定
め

る
と

こ
ろ

に
従

い
、

当
該

土
地

を
効

率
的

か
つ

適
正

に
利

用
す

る
よ

う
指

導
す

る
も

の
と

す
る

。

　
乙

が
1
5
年

以
上

の
借

受
期

間
を

設
定

し
た

農
用

地
等

に
つ

い
て

は
、

土
地

改
良

法
(
昭

和
2
4
年

法
律

第
1
9
5
号

)
第

8
7
条

の
３

第
１

項
の

土
地

改
良

事
業

が
行

わ
れ

る
こ

と
が

あ
る

。
そ

の
他

　
乙

が
、

当
該

土
地

に
果

樹
等

の
永

年
性

作
物

、
ハ

ウ
ス

等
の

農
業

用
施

設
（

以
下

「
附

属
物

」
と

い
う

。
）

の
設

置
を

行
う

場
合

に
は

、
乙

は
市

町
村

及
び

農
業

委
員

会
に

事
前

に
相

談
を

行
い

、
甲

の
同

意
を

得
る

。
　

ま
た

、
乙

が
附

属
物

の
設

置
を

し
た

場
合

に
お

い
て

、
賃

貸
借

又
は

使
用

貸
借

が
終

了
し

た
と

き
は

、
当

該
附

属
物

を
収

去
す

る
義

務
を

負
う

。

　
ア
及
び
イ
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
甲
が
附
属

物
を
収
去
し
な
い
こ
と
に
同
意
し
て
い
る
と
き
に
限
り
、
乙
及
び
転
借
人
は
収
去
の
義
務
を
負
わ
な
い
。
こ
の
場
合
、
乙

及
び
転
借
人
が
支
出
し
た
費
用
に
つ
い
て
は
、
甲

が
費
用
償
還
に
同
意
し
て
い
る
場
合
に
限
り
、
乙
及
び
転
借
人
は
甲
に
対
し
て
償
還
の
請
求
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

租
税

公
課

等
の

負
担

　
そ

の
他

当
該

土
地

の
通

常
の

維
持

管
理

に
要

す
る

経
費

は
、

転
借

人
が

負
担

す
る

。
賃

貸
借

又
は

使
用

貸
借

の
解

除
　

乙
は

、
農

地
中

間
管

理
事

業
の

推
進

に
関

す
る

法
律

第
2
0
条

第
1
号

又
は

第
2
号

に
該

当
す

る
と

き
は

、
知

事
の

承
認

を
受

け
て

、
利

用
権

に
係

る
賃

貸
借

又
は

使
用

貸
借

を
解

除
す

る
こ

と
が

で
き

る
。

利
用

権
の

終
了

　
天
災
地
変
そ
の
他
、
甲
及
び
乙
並
び
に
転
借
人

の
責
に
帰
す
べ
か
ら
ざ
る
理
由
に
よ
り
当
該
土
地
の
全
部
が
滅
失
そ
の
他
の
事
由
に
よ
り
使
用
及
び
収
益
を
す
る
こ
と
が

で
き
な
く
な
っ
た
場
合
に
は
、
本
計
画
の
定
め
る

と
こ
ろ
に
よ
り
設
定
さ
れ
た
利
用
権
は
終
了
す
る
。

当
該

土
地

の
返

還

　
転

借
人

が
当

該
土

地
に

附
属

物
の

設
置

を
行

う
こ

と
に

つ
い

て
、

乙
が

同
意

し
よ

う
と

す
る

場
合

に
は

、
乙

は
事

前
に

設
置

に
つ

い
て

甲
の

同
意

を
得

る
。

　
ま

た
、

転
借

人
が

甲
及

び
乙

の
同

意
を

得
て

附
属

物
を

設
置

し
た

場
合

に
お

い
て

、
賃

貸
借

又
は

使
用

貸
借

が
終

了
し

た
と

き
は

、
転

借
人

は
甲

に
対

し
て

直
接

当
該

附
属

物
を

収
去

す
る

義
務

を
負

い
、

乙
は

甲
に

対
し

て
収

去
の

義
務

を
負

わ
な

い
。

農
地

中
間

管
理

機
構

関
連

農
地

整
備

事
業

の
実

施

　
甲

は
、

当
該

土
地

に
係

る
固

定
資

産
税

そ
の

他
の

租
税

を
負

担
す

る
。

　
当

該
土

地
に

係
る

農
業

保
険

法
に

基
づ

く
共

済
掛

金
及

び
賦

課
金

は
、

転
借

人
が

負
担

す
る

。
　

当
該

土
地

に
係

る
土

地
改

良
区

の
賦

課
金

等
は

、
別

表
２

に
定

め
る

と
こ

ろ
に

よ
る

ほ
か

は
、

甲
が

負
担

す
る

。
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 様
式
第
13
号

地
区

第
　

　
　

号

 
農

地
中

間
管

理
事

業
の

推
進

に
関

す
る

法
律

（
平

成
2
5
年

法
律

第
1
0
1
号

）
第

1
8
条

第
1
項

の
規

定
に

よ
り

、

農
用

地
利

用
配

分
計

画
を

定
め

る
。

令
和

年
月

日

印
理

事
長

　
　

　
　

　
　

　
　

令
和

　
　

年
度

公
益

社
団

法
人

ひ
ょ

う
ご

農
林

機
構
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第
１

　
賃

借
権

又
は

使
用

貸
借

に
よ

る
権

利
の

設
定

関
係

　
１

　
各

筆
明

細
 

 
※

機
構

が
1
5
年

以
上

農
地

中
間

管
理

権
を

有
し

て
い

る
農

用
地

等
に

つ
い

て
は

、
土

地
改

良
法

(
昭

和
2
4
年

法
律

第
1
9
5
号

)
第

8
7
条

の
３

第
１

項
の

土
地

改
良

事
業

が
行

わ
れ

る
こ

と
が

あ
り

ま
す

。

こ
の

計
画

に
同

意
す

る
。

※
氏

名
及

び
代

表
者

職
氏

名
は

、
自

署
又

は
記

名
押

印
と

す
る

権
利

の
設

定
を

受
け

る
者

住
　

所

氏
　

名

（
１

）
こ

の
各

筆
明

細
は

、
権

利
の

設
定

を
受

け
る

者
ご

と
に

別
葉

と
す

る
。

（
２

）
（

Ｂ
）

欄
は

、
市

町
大

字
別

に
記

載
す

る
。

（
３

）

（
４

）
（

Ｃ
）

欄
の

「
種

類
」

は
、

「
賃

借
権

」
又

は
「

使
用

貸
借

権
」

の
い

ず
れ

か
を

記
載

す
る

。

（
５

）

（
６

）
（

Ｃ
）

欄
の

「
存

続
期

間
（

終
期

）
」

は
、

「
○

年
」

又
は

「
○

○
年

○
○

月
○

○
日

（
始

期
）

か
ら

○
○

年
○

○
月

○
○

日
ま

で
」

と
記

載
す

る
。

（
７

）
（

Ｃ
）

欄
の

「
借

賃
」

は
、

設
定

又
は

移
転

を
受

け
る

権
利

が
賃

借
権

で
あ

る
場

合
に

、
当

該
土

地
の

１
年

分
の

借
賃

の
額

を
記

載
す

る
。

（
８

）

（
記

載
注

意
）

面
積

合
計

㎡
借

賃
額

合
計

（
Ｃ

）
欄

の
「

借
賃

の
支

払
方

法
」

は
、

借
賃

の
支

払
期

限
と

支
払

方
法

（
例

え
ば

、
毎

年
○

月
○

○
日

ま
で

に
○

○
（

金
融

機
関

名
）

の
○

○
名

義
の

貯
金

口
座

に
振

り
込

む
等

）
を

記
載

す
る

。

（
Ｂ

）
欄

の
「

面
積

」
は

土
地

登
記

簿
に

よ
る

も
の

と
し

、
土

地
登

記
簿

の
地

積
が

著
し

く
事

実
と

相
違

す
る

場
合

、
土

地
登

記
簿

の
面

積
が

な
い

場
合

及
び

土
地

改
良

事
業

に
よ

る
一

時
利

用
の

指
定

を
受

け
た

土
地

の
場

合
に

は
、

実
測

面
積

を
（

　
）

書
き

で
下

段
に

２
段

書
き

す
る

。
な

お
、

１
筆

の
一

部
に

つ
い

て
利

用
権

が
設

定
さ

れ
る

場
合

も
設

定
す

る
面

積
を

（
　

）
書

き
で

下
段

に
記

載
し

、
当

該
部

分
を

特
定

す
る

こ
と

の
で

き
る

図
面

を
添

付
す

る
と

と
も

に
、

備
考

欄
に

そ
の

旨
を

記
載

す
る

。

同
上

（
Ｃ

）
欄

の
「

内
容

」
は

、
賃

借
権

の
設

定
等

に
よ

る
当

該
土

地
の

利
用

目
的

（
例

え
ば

水
田

と
し

て
利

用
、

普
通

畑
と

し
て

利
用

、
樹

園
地

と
し

て
利

用
、

農
業

用
施

設
用

地
（

畜
舎

）
と

し
て

利
用

等
）

を
記

載
す

る
。

借
賃

の
支

払
方

法
市

町
大

字
字

始
期

存
続

期
間

（
終

期
）

現
況

地
目

面
積

㎡

〒

権
利

を
設

定
す

る
土

地
　

　
　

（
Ｂ

）
設

定
す

る
権

利
　

　
　

（
Ｃ

）

借
受

希
望

に
応

募
し

た
結

果
の

公
表

番
号

等

所
　

　
　

　
在

権
利

の
設

定
を

受
け

る
者

の
氏

名
又

は
名

称
及

び
住

所
（

Ａ
）

整
　

理
番

　
号

地
番

（
氏

名
又

は
名

称
）

備
　

考
借

賃
　

　
　

円

（
住

所
）

利
用

権
の

種
類

内
容
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イ
　

当
該

土
地

に
係

る
農

業
災

害
補

償
法

に
基

づ
く

共
済

掛
金

及
び

賦
課

金
は

、
乙

が
負

担

賃
借

権
の

設
定

等
の

条
件

ウ
　

付
属

物
の

設
置

等

ア

ア イ ウ
　

農
地

法
第

6
条

の
2
第

2
項

第
2
号

の
規

定
に

よ
る

通
知

を
受

け
た

と
き

。
イ

エ
　

正
当

な
理

由
な

く
賃

料
を

支
払

わ
な

い
と

き
そ

の
他

信
義

に
反

し
た

行
為

を
し

た
と

き
。

オ
　

そ
の

他
民

法
及

び
関

連
法

規
に

定
め

る
解

除
事

由
に

該
当

し
た

と
き

。

借
賃

の
支

払
猶

予

租
税

公
課

等
の

負
担

ア
　

当
該

土
地

に
対

す
る

固
定

資
産

税
そ

の
他

の
租

税
は

、
土

地
所

有
者

が
負

担
す

る
。

イ
　

当
該

土
地

に
係

る
農

業
保

険
法

に
基

づ
く

共
済

掛
金

及
び

賦
課

金
は

、
乙

が
負

担
す

る
。

ウ

借
賃

の
支

払
方

法
エ

　
そ

の
他

当
該

土
地

の
通

常
の

維
持

管
理

に
要

す
る

経
費

は
、

乙
が

負
担

す
る

。

賃
貸

借
又

は
使

用
貸

借
の

終
了

(
1
3
)

目
的

物
の

返
還

（
５

）
借

賃
の

改
訂

遅
延

損
害

金
(
1
4
)

賃
借

権
又

は
使

用
貸

借
に

よ
る

権
利

に
関

す
る

事
項

の
変

更
の

禁
止

ア イ
　

遅
延

損
害

金
は

、
借

賃
の

額
に

対
し

、
年

1
0
.
7
5
パ

ー
セ

ン
ト

の
割

合
で

計
算

し
て

得
た

額
と

す
る

。

借
賃

の
減

額
(
1
5
)

権
利

取
得

者
の

責
務

ア
ア イ

イ

(
1
6
)

農
地

中
間

管
理

機
構

関
連

農
地

整
備

事
業

に
つ

い
て

(
1
7
)

そ
の

他

転
貸

又
は

譲
渡

　
乙

は
、

当
該

土
地

に
つ

い
て

転
貸

し
、

又
は

設
定

若
し

く
は

移
転

さ
れ

た
権

利
を

譲
渡

し
て

は
な

ら
な

い
。

修
繕

及
び

改
良

ア

　
乙

は
、

甲
か

ら
農

地
中

間
管

理
事

業
の

推
進

に
関

す
る

法
律

第
2
1
条

第
1
項

の
規

定
に

よ
り

、
当

該
土

地
の

利
用

の

状
況

の
報

告
を

求
め

ら
れ

た
場

合
に

は
、

甲
に

報
告

し
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

　
目

的
物

の
一

部
が

滅
失

そ
の

他
の

事
由

に
よ

り
使

用
及

び
収

益
を

す
る

こ
と

が
で

き
な

く
な

っ
た

場
合

で
、

乙
の

責

め
に

帰
す

る
こ

と
が

で
き

な
い

事
由

に
よ

る
と

き
は

、
賃

料
は

そ
の

使
用

及
び

収
益

を
す

る
こ

と
が

で
き

な
く

な
っ

た

部
分

の
割

合
に

応
じ

て
減

額
さ

れ
、

目
的

物
が

使
用

及
び

収
益

を
す

る
こ

と
が

可
能

と
な

っ
た

と
き

は
減

額
前

の
賃

料

に
戻

る
。

な
お

、
賃

料
の

減
額

の
時

期
及

び
減

額
前

の
賃

料
に

戻
る

時
期

に
つ

い
て

は
、

作
物

の
作

付
・

収
穫

の
状

況

を
踏

ま
え

て
甲

及
び

乙
が

協
議

し
て

定
め

る
。

　
乙

は
、

農
地

中
間

管
理

機
構

関
連

農
地

整
備

事
業

が
実

施
さ

れ
た

農
用

地
等

を
目

的
外

用
途

に
使

用
等

し
た

場
合

、
特

別
徴

収
金

（
工

事
に

要
し

た
費

用
の

全
部

）
を

徴
収

さ
れ

る
こ

と
が

あ
る

。

　
本

計
画

に
定

め
の

な
い

事
項

及
び

本
計

画
に

関
し

疑
義

が
生

じ
た

と
き

は
、

甲
、

乙
及

び
兵

庫
県

が
協

議
し

て
定

め

る
。

（
８

）

（
９

）

　
甲

は
、

乙
の

責
に

帰
す

べ
き

事
由

に
よ

ら
な

い
で

生
じ

た
当

該
土

地
の

損
耗

に
つ

い
て

、
自

ら
の

費
用

と
責

任
に

お

い
て

当
該

土
地

を
修

繕
す

る
。

た
だ

し
、

緊
急

を
要

す
る

と
き

そ
の

他
甲

に
お

い
て

修
繕

す
る

こ
と

が
で

き
な

い
場

合

で
甲

の
同

意
を

得
た

と
き

は
、

乙
が

修
繕

す
る

こ
と

が
で

き
る

。
こ

の
場

合
に

お
い

て
、

乙
が

修
繕

の
費

用
を

支
出

し

た
と

き
は

、
甲

に
対

し
て

、
そ

の
費

用
の

償
還

を
請

求
す

る
こ

と
が

で
き

る
。

　
甲

は
、

乙
が

災
害

そ
の

他
や

む
を

得
な

い
事

由
の

た
め

、
借

賃
の

支
払

期
限

ま
で

に
借

賃
の

支
払

を
す

る
こ

と
が

で
き

な
い

場
合

に
は

、
相

当
と

認
め

ら
れ

る
期

日
ま

で
そ

の
支

払
を

猶
予

す
る

。

　
当

該
土

地
に

係
る

土
地

改
良

区
の

賦
課

金
等

は
土

地
所

有
者

が
負

担
す

る
も

の
と

す
る

が
、

土
地

所
有

者
の

負
担

と

し
な

い
場

合
は

、
別

表
２

に
定

め
る

と
こ

ろ
に

よ
る

。

（
３

）
借

賃
の

増
減

額
請

求

　
甲

及
び

乙
は

、
当

該
土

地
の

１
の

各
筆

明
細

に
記

載
さ

れ
た

面
積

と
実

測
面

積
と

の
間

に
差

異
が

あ
っ

て
も

、
異

議
を

述
べ

ず
、

ま
た

、
借

賃
の

増
減

を
請

求
し

な
い

。

(
1
2
)

（
４

）

　
天

災
地

変
そ

の
他

、
甲

及
び

乙
並

び
に

土
地

所
有

者
の

責
に

帰
す

べ
か

ら
ざ

る
理

由
に

よ
り

当
該

土
地

の
全

部
が

滅
失

そ
の

他
の

事
由

に
よ

り
使

用
及

び
収

益
を

す
る

こ
と

が
で

き
な

く
な

っ
た

場
合

に
は

、
当

該
土

地
に

係
る

賃
貸

借
又

は
使

用
貸

借
は

終
了

す
る

。

　
　

乙
は

、
毎

年
度

１
月

末
日

ま
で

に
甲

か
ら

の
請

求
に

基
づ

き
、

そ
の

指
定

口
座

に
当

該
年

度
の

借
賃

年
額

（
４

月
１

日
～

３
月

３
１

日
）

を
振

り
込

む
。

年
度

途
中

か
ら

の
貸

付
け

に
よ

り
賃

料
の

対
象

期
間

が
１

年
未

満
の

場
合

は
、

借
賃

年
額

に
対

象
期

間
の

日
数

を
３

６
５

で
除

し
た

率
を

乗
じ

、
円

未
満

は
切

り
捨

て
た

額
と

す
る

。
た

だ
し

、
１

月
か

ら
３

月
の

間
に

権
利

の
設

定
を

受
け

る
者

は
、

翌
年

度
１

月
末

日
ま

で
に

当
該

年
度

分
と

翌
年

度
分

の
借

賃
を

振
り

込
む

も
の

と
す

る
。

　
賃

貸
借

又
は

使
用

貸
借

が
終

了
し

た
と

き
は

、
乙

は
、

そ
の

終
了

の
日

か
ら

3
0
日

以
内

に
、

甲
に

対
し

て
、

当
該

土
地

を
原

状
に

回
復

し
て

返
還

す
る

(
付

属
物

の
取

扱
い

に
つ

い
て

は
(
1
0
)
に

よ
る

。
)
。

た
だ

し
、

災
害

そ
の

他
の

不
可

抗

力
、

修
繕

若
し

く
は

改
良

行
為

又
は

当
該

土
地

の
通

常
の

利
用

に
よ

っ
て

生
ず

る
形

質
の

変
更

に
つ

い
て

は
、

乙
は

、
原

状
回

復
の

義
務

を
負

わ
な

い
。

　
本

計
画

を
定

め
た

後
、

借
賃

の
改

訂
に

当
た

っ
て

は
、

農
地

法
第

5
2
条

の
規

定
に

よ
り

農
業

委
員

会
が

提
供

す
る

借
賃

の
動

向
や

地
域

関
係

者
に

よ
る

協
議

結
果

等
を

勘
案

し
て

、
甲

、
乙

が
協

議
し

て
定

め
る

額
に

改
訂

す
る

。

　
甲

及
び

乙
は

、
本

計
画

に
定

め
る

と
こ

ろ
に

よ
り

設
定

又
は

移
転

さ
れ

る
権

利
に

関
す

る
事

項
は

変
更

し
な

い
も

の
と

す
る

。
た

だ
し

、
甲

、
乙

及
び

兵
庫

県
が

協
議

の
上

、
真

に
や

む
を

得
な

い
と

認
め

ら
れ

る
場

合
は

、
こ

の
限

り
で

な

い
。

（
６

）

　
乙

は
、

１
の

各
筆

明
細

に
定

め
る

期
日

ま
で

に
借

賃
を

支
払

わ
な

い
場

合
は

、
甲

に
対

し
、

支
払

期
日

の
翌

日
か

ら

支
払

日
ま

で
の

間
を

計
算

期
間

と
す

る
遅

延
損

害
金

を
支

払
わ

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。

　
乙

は
、

本
計

画
の

定
め

る
と

こ
ろ

に
従

い
、

目
的

物
を

効
率

的
か

つ
適

正
に

利
用

し
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

（
７

）

　
賃

貸
借

の
目

的
物

が
農

地
で

あ
る

場
合

で
、

目
的

物
の

乙
か

ら
甲

に
対

し
て

農
地

法
第

2
0
条

又
は

民
法

第
6
0
9
条

の

規
定

に
基

づ
く

借
賃

の
減

額
請

求
が

あ
っ

た
場

合
に

は
、

甲
は

土
地

所
有

者
に

対
し

て
、

借
賃

の
減

額
を

請
求

す
る

こ

と
が

で
き

る
。

減
額

さ
れ

る
べ

き
額

は
、

甲
及

び
乙

が
協

議
し

て
定

め
る

。

 
 
 
２

　
共

通
事

項
　

こ
の

農
用

地
利

用
配

分
計

画
(
以

下
､
｢
本

計
画

｣
と

い
う

。
)
の

定
め

る
と

こ
ろ

に
よ

り
設

定
又

は
移

転
さ

れ
る

権
利

は
、

１
の

各
筆

明
細

に
定

め
る

も
の

の
ほ

か
、

次
に

定
め

る
と

こ
ろ

に
よ

る
。

　
修

繕
費

又
は

改
良

費
の

負
担

及
び

償
還

は
、

別
表

１
に

定
め

た
も

の
を

除
き

、
民

法
、

土
地

改
良

法
等

の
法

令
に

従

う
。

（
１

）

　
乙

は
、

甲
の

同
意

を
得

て
当

該
土

地
の

改
良

を
行

う
こ

と
が

で
き

る
。

た
だ

し
、

そ
の

改
良

が
軽

微
で

あ
る

場
合

に

は
甲

の
同

意
を

要
し

な
い

。

(
1
0
)

　
１

の
各

筆
明

細
に

定
め

る
農

地
中

間
管

理
機

構
（

以
下

「
甲

」
と

い
う

。
）

に
よ

る
賃

借
権

又
は

使
用

貸
借

に
よ

る
権

利
の

設
定

又
は

移
転

（
以

下
「

賃
借

権
の

設
定

等
」

と
い

う
。

）
は

、
賃

借
権

の
設

定
等

を
受

け
る

者
（

以
下

「
乙

」
と

い
う

。
）

が
当

該
賃

借
権

の
設

定
等

を
受

け
た

土
地

に
つ

い
て

次
の

い
ず

れ
か

に
該

当
す

る
と

き
は

解
除

を
す

る
こ

と
を

条
件

と
す

る
。

　
乙

が
、

当
該

土
地

に
果

樹
等

の
永

年
性

作
物

、
ハ

ウ
ス

等
の

農
業

用
施

設
（

以
下

「
附

属
物

」
と

い
う

。
）

の
設

置

を
行

う
場

合
に

は
、

市
町

及
び

農
業

委
員

会
に

事
前

に
相

談
を

行
い

、
甲

及
び

土
地

所
有

者
の

同
意

を
得

る
。

ま
た

、

乙
が

付
属

物
の

設
置

を
し

た
場

合
に

お
い

て
、

賃
貸

借
又

は
使

用
貸

借
が

終
了

し
た

と
き

は
、

乙
は

土
地

所
有

者
に

対

し
て

直
接

当
該

附
属

物
を

収
去

す
る

義
務

を
負

い
、

甲
は

土
地

所
有

者
に

対
し

て
収

去
の

義
務

を
負

わ
な

い
。

　
当

該
土

地
を

適
正

に
利

用
し

て
い

な
い

と
認

め
ら

れ
る

と
き

。

　
正

当
な

理
由

な
く

て
農

地
中

間
管

理
事

業
の

推
進

に
関

す
る

法
律

第
2
1
条

第
1
項

の
規

定
に

よ
る

報
告

を
し

な
い

と

き

　
ア

の
規

定
に

か
か

わ
ら

ず
、

土
地

所
有

者
が

附
属

物
を

収
去

し
な

い
こ

と
に

同
意

し
て

い
る

と
き

に
限

り
、

甲
及

び

乙
は

収
去

の
義

務
を

負
わ

な
い

。
こ

の
場

合
、

乙
が

支
出

し
た

費
用

に
つ

い
て

は
、

土
地

所
有

者
が

費
用

償
還

に
同

意

し
て

い
る

場
合

に
限

り
、

乙
は

土
地

所
有

者
に

対
し

て
償

還
の

請
求

を
す

る
こ

と
が

で
き

る
。

(
1
1
)

（
２

）
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別
表

１
　

修
繕

費
及

び
改

良
費

の
負

担
に

係
る

特
約

事
項

 
 
 

　

別
表

２
　

土
地

改
良

区
の

賦
課

金
等

に
係

る
特

約
事

項

－
－

－

修
繕

又
は

改
良

の
工

事
名

甲
及

び
乙

並
び

に
土

地
所

有
者

の
費

用
に

関
す

る
支

払
区

分
の

内
容

甲
及

び
乙

の
支

払
額

に
つ

い
て

土
地

所
有

者
の

償
還

す
べ

き
額

及
び

方
法

備
　
　
　
　
考

－
－

－
－

賦
課

金
等

の
種

類
負

担
区

分
の

内
容

備
　
　
　
　
　
考
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様式② 

貸付農用地等に係る賃料等の取り決め確認票 

市町名  
地区名 

（借受希望者名） 
 

 

項目 負担区分 金額・積算方法 調整方法 

賃料 

該当する項目に○を記載 

 

１ 使用貸借 

２ 賃貸借 

３ その他（具体的な負
担方法を記載） 

 

 

  

水利費 

該当する項目に○を記載 

 

１ 地権者が負担 

２ 借受者が負担 

３ その他（具体的な負
担方法を記載） 

 

 

  

土地改良区賦課金 

該当する項目に○を記載 

 

１ 地権者が負担 

２ 借受者が負担 

３ その他（具体的な負
担方法を記載） 

 

 

  

借受農用地等の畦

畔の管理 

該当する項目に○を記載 

 

１ 地権者が実施 

２ 借受者が実施 

３ その他（具体的な実
施方法を記載） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

共有部分の管理 

(水路掃除・農道等

の草刈り等) 

該当する項目に○を記載 

 

１ 地権者が実施 

２ 借受者が実施 

３ その他（具体的な実
施方法を記載） 
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(2) 土地改良法関係 

ア 様式第 2号 土地改良事業計画概要書  ･･････････････････････････････ 37 

イ 様式第 4-1号 予定管理方法  ･･････････････････････････････････････ 42 

ウ 様式第 5-1号 事業費の負担区分の予定及び地元負担の予定基準  ･･････ 43 
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様式第２号 
 

土地改良事業計画概要書 
 
  第１章 目的 

１ 目的 
２ 地積                        （単位：ｈａ） 

 

 
事 業 名 市 町 名 田 畑 

道水路 
敷地等 

その他 計 
 

       

 
※ 施行しようとする工事の目的と関係地積につき、具体的に記載すること。 

 
 
  第２章 地域の所在及び現況  
    １ 地域の所在  
 

 事 業 名 地  域  の  所  在  

  

 
    ２ 現況  

（１）地形 
（２）土質及び土壌 
（３）気象 
（４）水利状況 
（５）営農状況 
（６）地域環境の概況 

  ※ 県名不要、地域の所在（大字まで）並びに地形、 土質及び土壌、気象、水利状況、営農状
況、地域環境の概況（市町の田園環境整備マスタープラン・環境計画等における位置付け、事
業施行に際し配慮が必要な現況）等につき、記載すること。 

      受益地域以外に工事実施の対象となる土地があるときは、その現況も記載すること。 
 
 

第３章 基本計画 
 
 ※ 計画の内容（一般計画、環境配慮の方法等）を要約して説明すること、地域を数区に 

区分して施行する場合にはその旨及び理由を記載すること。 
 
 

第４章 工事又は管理の要領  
    １ 主要工事計画 
 
    ２ 管理 
 
  ※ 工事又は管理の内容を要約して説明すること。 
 
 
  第５章 換地計画の要領 
    １ 換地計画樹立の必要性 
   ２ 換地計画樹立の基本方針 
    （１）従前の土地の地積の基準 
 

 事業名 換地区名 地  積  の  基  準  
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 （２）農用地集団化の方法 
 

 事 

業 

名 

 

換地区名 

 

地 帯 別、 

グループ別 

団地の設定 

個人別換地の方法  

位 置 の 
選択方法 

１戸当たり 
目標団地数 

区画畦畔 
の取扱い 

      

        
 

（３）団地計画の内容 
 

 
項目 

 
換地区 

従前地の総

団地数(P) 

地区内の耕

作者数(N) 

１戸当たりの団地数 

 

１団地当たり 

面積の目標(㎡) 
備 考 

従前 計画 

第１工区 

 

P N 
   

集団化率 
 

P－Q 
×100 

P－N 
 
 

第２工区 

 

  
    

 

 

      

合 計       

P：従前地の団地数 Q：換地後の団地数 N：地区内の耕作者数   
 
（４）非農用地の換地の方針 
 

 事 
業 
名 

 換地 
 
 工区 

非農 

用地 

番号 

 
 種類 

 非農用地区域 
 
 の位置の概略 

 
面積 
(㎡) 

 
 換地の手法 

 換地取得 
 
 予 定 者 

備 
 

考 

         

計 （非農用地の種類、換地の手法毎に工区小計と合計を作成）   
 
（５）清算の方法 
 
３ 土地改良法第５条第６項に規定する国有地等の編入承認に係る地積（単位：ｈa） 
 

 事 
業 
名 

 
 換地工区 

 
 区 分 

機能交換に係る土地 一 般 

国有地 

 
合計 

 

 国有地  県有地 市町有地 計 

   道 路       

 水 路       

 河 川       

 その他       

 小 計  （換地工区毎に小計し、総合計欄を設けること） 
 
４ 換地処分の時期に関する特則 

※１ 換地計画実施要領別紙様式８号の記載要領に基づき作成すること。 
 ２ 用途別予定地積を添付すること。 
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第６章 費用の概算 

 
 

第７章 効用 

 
年総効果

(便益)額 

年増加農業所得額 現況年総

農業所得

額 

備 考  うち機能向

上分 

食料の安定供給の確保に関する効果      

 作物生産効果      

品質向上効果      

営農経費節減効果      

維持管理費節減効果      

営農に係る走行経費節減効果      

農業の持続的発展に関する効果      

 耕作放棄防止効果      

災害防止効果（農業関係資産）      

農業労働環境改善効果      

農村の振興に関する効果      

 災害防止効果（一般資産）      

地域用水効果      

一般交通等経費節減効果      

地籍確定効果      

国土造成効果      

非農用地等創設効果      

多面的機能の発揮に関する効果      

 災害防止効果（公共資産）      

水源かん養効果      

景観・環境保全効果      

都市・農村交流促進効果      

計      

総費用総便益比 
  ※１ 平成19年3月28日付け18農振第1596号農村振興局長通知で様式変更。 

２ 土地改良事業の費用効果分析マニュアル「主要工種別効果項目一覧表」により、 
施行事業該当効果項目のみ作成で可。 

 
第８章 他の事業との関係 

 

 

 

 

 

 

 

区  分 事  業  費  

 工事費 
   ○○工 
   ○○工 

 附帯工事 

 

 
測量試験費 

 用地補償費 
 事 業 費 計 

 

事 務 費  

総 事 業 費  
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  ※ 他の事業又は他地区との競合関係を記載すること。治山、治水、運輸、発電、 
  工業用水、上水道等又は他地区との利益関係の改変を必要とする場合は、その 
  理由、交渉の経過又はその見通し等を記載する。 

第９章 計画概要図 
※１ 見取図又は1/25,000～1/50,000の地形図に記入すること。 
２ ほ場整備事業等の場合は、区画割、末端用排水系統、道路配置等の明らかな計 

画平面図を1/2,500から1/5,000程度で作成すること。 
３ 図面には、凡例をつけ色分け等を行うとともに、地区界、法第１１７条の区界 

を鮮明にすること。 
４ 位置図には事業名・地区名・所在名・縮尺・県内位置図・凡例を記載。 
５ 凡例には受益面積・集水面積・被害面積・池面積・土取場・土捨場を記載。 
６ 複数ため池の場合は、計画概要図及び各工事図面は池毎に整理。 
 

 設 色 項 目  設 色   

桃色 田 茶色 客土区域 

黄色 畑 緑色 暗渠排水区域 

緑色 非農用地 水色 ため池 
 

用水路 
(ﾊﾟｲﾌﾟﾗｲン） -◎- ポンプ場 

  赤 色 
 ）  ( 

 
排水路 赤色 単かん区域   青 色  

 
 

道路 ○ ○ 地区界   茶 色  
 

 

×  × 
法１１７条 

の区会 
（換地工区界） 
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書
」
を
と
る
こ
と
と
し
て
い
る
た
め
、
原
則
記
載
を
要
し
な
い
。
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
12
．
⑭
の
数
値
は
国
公
有
地
の
う
ち
機
能
交
換
に
係
る
土
地
並
び
に
農
用
地
と
な
る
土
地
以
外
の
面
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

 
 
４
．
⑥
の
数
値
は
区
画
整
理
の
整
地
工
面
積
と
整
合
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
積
（
EX
 
庁
舎
敷
地
、
二
線
引
畦
畔
、
廃
道
・
廃
川
敷
地
等
の
面
積
）
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

 
 
５
．
⑦
の
数
値
は
「
創
設
農
用
地
換
地
取
得
内
諾
書
」
並
び
に
「
不
換
地
特
別
減
歩
内
諾
書
」
の
そ
 
 
 
 
 
 
13
．
⑮
と
⑯
、
⑰
と
⑱
は
そ
れ
ぞ
れ
の
面
積
は
整
合
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

 
 
 
れ
ぞ
れ
の
合
計
面
積
と
整
合
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
14
．
⑲
の
数
値
は
「
異
種
目
換
地
」
の
原
資
と
な
る
田
・
畑
の
面
積
を
予
め
控
除
し
た
面
積
を
記
載
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

 
 
６
．
⑧
の
数
値
は
非
農
用
地
の
換
地
方
針
に
お
け
る
換
地
手
法
が
「
特
定
用
途
用
地
」
の
「
宅
地
」
 
 
 
 
 
 
15
．
新
規
開
田
抑
制
に
つ
い
て
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

 
 
 
の
合
計
面
積
及
び
「
宅
地
等
地
区
編
入
同
意
書
」
（
特
定
用
途
用
地
分
）
の
合
計
面
積
と
整
合
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Ａ

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

 
 
７
．
⑨
の
数
値
は
非
農
用
地
の
換
地
方
針
に
お
け
る
換
地
手
法
が
「
特
定
用
途
用
地
」
の
「
宅
地
」

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
×
Ｃ
≧
Ｄ

で
な
け
れ
ば
従
前
の
一
定
地
域
内
に
存
す
る
田
の
占
め
る
割
合
以
上

 
  
 
以
外
の
合
計
面
積
及
び
「
宅
地
等
地
区
編
入
同
意
書
」
（
特
定
用
途
用
地
分
）
の
合
計
面
積
と
整
合
 
 
 
 
 
 
 
Ｂ

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

 
 
８
．
⑩
の
数
値
は
非
農
用
地
の
換
地
方
針
に
お
け
る
換
地
の
手
法
が
「
異
種
目
換
地
」
の
合
計
面
積
 
 
 
 
 
 
 
に
「
田
」
を
新
規
開
田
し
た
こ
と
に
な
る
た
め
注
意
す
る
こ
と
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

 
 
 
及
び
「
異
種
目
換
地
内
諾
書
」
の
合
計
面
積
と
整
合
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
16
．
創
設
非
農
用
地
の
分
類
に
つ
い
て
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

 
 
９
．
⑪
の
数
値
は
非
農
用
地
の
換
地
方
針
に
お
け
る
換
地
の
手
法
が
「
不
換
地
特
別
減
歩
見
合
創
設
 
 
 
 
 
 
 
※
ａ
 
集
落
排
水
施
設
、
ラ
イ
ス
セ
ン
タ
ー
、
集
出
荷
場
等
の
用
地
（
法
第
53
条
の
３
  
第
１
項
第
２
号
イ
に
定
め
る
用
地
）
  
  

 
 
換
地
」
の
合
計
面
積
及
び
各
々
の
施
設
用
地
の
原
資
と
な
る
「
不
換
地
特
別
減
歩
内
諾
書
」
の
合
 
 
 
 
 
 
 
※
ｂ
 
公
民
館
、
農
村
公
園
等
の
用
地
（
法
第
53
条
の
３
  
第
１
項
第
２
号
ロ
に
定
め
る
用
地
）
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

 
 
計
面
積
と
整
合
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※
ｃ
 
県
道
、
市
町
道
、
河
川
等
の
用
地
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様式第４－１号  
 

予 定 管 理 方 法 
 
 

県営○○土地改良事業（○○地区）によって造成された施設の予定管理方法等 
 
 
  １ 管理者 
 
 
  ２ 管理すべき施設の種類 

※ 施設の種類及び数量記載 
 
 
  ３ 貯水、放流、取水又は排水に関する基本的事項 

※１ ダムその他えん堤にあっては、時期別の取水又は排水の水量及びその方法の 
概要を記載する。 

２ 揚水施設にあっては、時期別の取水又は排水の水量及びその方法の概要を記載 
する。 

 
 
  ４ 管理に要する費用の概算及びその負担の方法 

(1) 施設及び水の管理に必要な標準年間経費の概算 
(2) 施設の耐用年数期間及び経費の合計額 
(3) 負担方法、負担区分、負担率 
(4) 年間10ａ当負担額 
※ 施設管理費は、整備費、補修費、電力料及び賃金等施設の維持保存に必要な経費 

とし、水管理費は水利調整または洪水調節等を含む水の管理及び施設の運用を行う 
職員の給与、旅費及び諸経費並びに調査のための経費とする。 

 
 
 ５ その他管理方法に関する基本的事項 

※１ 他事業と関連がある場合の管理に関する協定事項がある場合や業務委託する 
場合には必ず記載し、その他管理に関する基本的な取り決め事項を記載する。 

２ 管理者が行う管理の内容について、①誰が②どのような管理行為を③いつ④どの 
程度の頻度で行うのか具体的に記載する。また、財産譲与する場合は、予定管理者 
が譲与を受けることを明確に記載する。 

３ 総合治水条例に伴う取り組みを行う施設は、取り組み方針を記入する。 

  

42



 

様式第５－１号 
 
             事業費の負担区分の予定及び 
    地元負担の予定基準 
 
   
  県営○○事業○○地区における事業費の負担区分の予定及び地元負担の予定基準  
    
   
  １ 事業費及び事務費の負担区分の予定 
   
  （１）県営事業費  ○○○．○○百万円（事務費含む。） 
   
   
  （２）負担区分の予定 
 
 区 分 負担割合 事業費 負担割合 事務費 計  

国      
県      

○○市(町)      

 地元       
計      

 
 
  ２ 地元負担の予定基準 
   
   （改良区ルート例） 
    ○○土地改良区は、定款の定める事業により本事業の施行地域内の農用地につき、 
    ○○割を基準として賦課する。 
   
    （市町ルート） 
    ○○市町は、条例で法第３条に規定する資格を有する者から本事業の施行地域内 
    の農用地につき、○○割を基準として、法第９１条第２項の規定により当該市町が 
    負担する分担金に相当する金額の分担金を徴収する。 
   
      ○○割：地積割等の賦課基準を記載 
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様式第１０号（県土木の場合の承認例） 

 

 

国有地等地区編入承認書  

   

 

第    号 

令和 年 月 日 

 

    県営○○地区土地改良事業施行申請人 

            ○ ○ ○ ○ 様 

 

 

兵庫県○○県民局(センター)長    

（○○土木事務所）    

 

 

土地改良法第５条第６項（土地改良法第８５条第５項において準用） 

    の規定に基づく承認申請について（回答） 

 

   

令和 年 月 日付    で申請のあった下記国有等公共施設に係るこのことに 

ついては、申請書添付図面のとおり施行するものとして承認します。 

なお、換地処分に当たっては、事前に協議して下さい 

   
 

  土地改良区域   

 

 ○○所管○○ 

財産である 

 公共施設 

 所在  

 種類 

 ・ 

 数量 

   道路    ㎡ その他    ㎡ 

 

   水路    ㎡  計     ㎡ 

 

 新たに○に帰 

 属することに 

 なる公共施設 

 所在  

 種類 

 ・ 

 数量 

   道路    ㎡ その他    ㎡ 

 

   水路    ㎡  計     ㎡ 

 
 

※１ 承認申請は、S45.2.2農地局長通達「国有道水路等敷地の土地改良事業地区 

編入取扱要領」によるほか、各行政庁等の定める要領等に基づき行うこと。 

２ 機能交換により新たに施設を帰属させる場合には、帰属させる地積等を明らかにして

承認申請を行うこと。 

３ 機能交換は、同程度、同規模の施設の交換であることに注意すること。 

４ 換地工区が分かれている場合には、承認申請書の写し等、工区ごとの内訳がわかるも

のを添付すること。 
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参考： 承認を要する主な公共用地 

 

種 類 管理権限を有する行政庁・地方公共団体 備 考 

国

有

地 

国

土

交

通

省 

河 

川 

法 

一級河川 国（近畿地方整備局） 国直轄管理 

(指定区間) 

一級河川 
県（県民局(センター)土木事務所） 県管理 

二級河川 県（県民局(センター)土木事務所） 県管理 

準用河川 
準用河川管理者 市町 

国有地管理者 県（県民局(セ ン タ ー )土木事務所） 

準用河川管理者たる市町と国有地管理者 

の県土木事務所長の承認が必要 

砂防河川 県（県民局(センター)土木事務所） 国有水路と同様の扱い 

道 

路 

法 

国 道 国（近畿地方整備局）  

(指定区間外) 

国 道 
県（県民局(センター)土木事務所） 

政令指定都市は道路管理者である

市の承認必要 

県 道 県（県民局(センター)土木事務所） 同 上 

市町道 
道路管理者 市町 

国有地管理者 県（県民局(セ ン タ ー )土木事務所） 

道路管理者たる市町と国有地管理者 

の県土木事務所長の承認が必要 

農
林
水
産
省 

国有土地改良財産 国（近畿農政局）  

国有林野 国（近畿中国営林管理局）  

開拓財産 国（近畿農政局） 農地調整室経由 

財
務
省 

キシ等 国（近畿財務局神戸財務事務所） 不換地による清算金処理 

県
有
地 

県 道 県（県民局(センター)土木事務所）  

公用・公共用に 

供している土地 
県（各所管部局）  

市
町
有
地 

市町道 市町（道路管理者）  

里道・水路 市町（各所管部局）  

公用・公共用に 

供している土地 
市町（各所管部局）  

普通財産 市町（各所管部局） 法第5条第7項の同意による 

 

※１ 公物管理者が国有財産管理者と一致しない場合には、両者の承認を要する。 

例えば、市町道認定されている国有地の承認については、道路管理者である市町 

  長の承認及び国有財産管理者である県土木事務所長の承認が必要となる。 

   ただし、市町道が市町有地と国有地を底地とする場合には、県土木事務所長に承 

  認申請するのは国有地に係る部分のみであるため、所有者区分を明らかにして地積 

  を求めておくこと。 

２ 承認権限者が同一である場合においても、機能交換が判断できるように「里道・ 

  水路」「県道」「市町道」等の種類ごとに地積を明確にして承認申請を行うこと。 

45



 

様式第１１号  

 

宅地等地区編入同意書 

   

  わたくしが所有権、地上権、永小作権、質権、賃借権、使用貸借による権利（    ）を有す

る下記の土地について、別紙の土地改良事業の計画の概要案により施行が予定される○○地区県

営土地改良事業の地域に編入することについて、土地改良法第８５条第５項の規定において準用

する同法第５条第７項の規定により同意します。 

   

令和  年  月  日 

 

同意者 住所 

氏名 

 

記 

 

市町 大字 字 地番 地目 用途 地積 所有権者名 
所有権以外の 

使用収益権者名 

 

 

        

 

※１ 本文の権利名は該当権利名を除いて抹消することとし、（  ）内は、その他の 

使用及び収益を目的とする権利がある場合にその権利名を記入する。 

２ 同意書に土地改良事業の計画の概要案を添付する。 

３ 共同減歩を行うなど特別な負担がかかる場合には、その旨を明記すること。 

 

 

  （参考） 

宅地等地区編入同意書一覧表（特定用途用地以外分） 
 

  

工区 

 

編入対象地 

 

地目 

 

面積 

同 意 者  

備考 

所有者 使用収益権者 

       

 
       （工区ごとに小計し、総計欄を設けること） 

 

 

特定用途用地一覧表 
 

  

工区 

 

番号 

 

編入対象地 

 

地目 

 

面積 

同 意 者  

備考 

所有者 使用収益権者 

        

 
    （工区ごとに小計し、総計欄を設けること） 
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様式第１３号  

 

非農用地 

創設    換地取得内諾書 

農 用 地 

 

 

   別紙の土地改良事業の計画の概要による土地改良事業が施行された場合は、下記 

 

    非農用地 

の創設    換地を取得することを承諾します。 

   農 用 地 

   

  令和  年  月  日 

   

取得予定者 

 

 

記 

 
 

 種 類 位 置 地 積 清 算 金 に 関 す る 事 項 

    

 
 

（注）（１）表題及び本文中の創設換地の種類は、該当するものを除き朱抹すること。 

   （２）創設換地の取得予定者が法人の場合、「取得予定者」は法人の名称及びその代表者名を記

載すること。 

   （３）位置については「別紙図面」として計画図を添付してもよい。 

   （４）清算金に関する事項には清算金の決め方等を記載する。 

   （５）この内諾書は、土地改良施設等の創設非農用地換地についても必要である。 
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様式第１４号 

 

不換地・特別減歩内諾書 

 

 わたくしが所有権、地上権、永小作権、質権、賃借権、使用貸借による権利（  ）を有する下

記の土地について、別紙の土地改良事業の計画の概要による土地改良事業が施行されることとな

る場合は、土地改良法第８９条の２第３項において準用する同法第53条の２の２第１項の規定に

より地積を特に減じて換地を定め又は換地を定めないこととし、これに伴い金銭により清算する

ことを承諾します。 

 

令和  年  月  日 

 

同意者 住所 

氏名 

 

記 

１ 換地を定めない土地 

 

市町 大字 字 地番 地目 用途 地積 所有権者名 
所有権以外の 

使用収益権者名 

 

 

   

 

 

     

 

２ 地積を特に減じて換地を定める土地 

 

市町 大字 字 地番 地目 用途 地積 所有権者名 
所有権以外の 

使用収益権者名 

 

 

   

 

 

     

 

※１ 本文の権利名は該当権利名を除いて抹消することとし、（  ）内は、その他 

の使用及び収益を目的とする権利がある場合にその権利名を記入する。 

２ 内諾書には、土地改良事業の計画の概要を添付する。 

３ 地積欄は公簿面積とし、実測による場合には（  ）内に併記すること。 

４ 抵当権等の担保権が設定されていないこと（施行令48条の７） 

 

（参考） 

  不換地・特別減歩内諾書一覧（○工区 非農用地区域番号○ 県道○○線） 
 

 

不換地・特別減歩の対象地 

 

地目 

 

面 積 

内諾者氏名  

所 有 者 使用収益権者 
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様式第１５号   

 

異種目換地内諾書 

 

わたくしが所有権、地上権、永小作権、質権、賃借権、使用貸借による権利（   ）を有する

下記の土地について、別紙の土地改良事業の計画の概要による○○地区県営土地改良事業が施行

されることとなる場合は、非農用地区域内に換地を定めることを承諾します。 

 

令和  年  月  日 

 

同意者 住所 

氏名 

 

記 

 

市町 大字 字 地番 地目 用途 地積 所有権者名 
所有権以外の 

使用収益権者名 

 

 

     

 

 

 

   

 

※１ 本文の権利名は該当権利名を除いて抹消することとし、（  ）内は、その他 

の使用及び収益を目的とする権利がある場合にその権利名を記入する。 

２ 内諾書には、土地改良事業の計画の概要を添付する。 

３ 非農用地区域がいくつかあるときは、「○○非農用地区域」というようにそれ 

ぞれの非農用地区域の位置又は用途の特徴を示すこと。 

 

 

(参考)     

  

異種目換地内諾書一覧表 
 

  

工区 

 

非農用地区 

域設定番号 

 

利用計画 

 

対 象 地 

 

地 目 

 

面 積 

内諾者氏名 

所 有 者 使用収益権者 
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様式第１６号  

 

非農用地区域底地権利者内諾書 

   

  別紙の土地改良事業の計画の概要による土地改良事業が施行される場合は、下記の土地が非農

用地区域内の底地となることを承諾します。 

 

令和  年  月  日 

 

   （別記） 
 

非 農 用 地 区 域 の 従 前 土 地 所 有 者 所有権以外の使用収益権者 

市 町 大 字 字 地 番 地 目 用 途 地 積 住   所 氏  名 住  所 氏  名 

           

 
   

 

 

 

 (参考)  

 

非農用地区域底地権利者内諾書一覧 
 

工 

区 

非農用地 

区域番号 

利 用 

計 画 

対 象 地 

（非農用地区域の底地） 
地目 面積 

内 諾 者 氏 名 

所 有 者 使用収益権者 
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【機構関連】様式第１号                       （公 印 省 略） 

第   号 

令和 年 月 日 

 

 

  

農 政 環 境 部 長 様 

 

 

 

                      ○○県民局（センター）長   

                                           （ 阪 神 農 林 振 興 事 務 所 ） 

                      （○○土地改良事務所(センター)） 

 

 

 

県営○○地区土地改良事業計画について 

 

 

 

 県営○○地区土地改良事業計画について、関係書類を添えて依頼します。 

 

 

記 

 

 

１ 土地改良事業計画概要書 

２ 予定管理方法 

３ 事業費の負担区分の予定及び地元負担の予定基準 

４ 国有地等地区編入承認書 

５ 宅地等地区編入同意書 

６ 非農用地区域設定に伴う関係部局との協議回答写し等 

７ 土地改良事業計画書案 

 

 

 

※１ 概要書以下書類については、申請事業の新規計画マニュアルの様式（第２～４－１号、５－１号、

第10、11号、13～16号）を利用する。 

２ 予定（施設）管理者の内諾書、市町の内諾書は進達の時点では不要。 
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【機構関連】様式第２－１号 
 
 

公     告 
 
 
 このたび、県営土地改良事業（○○地区）の計画の概要について○○市(町)あて協議したいので、土
地改良法（昭和24年法律第 195号）第87条の３第７項において準用する第87条の２第８項の規定によ
り、次のとおり公告し、当該協議に係る書類を縦覧に供する。 
 また、同法第87条の３第７項において準用する第87条の２第９項の規定により、当該土地改良事業の
計画の概要に意見がある者は、この公告の日から縦覧期間の満了の日までに意見書を提出することが
できる。 
 
 
   令和 年 月 日 
 
 
                          兵庫県知事 ○ ○ ○ ○ 
 
 
 １ 縦覧する書類の名称 
   県営○○地区土地改良事業計画概要書 
 
 ２ 縦覧場所及び縦覧期間 
 （１）縦覧場所 
    ○○市（町）○○課  ※ 
 （２）縦覧期間 
    令和 年 月 日から 年 月 日まで 
 
 ３ 意見書の提出について 
 （１）意見書の提出方法 
   ア 記載事項  
   （ア）意見提出者の住所 
   （イ）意見提出者の氏名（法人その他の団体の場合は名称及び代表者の氏名） 
   （ウ）意見の内容及び理由 
   イ  意見書の提出期限及び提出先 
   （ア）提出期限 令和 年 月 日 
   （イ）提出先    兵庫県農政環境部農林水産局農地整備課 
            住所 神戸市中央区下山手通５丁目10番１号 

fax   ０７８（３６２）９４５５ 
            電子メールアドレス nouchiseibika@pref.hyogo.jp  
           又は 

兵庫県○○県民局(センター)（各事務所・センター） 
            住所 

fax 
            電子メールアドレス 
 （２）意見書提出の注意 
   ア 意見書の様式は任意ですが、提出する意見書は日本語に限ります。 

イ 意見書の内容は、公表する場合はあります。また、提出された意見に対し、個別に回答
はいたしませんので、あらかじめご了承願います。 

ウ 電話でのご意見はお受けできません。 
 
    ※ 縦覧場所については、法令上は指定されていないが、住民の便宜等を考慮し、 
     市町又は常勤職員のいる土地改良区に依頼する。 
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【機構関連】様式第２－２号 
農整第    号 
令和 年 月 日 

 
 
  ○○市（町）長 ○○○○ 様 
 
 
                      兵庫県知事 ○ ○ ○ ○ 
 
 

県営土地改良事業の計画に係る意見書提出手続について（依頼） 
 
 
 下記事業に係る土地改良事業計画を定めたいので、土地改良法第87条の３第７項において準用する
第87条の２第８項及び同法施行規則第61条の５の３において準用する第57条の２の２の規定に基づき
令和 年 月 日から 年 月 日まで貴市（町）掲示場に公告を掲示の上、公告期間中、別添の県営
○○地区土地改良事業計画概要書を縦覧に供してくださるよう依頼します。 

なお、公告期間満了後、縦覧の実施について報告方お願いします。 
 
                   記 
 

１ 事 業 名  農地中間管理機構関連農地整備事業 
２ 地 区 名  ○○地区 

 
 
 
 
 
【機構関連】様式第２－３号 

農整第  号の２ 
令和 年 月 日 

 
公益社団法人 
ひょうご農林機構（農地中間管理機構）  

理事長 ○ ○ ○ ○ 様 
 
                       兵庫県知事 ○ ○ ○ ○ 
 
 

県営土地改良事業の計画に係る意見書提出手続について（通知） 
 
 
 下記事業に係る土地改良事業計画を定めることに伴い、意見書提出手続に係る公告及び計画概要書
の縦覧手続を行うこととしましたので通知します。 
 なお、意見書提出先について、農政環境部農林水産局農地整備課及び○○県民局（センター）○○農
林（水産）振興事務所○○土地改良事務所(センター)を指定していますので申し添えます。 
 

記 
 
 １ 事 業 名  農地中間管理機構関連農地整備事業 
 ２ 地 区 名  ○○地区 
 ３ 公 告 期 間   
 ４ 縦覧の期間   
 ５ 依 頼 先 
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【機構関連】様式第２－４号                     （公 印 省 略） 
農整第  号の３ 
令和 年 月 日 

 
 ○○県民局(センター)長 様 
   （阪神農林振興事務所） 

（○○土地改良事務所(センター)） 
 
                       農 政 環 境 部 長 
 
 

県営土地改良事業の計画に係る意見書提出手続について（通知） 
 
 
 下記事業に係る土地改良事業計画を定めることに伴い、意見書提出手続に係る公告及び計画概要書
の縦覧手続を行うこととしましたので通知します。 
 なお、貴職から○○市（町）長に依頼書を送付の上、事務指導方お願いします。 
  また、意見書提出先について、貴局○○農林（水産）振興事務所○○土地改良事務所(センター) 
及び当部農地整備課を指定していますこと及び公益社団法人ひょうご農林機構（農地中間管理機構）理
事長あてに別添写しのとおり通知していますので申し添えます。 
 

記 
 
 １ 事 業 名  農地中間管理機構関連農地整備事業 
 ２ 地 区 名  ○○地区 
 ３ 公 告 期 間  
 ４ 縦覧の期間   
 ５ 依 頼 先 
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【機構関連】様式２－５号 

 

土地改良法第87条の３第７項において準用する第87条の２ 

第９項の規定に基づき提出された意見の概要及び対応方針 

 

１ 提出された意見書の数               
 

       ○  ○  ○     について            件（意見書数   通） 

      ○  ○  ○      について             件（意見書数    通） 

             合      計             件（意見書数   通） 
 

２ 意見の概要 

  (1)   ○  ○  ○ について 
 

   住 民 等 の 意 見 概 要  意 見 に 対 す る 対 応 

 １   

  ２   

   

 
 

  (2)     ○  ○  ○   について 
 

   住 民 等 の 意 見 概 要  意 見 に 対 す る 対 応 

  １   

  ２   

   

 
 

 

 

※１ 住民等の意見を概要書の項目等により分類し、作成すること。 

 ２ 住民等の意見の欄を記載する際には、意見書を提出した個人が特定されないようにす

る等個人情報の保護に配慮すること。 
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【機構関連】様式第３－１号 
農整第    号 
令和 年 月 日 

 

 ○○市（町）長 ○○○○ 様 

 

                     兵庫県知事 ○ ○ ○ ○ 

 

県営土地改良事業計画について（協議） 

 

 県営○○地区土地改良事業計画を定めるにあたり、土地改良法第８７条の３第６項の規定により関

係書類を添えて協議します。 

 なお、○○県民局(センター)○○土地改良事務所(センター)を経由して回答願います。 

 

記 

 

１ 事業名  農地中間管理機構関連農地整備事業 

２ 地区名  ○○地区 

３ 添付書類 土地改良事業計画概要書 

県営土地改良事業によって造成された施設の予定管理方法等 

 

 

 

 

 

【機構関連】様式第３－２号 
農整第  号の２ 
令和 年 月 日 

 

 ○○土地改良区理事長 ○○○○ 様 

  

                     兵庫県知事 ○ ○ ○ ○ 

 

県営土地改良事業計画について（意見聴取） 

 

 県営○○地区土地改良事業計画を定めるにあたり、土地改良法第８７条の３第６項の規定により関

係書類を添えて、意見を聴取します。 

 なお、○○県民局(センター)○○土地改良事務所(センター)を経由して回答願います。 

 

                   記 

１ 事業名  農地中間管理機構関連農地整備事業 

２ 地区名  ○○地区 

３ 添付書類 土地改良事業計画概要書 

県営土地改良事業によって造成された施設の予定管理方法等 
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【機構関連】様式第３－３号                     （公 印 省 略） 

農整第  号の３ 

令和 年 月 日 

 

  ○○県民局(センター)長 様 

（ 阪 神 農 林 振 興 事 務 所 ） 

（○○土地改良事務所(センター)） 

 

                       農 政 環 境 部 長 

 

           県営土地改良事業計画について（通知） 

 

 県営○○地区土地改良事業計画について、土地改良法第87条の３第６項の規定に基づき下記のとお

り協議及び意見聴取することとしましたので通知します。 

なお、別添協議書及び意見聴取については、貴職から送付願うとともに、回答の取りまとめ方よろし

くお願いします。 

  

                   記 

 

１ 事業名   農地中間管理機構関連農地整備事業 

２ 地区名   ○○地区 

３ 協議先   ○○市（町）長 ○○○○ 

４ 聴取先   ○○土地改良区理事長 ○○○○ 

 

 

 

【機構関連】様式第４－１号 

農整第    号 

令和 年 月 日 

 

公益社団法人 

ひょうご農林機構（農地中間管理機構） 

理事長 ○ ○ ○ ○ 様 

 

兵庫県知事 ○ ○ ○ ○    

 

県営土地改良事業に係る同意について（依頼） 

 

 下記事業について、事業施行地域内農用地を貸し付けているときは、土地改良法第87条の３第３項の

規定によりその貸付けの相手方の意見を聴いた上で、同法同条第２項に基づく同意について回答願い

ます。 

 なお、同意書については、○○県民局○○土地改良事務所（センター）を経由して提出願います。 

 

記 

 

１ 事 業 名    農地中間管理機構関連農地整備事業 

２ 地 区 名    ○○地区 

３ 添付書類    土地改良事業計画概要書 
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【機構関連】様式第４－２号                     （公 印 省 略） 

農整第   号の２ 

令和 年 月 日 

 

○○県民局(センター)長 様 

（ 阪 神 農 林 振 興 事 務 所 ） 

（○○土地改良事務所(センター)） 

 

農 政 環 境 部 長  

 

県営土地改良事業について（依頼） 

 

 このことについて、別紙写しのとおり公益社団法人ひょうご農林機構（農地中間管理機構）理事長あ

て依頼しましたので、同意書等の進達方よろしくお願いします。 

 

記 

 

１ 事 業 名    農地中間管理機構関連農地整備事業 

２ 地 区 名    ○○地区 

 

 

 

【機構関連】様式第４－３号                     （ 公 印 省 略） 

農整第   号の３ 

令和 年 月 日 

 

兵庫県職員（農業土木）○○ ○○ 様 

 

農 政 環 境 部 長  

 

県営土地改良事業の計画を定めるための調査報告について（委嘱） 

 

 下記事業については、令和 年 月 日付けで土地改良法第87条の３第２項の規定による同意が得

られましたので同条第１項の規定による土地改良事業の計画を定めるため、同条第７項において準用

する同法第８条第２項の規定による調査報告を委嘱します。 

 

記 

 

１ 事 業 名    農地中間管理機構関連農地整備事業 

２ 地 区 名    ○○地区 

３ 地区面積       ha 

４ 事 業 費       千円 

５ 添付書類     

 (1)県営○○地区土地改良事業計画書案 

 (2)農地中間管理機構からの同意書等 
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平成 
令和 

平成 
令和 

【機構関連】様式第５－１号 

同  意  書 
 

○○第    号 
令和 年 月 日 

 
 
 
  兵庫県知事 ○ ○ ○ ○ 様 
 
 
 

                  公益社団法人 

 ひょうご農林機構（農地中間管理機構） 
 理事長    ○ ○ ○ ○ 

 
 
 

（貸付けの相手方がいる場合） 

     年 月 日付け農整第   号で依頼のあった件について、別添貸付けの相手方から 

の意見を踏まえ、同意いたします。 
 
 

※ 貸付け相手から意見の写しについては、一覧表を含め袋とじの上原本証明すること。 
 
 （貸付けの相手方がいない場合） 

     年 月 日付け農整第   号で依頼のあった件については、同意いたします。 

  なお、貸付けの相手方はいませんので申し添えます。 
 
 
 
 

【機構関連】様式第５－２号 

（表紙） 

県営土地改良事業施行に関する貸付け相手からの意見 

                 ○○地区 

（第１面） 

貸付け相手一覧表 

 住所 氏名 備考 

１    

２    

３    

４    

（第２面以下） 
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意 見 書  
 
 

令和 年 月 日 
 
 
公益社団法人 
ひょうご農林機構（農地中間管理機構）理事長 様 
 
                        住所 
                        氏名 

※氏名及び代表者職氏名は、自署又は記名押印とする 

 
 
 令和 年 月 日付け公告のあった県営○○地区土地改良事業に関して、貴団体が同 
意することについて、異議がない旨回答します。 
 
                     
 
 
 
 
※１ 貸付け相手方への意見聴取は概要公告期間満了後の市町長及び予定管理者との協議後に行

うこと。 
 ２ （貸付け相手が個人の場合）印鑑は実印でなくてもよいが、シャチハタは避けること。 
 

 

60



(3) 農地中間管理機構関連農地整備事業実施要綱関係

○ 農地中間管機構関連農地整備事業実施要綱（平成 30年３月 30日付け

29農振第 2689号農林水産事務次官通知)  ･･････････････････････････ 62

○ 農地中間管機構関連農地整備事業実施要領（平成 30年３月 30日付け

29農振第 2690 号(最終改正 令和３年４月１日付け２農振第 3744号)

農林水産省農村振興局長通知)  ･･･････････････････････････････････ 65

（別紙１（農地整備事業に係る運用）） ････････････････････････････ 71
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農地中間管理機構関連農地整備事業実施要綱

平成30年３月30日付け29農振第2689号

各地方農政局長

国土交通省北海道開発局長

内閣府沖縄総合事務局長 殿

北海道知事

農林水産事務次官

第１ 目的

今後、高齢化の進行等に伴い、農地中間管理機構（以下「機構」という。）への

農地の貸付けが増加することが見込まれる中で、基盤整備が十分に行われていない

農地については、担い手が借り受けないおそれがある。

一方、機構に農地を貸し付けた所有者は、基盤整備のための費用を負担する用意

はなく、このままでは基盤整備が滞り、結果として、担い手への農地の集積・集約

化が進まなくなる可能性がある。

このため、本事業により、機構が借り入れている農地について、農業者からの申

請によらず、都道府県が、農業者の費用負担や同意を求めない農地の大区画化等の

基盤整備を実施することで、機構による担い手への農地の集積・集約化を加速化し、

豊かで競争力ある農業の実現に資することとする。

第２ 事業の内容

本事業は、次に掲げるものとし、その具体的な運用については、農林水産省農村

振興局長（以下「農村振興局長」という。）が別に定めるところによる。

１ 農地整備事業

担い手への農地の集積・集約化を加速化するため、機構が借り入れている農地

について、区画整理、農用地の造成及びこれらと密接な関連のあるものを併せて

一体的に実施する事業

２ 実施計画等策定事業

１の農地整備事業に必要な実施計画や換地計画の策定のための調査・調整等を

行う事業

３ 農村環境計画策定事業

１の農地整備事業に係る農村環境計画の策定のための調査・調整等を行う事業

第３ 事業の実施区域

第２の１の農地整備事業（以下「農地整備事業」という。）の実施区域は、土地

改良法（昭和24年法律第195号。以下「法」という。）第87条の３第１項第１号に規

定する事業施行地域内農用地の区域であって、かつ、農業振興地域の整備に関する
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法律（昭和44年法律第58号）第８条第２項第１号に規定する農用地区域内の区域と

する。ただし、農用地区域及び農用地区域以外の区域との一体的な換地により土地

利用の秩序化を行い、当該農用地区域以外の区域において公共用地の創設を行う場

合等農用地区域以外の区域を事業実施区域とする必要がある場合には、必要な限度

において、当該農用地区域以外の区域を事業の実施区域とすることができる。

第４ 事業実施主体

本事業の事業実施主体は、都道府県その他農村振興局長が別に定める者とする。

第５ 計画の作成等

事業実施主体は、農地整備事業を実施しようとするときは、農村振興局長が別に

定めるところにより、集積・集団化等促進基盤整備計画（以下「整備計画」という。）

を作成又は変更するものとする。

第６ 採択要件

本事業の採択に当たっては、次に掲げる要件を満たすものとする。

１ 農地整備事業にあっては、整備計画を策定していること。

２ 第２に掲げる事業ごとに農村振興局長が別に定める要件を満たしていること。

第７ 事業の申請等

農地整備事業に係る申請及び採択については、次のとおりとする。なお、第２の

２の実施計画等策定事業及び第２の３の農村環境計画策定事業に係る申請及び採択

については、それぞれ農村振興局長が別に定めるところによる。

１ 都道府県知事は、農地整備事業を実施しようとするときは、農村振興局長が別

に定める場合を除き、当該事業の採択を希望する年度の前年度の11月末日までに、

事業採択申請書、事業計画概要書（法に基づき事業を行う場合に限る。）、整備計

画及び農村振興局長が別に定める書類（以下「事業採択申請書等」という。）を、

地方農政局長等（北海道にあっては国土交通省北海道開発局長を経由して農村振

興局長、沖縄県にあっては内閣府沖縄総合事務局長、その他の都府県にあっては

地方農政局長。以下同じ。）に提出するものとする。

２ 地方農政局長等は、農村振興局長が別に定めるところにより事業採択申請書等

を審査の上、適当と認めるときは、都道府県知事に事業採択通知書を交付するも

のとする。

第８ 助成

国は、予算の範囲内で、本事業に関連して必要となる経費のうち、農村振興局長

が別に定める経費につき、事業実施主体に助成するものとする。

第９ 委任
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本事業の実施に当たっては、この要綱並びに法、土地改良法施行令（昭和24年政

令第295号）、土地改良法施行規則（昭和24年農林省令第75号）その他の法令に定め

るもののほか、農村振興局長が別に定めるところによるものとする。

附 則

１ この通知は、平成30年４月１日から施行する。

２ 第７の１の規定にかかわらず、平成30年度採択を希望する場合の事業採択申請

書等の提出期限は、平成30年10月末日までとする。
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農地中間管理機構関連農地整備事業実施要領

制定 平成30年３月30日付け29農振第2690号

最終改正 令和３年４月１日付け２農振第3744号

各地方農政局長

国土交通省北海道開発局長

内閣府沖縄総合事務局長 殿

北海道知事

農林水産省農村振興局長

第１ 趣旨

本事業の実施に当たっての運用及び取扱いについては、農地中間管理機構関連農

地整備事業実施要綱（平成30年３月30日付け29農振第2689号農林水産事務次官依命

通知。以下「要綱」という。）によるほか、この要領に定めるところによる。

第２ 事業の内容

１ 要綱第２の１の農地整備事業に係る運用は、別紙１によるものとする。

２ 要綱第２の２の実施計画等策定事業に係る運用は、別紙２によるものとする。

３ 要綱第２の３の農村環境計画策定事業に係る運用は、別紙３によるものとする。

第３ 計画の作成等

要綱第５の集積・集団化等促進基盤整備計画（以下「整備計画」という。）は、

別紙１第６に定めるところにより作成及び変更するものとする。

第４ 採択要件

農地整備事業については、次に掲げる要件を満たすものとする。なお、実施計画

等策定事業については別紙２第３、農村環境計画策定事業については別紙３第６に

掲げる要件を満たすものとする。

１ 農地中間管理権

事業施行地域内農用地の全てについて、農地中間管理機構（以下「機構」とい

う。）が農地中間管理権を有すること。

２ 受益面積

（１）事業施行地域内農用地の面積の合計が、おおむね10ヘクタール（中山間地域

にあっては、おおむね５ヘクタール）以上であることとし、その算入範囲は大

字を単位（ただし、営農上の一体性がある場合は、その範囲）とすることを基

本とする。

（２）事業施行地域内農用地は、おおむね１ヘクタール以上（中山間地域及び樹園
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地にあっては、おおむね0.5ヘクタール以上）のまとまりを有する農地で構成

されること。

３ 農地中間管理権の設定期間

事業施行地域内農用地について機構が土地改良法（昭和24年法律第195号。以

下「法」という。）第87条の３第７項において準用する法第87条第５項の規定に

よる公告があった日において有する農地中間管理権の全ての存続期間又は残存期

間が15年以上であること。

４ 担い手への集団化等

（１）全ての事業施行地域内農用地が担い手に集積され、事業完了後５年以内にそ

の農地の８割以上を担い手に集団化することを機構の方針として設定している

こと。

（２）事業実施前から目標年度（事業完了後５年以内）にかけて、担い手の農地利

用集積率（事業施工地域内農用地に占める担い手の経営等農用地面積の割合）

及び担い手の農地集約化率（事業施工地域内農用地に占める担い手の集約化面

積の割合）がそれぞれおおむね50パーセントポイント以上向上すること。ただ

し、別紙１第５の１に定める要件を全て満たす場合は、この限りでない。

５ 収益性の向上

事業完了後５年以内（果樹等については10年以内）に定める目標年度において、

事業施行地域内農用地における収益性が20パーセント以上向上すること。ただし、

収益性の向上に係る要件の細目については、別紙１第５の２に定めるとおりとす

る。

第５ 事業の申請

１ 要綱第７の１の農村振興局長が別に定める場合とは、次に掲げる場合とする。

（１）予備費の使用が決定した場合又は補正予算が成立した場合であって、当該予

備費又は補正予算を活用して事業を実施しようとするとき

（２）災害又は突発事故が発生した場合であって、早急に事業を実施しようとする

とき

２ １の（１）の場合において、翌年度の採択を希望して事業採択申請書等を既に

提出した地区については、要綱第７の１の事業採択申請書等を提出したものとみ

なす。また、事業採択申請書等を未提出の地区については、都道府県知事は、１

の（１）の場合が生じた後、遅滞なく事業採択申請書等を提出するものとする。

３ １の（２）の場合においては、都道府県知事は、災害又は突発事故が発生した

後、遅滞なく事業採択申請書等を提出するものとする。

４ 要綱第７の１の事業採択申請書は別添様式第１号、要綱第７の２の事業採択通

知書は別添様式第２号により作成するものとする。

第６ 事業の審査

要綱第７の２の審査については、次に掲げる条件に照らして行うものとする。

１ 事業の実施が技術的に可能であること。

２ 事業の効果が費用を償うものであり、かつ、周辺地域に波及する見込みがある
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こと。

３ 地域農業の方向に沿ったものであること。

４ 水利権その他の各種権利関係が調整される見通しがあること。

５ 関連する土地改良事業及び他種事業との関係が円滑に調整されていること。

６ 用水及び排水の計画基準が適正であること。

７ 工事に係る工事費が経済的となるよう考慮されていること。

８ 地域の環境との調和に配慮されていること。

第７ 事業の達成状況報告

１ 都道府県知事は、農地整備事業の進捗及び達成状況を取りまとめ、地方農政局

長等（北海道にあっては国土交通省北海道開発局長を経由して農村振興局長、沖

縄県にあっては内閣府沖縄総合事務局長、その他の都府県にあっては地方農政局

長。以下同じ。）に事業達成状況等報告書を提出するものとする。なお、事業達

成状況等報告書は、別紙１第８の１に定める様式により作成するものとする。

２ 地方農政局長等は、本事業の進捗及び達成状況が十分でないと認められるとき

は、都道府県知事に対し、改善措置を講じるよう指導できるものとする。

３ 都道府県知事は、２の規定による指導を受けた場合には、目標達成に向けて整

備計画を修正し、地方農政局長等に対し提出しなければならない。

第８ 発電施設における固定価格買取制度との調整等

１ 本事業により小水力、太陽光等再生可能エネルギーを活用した発電施設を設

置し、都道府県、市町村、土地改良区及び土地改良区連合が電気事業者による

再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法（平成23年法律第108号）に

基づく固定価格買取制度により売電を行う場合には、発電開始後、「農業農村整

備事業等により整備された小水力等発電施設整備に関する補助事業等と固定価

格買取制度との調整について」（平成26年４月１日付け26農振第2313号農林水産

省農村振興局長通知）に定めるところにより、売電収入の一部を国に納付する

こととする。

２ 本事業により設置する太陽光発電施設は、災害等による停電時においても、農

業水利施設等の操作や点検、監視等が行えるよう、次に掲げる要件のいずれかを

満たすものとする。ただし、令和２年11月末日までに要綱第７に規定する事業の

申請等を行い、その後採択通知を受けて整備するものについてはこの限りではな

い。

（１）停電時にも農業水利施設等の操作運転が可能となるよう、発電電力を農業

水利施設等へ直接供給できる機能を有すること。

（２）農業水利施設等の管理所における所要電力を賄うため、発電電力を管理所

内の電気設備に直接供給できる機能を有すること。

第９ その他

１ 事業の推進に当たっては、事業の施行に係る地域における各都道府県土地改良

事業団体連合会及び土地改良区は、機構等との十分な連携のもと、これまでに蓄
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積されてきた知識、経験等を活用しつつ、地域の合意形成、事業の推進体制構築、

農地の権利調整等に積極的に参画するものとする。

２ 法第91条の２第６項第１号及び第２号のいずれかに掲げる者が、法第87条の３

第７項において準用する法第87条第５項の規定による事業計画を定めた旨を公告

した日から、工事の完了につき法第113条の３第３項の規定による公告があった

日の属する年度の翌年度から起算して８年を経過しない間に、法第91条の２第６

項第１号及び第２号のいずれかに該当する行為をした場合には、次に掲げるとき

を除き、補助金の返還措置を講ずるものとする。

（１）土地収用法（昭和26年法律第219号）第26条第１項の規定による告示（他

の法律の規定による告示又は公告で同項の規定による告示とみなされるもの

を含む。）に係る事業の用に供する場合

（２）事業施行地域内農用地において農業を営む者の農業経営上必要な施設の用

に供する場合であって、地方農政局長等が補助金を返還させないことを相当

と認める場合

（３）上記のほか、地方農政局長等が農村振興局長と協議して（北海道にあって

は農村振興局長が）特にやむを得ないと認める場合

３ ２により補助金の返還措置を講ずる場合の補助金の返還額の算定方法は、次の

とおりとする。ただし、次の方法により難い場合には、地方農政局長等は、地域

別農地の等級別等により、事業施行地域内農用地に格差を設けて返還額を定める

方法とすることができる。なお、返還対象補助金は、工事の完了後の総事業費を

基礎とし、総事業費の確定をもって一時に全額返還することとする。

補助金返還額＝Ａ×Ｃ／Ｂ

ただし、Ａ：返還対象補助金の総額

Ｂ：事業施行地域内農用地の総面積

Ｃ：法第91条の２第６項第１号及び第２号のいずれかに該当する行

為の対象となった土地の面積の総和

附 則

この通知は、平成31年４月１日から施行する。

附 則

この通知は、令和２年４月１日から施行する。

附 則

この通知は、令和３年４月１日から施行する。
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（別添様式１）

番 号

年 月 日

農林水産省○○農政局長 殿

北海道にあっては、北海道開発局経由農林水産省農村振興局長

沖縄県にあっては、内閣府沖縄総合事務局長

都道府県知事名 印

農地中間管理機構関連農地整備事業（農地整備事業）採択申請書

下記のとおり令和○○年度新規事業を実施したいので、農地中間管理機構関連農地整備事業実施要

綱（平成30年３月30日付け29農振第2689号農林水産事務次官依命通知）第７の１の規定に基づき、次

に掲げる資料を添えて申請します。

１．事業計画概要書

２．集積集約化等促進基盤整備計画

３．その他

〔４．費用負担者の同意書〕

〔５．施設の管理者の同意書〕

記

都道府
地 区 名 所 在 地 受 益 面 積 総事業費 備 考

県 名

ha 百万円

注：〔 〕は、土地改良事業に該当しない営農環境整備事業を実施する場合に添付する。
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（別添様式２）

番 号

年 月 日

事業採択通知書

都 道 府 県 知 事 殿

農林水産省農村振興局長

農林水産省○○農政局長

内閣府沖縄総合事務局長

令和○○年○○月○○日付け○○第○○号により申請のあった下記地区について、事業実施地区と

して採択したので通知する。

記

都道府
地 区 名 所 在 地 受 益 面 積 総事業費 備 考

県 名

ha 百万円
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別紙１（農地整備事業に係る運用） 

 

第１ 趣旨 

  農地整備事業の運用については、要綱及び要領本文によるほか、この運用

の定めるところによる。 

 

第２ 定義 

本事業に係る次に掲げる用語の意義は、それぞれ次に定めるところによる。 

１ 事業施行地域内農用地 法第 87 条の３第１項第１号に規定する「事業施

行地域内農用地」をいう。 

２ 中山間地域 土地改良法施行令（昭和 24年政令第 295号。以下「令」と

いう。）第 50 条の２の８に規定する「地勢等の地理的条件が悪く、農業の

生産条件が不利な地域」をいい、次に掲げる要件のいずれかを満たす地域

をいう。 

（１）沖縄県若しくは奄美群島又は離島振興法（昭和 28 年法律第 72 号）第

２条第１項の規定に基づき離島振興対策実施地域として指定された離島 

（２）豪雪地帯対策特別措置法（昭和 37 年法律第 73 号）第２条第１項の規

定に基づき指定された地域 

（３）山村振興法（昭和 40 年法律第 64 号）第７条第１項の規定に基づき指

定された地域 

（４）半島振興法（昭和 60 年法律第 63 号）第２条第１項の規定に基づき指

定された地域 

（５）過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法（令和３年法律第 19

号）第２条第１項（同法第 43 条の規定により読み替えて適用する場合を

含む。）に規定する過疎地域（同法第３条第１項若しくは第２項（これ

らの規定を同法第 43 条の規定により読み替えて適用する場合を含む。）、

第 41 条第１項若しくは第２項（同条第３項の規定により準用する場合を

含む。）、第 42 条又は第 44 条第４項の規定により過疎地域とみなされ

る区域を含み、令和３年度から令和８年度までの間に限り、同法附則第

５条に規定する特定市町村（同法附則第６条第１項、第７条第１項及び

第８条第１項の規定により特定市町村の区域とみなされる区域を含む。）

を、令和３年度から令和９年度までの間に限り、同法附則第５条に規定

する特別特定市町村（同法附則第６条第２項、第７条第２項及び第８条

第２項の規定により特別特定市町村の区域とみなされる区域を含む。）

を含む。） 

（６）特定農山村地域における農林業等の活性化のための基盤整備の促進に

関する法律（平成５年法律第 72 号）第２条第１項に規定する特定農山村

地域 

（７）旧急傾斜地帯農業振興臨時措置法（昭和 27 年法律第 135 号）第３条の

規定に基づき指定された地域又は事業施行地域内農用地域内の平均傾斜
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度が 15 度以上の地域（水田地帯を除く。） 

（８）棚田地域振興法（令和元年法律第 42 号）第７条第１項の規定に基づき

指定された指定棚田地域 

（９）（１）から（８）までに準じる地域であって地方農政局長等が特に必

要と認める地域 

３ 担い手 次に定める基準のいずれかを満たす経営体をいう。 

（１）認定農業者（農業経営基盤強化促進法（昭和 55 年法律第 65 号。以下

「基盤法」という）第 12 条第１項に基づき、市町村から経営改善計画の

認定を受けた経営体、又は、基盤法第 23 条第４項に規定する特定農業法

人をいう。）であること 

（２）認定新規就農者（基盤法第 14 条の４に基づき、市町村から青年等就農

計画の認定を受けた経営体）であること 

（３）市町村基本構想水準到達者（年間農業所得、営農類型、経営規模等か

ら判断して基盤強化法第６条第１項に規定する基本構想における効率的

かつ安定的な農業経営の指標の水準に達しているとみなせる経営体をい

う。）であること 

４ 農地中間管理権 農地中間管理事業の推進に関する法律（平成 25 法律第

101 号。以下「機構法」という。）第２条第５項に規定する農地中間管理

権をいう。 

５ まとまりを有する農地 令第 50 条の２の９の「集団的に存在する土地」

をいい、一連の営農に係る作業を継続するのに支障がない農地とし、次の

いずれかに該当するものとする。 

（１）２つ以上の農地が畦畔で接続しているもの 

（２）２つ以上の農地が道路又は水路等で接続しているもの 

（３）２つ以上の農地が各々一隅で接続し、作業の継続に大きな支障がない

もの 

（４）段状をなしている２つ以上の農地の高低の差が作業の継続に影響しな

いもの 

（５）２つ以上の農地が当該農用地の耕作者の宅地に接続しているもの 

（６）その他事業の趣旨に照らして適当であると認められるもの 

６ 経営等農用地 所有権若しくは利用権（農業経営基盤強化促進法第４条

第３項第１号の利用権をいう。）等の権原に基づき、又は農作業受託（基

幹ほ場３作業の受託を行っているものをいう。）により経営されている農

地をいう。 

７ 集積 経営体が経営等農用地を拡大することをいう。 

８ 集団化 同一の経営体の経営等農用地であって、まとまりを有する農地

となることをいう。 

９ 集約化 同一の経営体の経営等農用地であって、１ヘクタール（中山間

地域及び樹園地にあっては 0.5 ヘクタール、都道府県知事があらかじめ地

方農政局長等の意見を聴いた上で、１ヘクタール以上の面積を定めたとき
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は、その面積）以上のまとまりを有する農地となることをいう。 

 

第３ 事業の内容 

 別表の区分の欄に掲げる事業のうち、次の各号に掲げる事業については、

それぞれ当該各号に定める条件に適合することを要するものとする。 

１ 農業生産基盤整備事業及び農業生産基盤整備附帯事業 

（１）水田地帯において畦畔除去等簡易な整備を含む区画整理事業等の実施

により、大区画化等高生産性ほ場の整備が図られること。 

 ただし、地域の地形条件、営農等により、本要件の適合が技術的に困

難なもののうち、担い手又は農地所有適格法人等（農地所有適格法人（農

地法（昭和 27 年法律第 229号）第２条第３項に規定する農地所有適格法

人をいう。)及び特定農業法人（農業経営基盤強化促進法（昭和 55 年法

律第 65 号）第 23 条第４項に規定する特定農業法人をいう。)をいう。）

の農用地の集積に資するものとして適当と認められるものについては、

この限りではない。 

（２）区画整理事業によって形成されるほ場のうち原則としてその区画の面

積が 30 アール（第２の２の（３）及び（５）の地域並びに離島振興法第

２条第１項の規定に基づく指定地域において行うものにあっては、20 ア

ール。以下この号において同じ。）以上であるものの面積の合計が当該

区画整理事業を行う面積のおおむね２／３以上であること。 

 ただし、自然的、経済的条件等を勘案してやむを得ないと認められる

区域（次のいずれかに該当する区域）については、その区域の面積を区

画整理事業を行う面積から除外して計算することができる。 

ア 畑作についての営農計画が樹立されている区域（畑地、樹園地、田

畑輪換区域等） 

イ 30 アール以上の区画とすることによって土層の厚さが 30 ㎝以下と

なり不良土層（基岩、盤層、礫層、泥炭層等）の出現のおそれのある

区域 

ウ 30 アール以上の区画とすることによって田差がおおむね 1.0ｍ以上

となり農地の保全上好ましくないと認められる区域 

エ 30 アール以上の区画とすることによって著しく排水条件を悪化（地

下水層の切断等）させる区域 

（３）高付加価値農業施設移転等事業を実施し、高付加価値農業の振

興を図る場合にあっては、（２）にかかわらず、地域の実情に即したほ

場区画の規模及び形状となるよう考慮するものとする。 

２ 営農環境整備事業 

（１）農業集落道整備事業とは、主として農業機械の運行等の農業生産活動

及び農産物、農業資材等の運搬に供するもののうち、農業生産基盤整備

事業実施地区内に介在又は隣接する農業集落に係るもので、農業生産基

盤整備事業と有機的かつ密接に連携するものであること。 
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（２）農業集落排水施設整備事業とは、農業生産基盤整備事業実施地区内の

農業用用排水の水質保全及び機能維持を図るために必要な排水施設であ

り、農業生産基盤整備事業実施地区内に介在又は隣接する農業集落に係

るもので、当該農業生産基盤整備事業と有機的かつ密接に連携するもの

であること。 

（３）農業集落環境管理施設整備事業及び農作業準備休憩施設整備事業に当

たっては、その用途に応じて適切かつ良好な農作業環境の改善、集落環

境の保全、維持等が図られるよう留意する。また、農業集落環境管理施

設には、堆肥等を運搬する共同利用の施肥散布機械及び堆肥盤を含む。 

（４）用地整備事業の実施に当たっては、次に掲げる要件のいずれかに該当

する用地等を整備するものとする。 

ア 農林水産省所管に係る助成又は融資の対象となる施設であって農地

整備事業の実施と併せて導入されることが確実であり、かつ、当該施

設の管理予定者が定められているか、又は定められることが確実であ

るものの用に供するものであること。   

イ 地方公共団体等が事業実施主体となって整備する教育施設、社会福

祉施設、通信交通施設、行政施設等であって、農地整備事業の実施に

併せて整備することが確実であるものの用に供するものであること。 

ウ 農家の世帯員の雇用促進に資する施設又は集落の活性化につながる

施設の用に供するものであること。 

エ 営農施設の撤去又は移転であって、農地整備事業の効率が高められ、

かつ、農地整備事業の施行に係る地域内の土地における農業経営の合

理化に寄与するものであること。 

（５）営農用水施設整備事業の実施に当たっては、受益戸数がおおむね 10 戸

以上、かつ、末端の受益戸数が２戸以上であるものとする。また、その

用水の用途に応じて適切な水質を確保するよう留意する。 

３ 農業経営高度化支援事業 

（１）指導事業の内容は、収益性向上に資する営農展開等の推進を図るため

に行うものとし、具体的には次のとおりとする。 

ア 農業経営高度化支援事業の啓発普及 

イ 農業経営高度化支援事業の実施状況の確認及び報告 

ウ 農業経営高度化支援事業及び関連施策の総合的な実施のための関係

機関との調整 

エ 市町村、土地改良区、農業協同組合又は農地所有適格法人等（農地

所有適格法人（農地法（昭和 27 年法律第 229号）第２条第３項に規定

する農地所有適格法人をいう。)及び特定農業法人（農業経営基盤強化

促進法（昭和 55 年法律第 65 号）第 23条第４項に規定する特定農業法

人をいう。)をいう。以下同じ。）が行う、農業経営高度化支援事業の

うち調査・調整事業又は耕地利用高度化推進事業に関する助言又は指

導 

74



（２）指導事業は、農業生産基盤整備事業等（別表の区分の欄の１から３ま

での事業をいう。）の開始年度の前々年度から整備計画に定める目標年

度（以下「目標年度」という。）まで実施することができるものとする。

ただし、農業生産基盤整備事業等の完了後にあっては、調査・調整事業

又は耕地利用高度化推進事業を実施する場合に限って実施することがで

きるものとする。 

（３）調査・調整事業の内容は、収益性向上に資する営農展開等の推進を図

るために行うものとし、具体的には次のとおりとする。 

ア 関係農家の意向調査活動 

イ 農業機械の利用再編に関する活動 

ウ 普及センター等の助言指導を受けて行う営農指導に関する活動 

エ 農地所有適格法人等の持続的な農業経営の確立に関する活動 

オ 土地利用調査・調整活動 

カ 農業生産基盤整備事業等の開始年度以降の作物別の作付面積、単収

・単価等の調査 

（４）調査・調整事業は、農業生産基盤整備事業等の開始年度の前々年度か

ら目標年度まで実施することができるものとする。 

（５）耕地利用高度化推進事業の内容は、次のとおりとする。 

ア 営農上支障となる湧水処理及び不陸均平 

イ 効果的な地下水管理のための暗渠の清掃・被覆材の入替え 

ウ 暗渠の効果を高める補助的な暗渠の施工 

エ 表流水の迅速な排除のための額縁明渠の施工 

オ 補助的な暗渠施工機具等の共同利用体制の整備 

カ 転作後に必要な田面整地作業 

キ その他農用地の良好な生産環境の維持及び条件整備活動 

（６）耕地利用高度化推進事業は、農業生産基盤整備事業等の開始年度の翌

年度から目標年度まで実施することができるものとする。 

４ 機構集積推進事業 

機構集積推進事業の実施に当たっては、担い手への農用地の集積・集約

化の促進に資するものとなるよう配慮するものとする。 

５ 共通事項 

事業の実施に当たっては、農地地図情報の利活用を図ること等により、

事業の効率的かつ効果的な推進に努めるものとする。  

 

第４ 事業実施主体 

   要綱第４の農村振興局長が別に定める者は、次の各号に掲げる事業ごと

にそれぞれ当該各号に掲げるものとする。 

１ 別表の区分の欄の１、２、３及び５の事業 都道府県 

２ 別表の区分の欄の４に掲げる事業のうち事業種類の欄の（１）に掲げる

事業 都道府県又は都道府県土地改良事業団体連合会 
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３ 別表の区分の欄の４に掲げる事業のうち事業種類の欄の（２）に掲げる

事業 都道府県、市町村、都道府県土地改良事業団体連合会、土地改良区、

農業協同組合又は農地所有適格法人等 

４ 別表の区分の欄の４に掲げる事業のうち事業種類の欄の（３）に掲げる

事業 都道府県又は市町村 

 

第５ 採択要件 

１ 要領第４の４の（２）の定める要件は、次に定めるとおりとする。 

（１）目標年度において、次のいずれかを満たすこと。 

ア 米の生産コストが 60キログラム当たりおおむね 9,600円を下回るこ

とが見込まれること。 

イ 作物生産額（主食用米を除く。以下同じ。）に占める高収益作物の

割合がおおむね８割以上となり、かつ、高収益作物に係る作物生産額

がおおむね 10 パーセント以上増加することが見込まれること、又は、

作物生産額に占める高収益作物の割合がおおむね５割以上となり、か

つ、高収益作物に係る作物生産額がおおむね 50 パーセント以上増加す

ることが見込まれること。 

（２）事業実施前の事業対象施行地域内農用地において、狭小・不整形、排

水不良等の農用地が過半を占めること。 

（３）事業実施前の担い手の農地利用集積率及び担い手の農地集約化率がい

ずれもおおむね 80 パーセント以下であること。 

２ 要領第４の５の収益性の向上に係る要件の細目は、次に定めるとおりと

する。 

（１）事業実施前から目標年度にかけて、担い手への農用地の集積率及び集

約化率がそれぞれおおむね 50パーセントポイント向上する地区について

は、目標年度において、次のいずれかを満たすこと。 

ア 販売額が 20 パーセント以上向上することが見込まれること。 

イ 生産コストが 20 パーセント以上削減され、かつ、１の（１）のアを

満たすことが見込まれること。 

（２）事業実施前から目標年度にかけて、担い手への農用地の集積率及び集

約化率がそれぞれおおむね 50パーセントポイント向上しない地区につい

ては、目標年度において、次のいずれかを満たすこと。 

ア 販売額が 20 パーセント以上向上することが見込まれること。 

イ 生産コストが 20 パーセント以上削減され、かつ、１の（１）のア又

はイのいずれかを満たすことが見込まれること。 

３ 要領第４の２の（２）に掲げるまとまりを有する農用地の面積について、

都道府県知事は、あらかじめ各地方農政局等の意見を聴いた上で、要領第

４の２の（２）に掲げる面積を超える面積を事業の採択要件とすることが

できるものとする。 
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第６ 計画の作成 

１ 都道府県知事は、整備計画の作成に当たっては、次の事項を記載するも

のとする。なお、要領本文第４の４の（２）に掲げる、担い手への農用地

の集積率及び集約化率がそれぞれおおむね 50 パーセントポイント以上向

上する地区については別記様式第１－１号により、おおむねパーセント 50

ポイント以上向上しない地区については別記様式第１－２号により作成す

るものとする。 

（１）市町村が定めた農業構造改善目標 

（２）担い手等の見通し 

（３）農用地の流動化計画 

（４）農用地の集団化計画 

（５）経営体育成計画 

（６）土地利用計画 

（７）収益性向上計画 

（８）推進体制整備計画 

（９）農業生産基盤整備計画 

２ 都道府県知事は、整備計画の策定に当たっては、機構の長及び市町村長

の協力のもと、機構法に基づき都道府県が作成する「農地中間管理事業の

推進に関する基本方針」並びに基盤法に基づき都道府県が作成する「農業

経営基盤の強化の促進に関する基本方針」及び市町村が作成する基本構想

を踏まえることとする。 

３ 都道府県知事は、１の（７）の収益性向上計画の策定に当たっては、高

収益作物への転換等による販売額の向上や農地の大区画化等による生産コ

ストの削減によって収益性の向上を図るための具体的な取組方針を盛り込

むものとする。 

４ 都道府県知事は、１の（８）の推進体制整備計画の策定に当たっては、

機構と連携し、市町村、農業委員会、土地改良区等の関係機関及び担い手

の意見を聴取し、担い手による農用地利用が継続的に図られる体制を盛り

込むものとする。 

５ 都道府県知事は、別表の区分又は事業種類の欄に掲げる事業のうち、次

の各号に掲げる事業を実施するに当たっては、それぞれ当該各号に掲げる

計画を作成するものとする。 

（１）高付加価値農業施設移転等事業 

都道府県知事は、次に定めるところにより、高付加価値農業振興計画

を作成するものとする。 

ア 高付加価値農業振興計画は、優良農用地の確保と土地利用秩序の形

成に資するための農用地の整備及び地域の実情に即した高付加価値農

業の振興に関する計画とする。なお、高付加価値農業とは、消費者ニ

ーズに的確に対応した収益性の高い農業で、次の手法により農産物の

付加価値を高めるものをいう。 
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（ア）当該地域に適した新たな農作物の導入又は地域の伝統作物の掘

起こし 

（イ）品質面で優れた品種、特別な販売方式等の導入 

（ウ）農作物の加工を通じた地域特産物の開発 

（エ）その他適当と認められる手法 

イ 高付加価値農業振興計画においては、次に掲げる事項について定め

るものとする。 

（ア）農業振興の構想 

① 農業振興地域の開発整備の構想及び同構想の中で位置付けら

れる当該地区の農業振興の構想 

② 高付加価値農業の振興が土地利用型農業の構造改善、地域の活

性化等に与える影響 

（イ）高付加価値農業形成計画 

① 高付加価値農業に関する営農計画 

② 土地利用型農業区域と高付加価値農業区域の秩序のあり方 

③ 農用地の権利移動状況 

④ 各種計画との調整 

（２）営農環境整備事業 

ア 都道府県知事は、必要に応じ次の事項に係る計画を定めるものとす

る。 

（ア）当該事業の目的 

（イ）費用負担予定者 

（ウ）工事計画 

（エ）費用の総額 

（オ）施設の整備を行う事業にあっては、施設予定管理者及び予定管

理方法 

（カ）資金計画 

イ アの計画を定めるに当たっては、当該事業計画、当該事業計画の変

更を行う場合におけるその手続及び同意を要する変更事由について、

あらかじめ費用負担予定者の同意を得るものとする。アの（オ）の事

項を定める場合にあっては、同様にあらかじめ施設予定管理者の同意

を得るものとする。 

 

第７ 計画の変更等 

１ 都道府県知事は、次に掲げる変更があった場合には、その内容を踏まえ

て、整備計画の変更を行うとともに、翌年度の 11 月末日までに地方農政局

長等にその旨を報告するものとする。なお、その報告は、別記様式第２号

によるものとする。 

（１） 担い手の変更（認定農業者、農地所有適格法人等の変更を含む。） 

ア 担い手の追加 
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イ 担い手の交代 

ウ 担い手の除外 

（２）事業計画の変更 

（３）目標年度の変更 

（４）その他整備工程計画の変更等に伴い事業実施期間における農用地の流

動化計画、農用地の集団化計画、経営体育成計画及び収益性向上計画の

内容に変更が生じた場合 

 

第８ 事業の達成状況報告 

１ 事業の進捗及び達成状況については、農業生産基盤整備事業等に着手し

た年度から目標年度までの毎年度、当該進捗及び達成状況を調査し、別記

様式第３号により翌年度の９月末日までに地方農政局長等に報告するもの

とする。 

２ 要領第７の２に掲げる改善措置を講じるよう指導を受けた場合には、目

標の達成に向けて、整備計画を見直し、指導を受けた年度の３月末日まで

に当該計画を地方農政局長等に報告するものとする。 

３ 整備計画の見直しに当たっては、指導を受けた年度の翌年度から目標年

度までの毎年度の農地集団化率の目標値について、整備計画における農用

地の集団化計画において設定することし、当該目標値の達成状況について、

１に掲げる報告と併せて、地方農政局長等に報告するものとする。 

 

第９ 助成 

１ 農地整備事業に係る要綱第８の経費とは、別記に掲げる費用とする。 

２ 別記の工事費には、非農用地に係る換地（換地上必要な工事を含む。）

に必要な経費のほか、次に掲げる施設用地の整備等に関する事業の工事に

必要な経費を含むものとする。 

（１）農業近代化施設用地 

（２）地方公共団体等が事業実施主体となって地域住民の生活環境の改善の

ために整備する教育施設、社会福祉施設、保健医療施設、通信交通施設、

行政施設等の施設用地 

（３）集落移転用地 

３ 別記の換地費には、確定測量費を含むものとする。 

４ 指導事業の助成は、農業生産基盤整備事業等の開始年度から目標年度ま

でにおいて実施するものとする。 

５ 調査・調整事業の助成は、６の限度額の範囲内において、農業生産基盤

整備事業等の開始年度から目標年度までにおいて実施するものとする。 

６ 調査・調整事業の助成の限度額は、当該事業の受益面積ごとに区分する

次の基準額に調整事業の実施年数を乗じた額とする。 

（１）60ヘクタール未満の場合にあっては、1,500 千円 

（２）60ヘクタール以上 200 ヘクタール未満の場合にあっては、2,000 千円 
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（３）200 ヘクタール以上の場合にあっては、4,000 千円 

７ 耕地利用高度化推進事業の助成は、農業生産基盤整備事業等の総事業費

の２パーセントに相当する額の範囲内において、農業生産基盤整備事業等

の開始年度の翌年度から目標年度までにおいて実施するものとする。 

 

第 10 その他 

１ 別表の区分２から４までの事業は、法による土地改良事業以外の事業と

して実施するものとしているので、留意されたい。 

２ 本事業で整備された暗渠排水のうち、地域排水型暗渠排水（農地周辺の

宅地等への洪水被害防止等地域排水機能を発揮する暗渠排水をいう。）で

あって、市町村又は土地改良区その他公共的団体が所有するとともに、災

害対策基本法（昭和 36 年法律第 223 号）第 42 条に規定する市町村地域防

災計画（都道府県又は市町村が策定するこれに準ずる計画を含む。）に位

置付けられているものは、地方財政法（昭和 22 年法律第 67 号）第５条第

５号に掲げる公共施設に当たる。 

３ 本事業の実施に当たっては、事業実施主体は、可能な限り事業費の低減

に努めるものとする。 

４ 別表の区分４に掲げる事業の実施に当たっては、都道府県知事は、本事

業の趣旨に鑑み、農業者の費用負担が原則生じないよう配慮するものとす

る。 
５ 中山間地域等直接支払交付金の実施地域において本事業を行う場合は、

集落戦略（中山間地域等直接支払交付金実施要領（平成 12 年４月１日付け

12 構改Ｂ第 38 号農林水産事務次官依命通知）第６の２の(1)のアの(ｵ)の「集

落戦略」をいう。）が策定されている（見込みを含む）こと。 
 

 

別 記 

１ 工事費（請負工事にあっては、工事費とする。） 

 ア 純工事費 

 イ 測量設計費 

 ウ 用地費及び補償費 

 エ 船舶機械器具費 

 オ 全体実施設計費 

 カ 換地費 

２ 推進費 

３ 調査・調整費 
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別表

区 分 事 業 種 類 事 業 内 容 備 考

１ 農業生産基盤 (1) 区画整理事業 農用地等の区画形質の変更

整備事業

(2) 農用地造成 農用地の造成

２ 農業生産基盤 (1) 土壌改良事業 土壌改良資材の投入等

整備附帯事業
(2) 高付加価値農業施 事業区域に既に設置されている高付加価値農

設移転等事業 業に係る施設の撤去又は移転に関する事業

(3) 耕作放棄地解消・ 障害物の除去、除礫、深耕、整地、侵入防止

発生防止のための 柵の設置等

簡易な整備

３ 営農環境整備 (1) 農業集落道整備事 農業集落周辺における農業生産基盤整備事業

事業 業 に係る農道等を補完し、主として農業機械の

運行等の農業生産活動、農産物の運搬等に供

する農業集落道の整備

(2) 農業集落排水施設 農業用用排水の機能維持を図るために行う雨

整備事業 水等を排除する集落内の排水施設の整備

(3) 農業集落防災安全 農業集落の防災安全のための土留、防護柵、

施設整備事業 排水工、防風林、防雪林、水路防護施設、防

火水槽等の整備

(4) 農業集落環境管理 農業集落における環境を保全管理するための

施設整備事業 農産廃棄物等の処理、再利用等を行う施設の

整備

(5) 用地整備事業 区画整理による換地の手法によって捻出され

た用地又は農道、用排水路と一体として整備

する用地であって農業近代化施設、公用・公

共用施設等の用地の整備

(6) 環境整備事業 親水・景観保全のための施設としての親水護

岸、遊水施設、せせらぎ水路等の整備

(7) 生態系保全空間整 多種多様な野生生物が生息可能な空間の保全

備事業 や回復が見込まれる湿地、ため池等の整備、

これらの空間を結ぶネットワーク構築のため

の水路、樹林帯、水生植物の植栽等の整備

(8) 営農用水施設 農業経営に必要な営農用水供給施設及び飲雑

用水供給施設の整備又は変更で共同利用に係

るもの

(9) 農作業準備休憩施 農作業の合理化、作業環境の改善等を図るた

設 めの施設の整備
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(10) 地域資源利活用 地域資源を利活用して農業生産の補完又は生

基盤 活環境の改善を図るために必要な施設、集落

の活性化に資するための施設等に地域資源を

供給する施設等の整備

４ 農業経営高度 (1)指導事業 収益性向上に資する営農展開等の推進を図る

化支援事業 ために都道府県等が行う普及・指導活動

(2)調査・調整事業 収益性向上に資する営農展開等の推進を図る

ために行う耕地利用や水利用に係る関係農家

の意向調査活動、作物別の単収・単価等の調

査、関係機関との調査等調査・調整活動等

(3)耕地利用高度化推 営農上支障となる湧水処理及び不陸均平、暗

進事業 渠の維持管理、その他の農用地の良好な生産

環境の維持及び条件整備活動

５ 機構集積推進 機構集積推進事業 基盤整備と一体的に農地中間管理機構による

事業 担い手への農地の集積・集約化を推進
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全
農

家
に

占
め

る
農

用
地
の

項
目

認
定
農
業
者
数

備
考

(
h
a
)

①
面
積
(
h
a
)

②
(
％
)

②
÷
①

認
定

農
業

者
の

割
合

流
動

化
計

画
現

況
（
）

（
）

当
該

地
区

(対
象

事
業

完
了

時
)

目
標
年
度
：
○
○
年
度

及
び

経
営

体
対

象
事

業
完

了
時

（
）

（
）

市
町

村
平

均
育

成
計
画

目
標

（
）

（
）

並
び

に
農

地
集

団
化

計
（
h
a）

認
定
農
業
者

認
定

新
規

就
農

市
町

村
基

本
構

ほ
項

目
現
況
(
h
a
)

目
標
(
h
a)

ほ
場
整
備
の
手
法

ほ
場

整
備

計
画

方
法

（
目

標
）

者
想

水
準

到
達

者
場

大
区
画

整
標
準
区
画

備
小
区
画
(
労
働
集

約
型
)

計
未
整
備
(
小
区
画

含
む
)

画
計

（
h
a
）

計

農
業

生
産

基
盤

①
②

③
④

及
び

営
農

環
境

の
整

備
目

標
並

び
に

対
応

す
る

事
業

管
理

計
画

（
年
～

年
）

（
年
～

年
）

（
年
～

年
）

（
年
～

年
）

（
注

）
農
用

地
の

流
動

化
計

画
及

び
経

営
体
育
成
計

画
並
び
に
ほ
場
整
備
計
画
の

(
)
内
は
、
担
い
手

へ
の
農

地
集
団
化
面
積
に
つ
い
て
記

入
す
る
。
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２
．

農
業

経
営

の
変

化
と

農
業

農
村

整
備

の
展

望

（
記

入
例

）

現
況
（
令
和

年
）

目
標
（

令
和

年
）

経
営

形
態

個
別

経
営

３
９
戸

経
営
規
模
別
農
家
数

0
.
5h
a未

満
･
･
･
１

○
○
生
産

組
合
(
集
落
協
業
型
)
設
立
、

育
成

経
営
面
積

4
7
.
2
h
a
(
水
田
)

0
.
5～

1
.0

･
･
･
９

↓
農

地
面

積
5
1
.
8
h
a

1
.
0～

1
.5

･
･
･
1
0

法
人
組
織

の
企
業
経
営
の
確
立

(
田
:
5
1
.
2、

畑
:
0
.
6
)

1
.
5～

2
.0

･
･
･
８

担
い
手
･
･
･集

落
機
能
を
生
か
し
、
営
農
意
欲

の
あ
る
若
い
人
材
を
育
成

2
.
0～

2
.5

･
･
･
６

↓
作

物
米
＋
小
麦

2
.
5～

3
.0

･
･
･
０

集
落
一
農

場
制
の
確
立

3
.
0h
a以

上
･
･
･
１

委
託

･
･
･
４

作
物

米
＋
小
麦
＋
野
菜
＋
花
き

経
営

状
況

全
て

が
第

２
種

兼
業
農
家

農
用
地
利

用
性
の
向
上

農
業

従
事

者
の

高
齢
化
が

進
行

→
中
身
の
乏
し

い
抜
け
殻
状
態

直
播
栽
培

等
の
新
し
い
技
術
普
及

→
生
産
性
の
向
上

農
業

に
対

す
る

暗
い
現
状

認
識

機
械
・
施

設
の
効
率
的
利
用

零
細

規
模

（
平

均
1
.3
ha
）

経
営
と
生

産
と
調
査
研
究
等

農
地

の
分

散
錯

圃
→

低
い
生
産
性

各
必
要
部

門
の
担
当
者
育
成

→
企
業
経
営

農
業

機
械

及
び

器
具
の
個

別
保
有

→
過
剰
投
資

特
産
品
の

栽
培

→
高
付
加
価
値
農
業

生
産

基
盤

区
画

形
状

･
･
･
1
0
ａ

区
画
（
昭
和
3
8
年
○
○
土
地
改
良
事
業
実
施

）
区
画
形
状

･･
･標

準
区
画
、
大
区
画
(
1
h
a)

→
連
坦
的
農
地
集
積

の
状

況
農

道
･
･
･
幅
員

２
ｍ

農
道

･･
･集

落
道
と
の
一
体
整
備

用
水

路
･
･
･
開
水

路
（
老
朽
化
）

用
排
水
路

･･
･用

水
路
パ
イ
プ
ラ
イ
ン

用
水

源
･
･
･
河
川

水
、
地
下
水
、
た
め
池

暗
渠
排
水

→
農
地

の
質
的
向
上

直
播

技
術
の
普
及

畑
利

用
の
拡
大
(
野
菜
､
施
設
園
芸
)

フ
ラ

イ
ト
農
業

整
備

水
準

ほ
場

及
び

農
道

･
･
･
小
型
機
械
体
系
の
み
可
能

畦
畔
除
去

に
よ
る
大
区
画
整
備

→
大
型
機
械
体
系
可
能

用
排

分
離

･
･
･
た
だ
し
、
排
水
効
果
不
足

暗
渠
排
水

施
設
の
整
備

→
作
物
選
択
肢
の
拡
大

排
水
路
の

高
度
利
用

→
地
下
か

ん
が
い
、
直
播
技
術
対
応

水
管
理
の

自
動
化

→
稲
作
労

働
時
間
の
低
減

生
産
基
盤

と
生
活
環
境
の
一
体
整
備

→
2
1
世
紀
の
農
村

の
実
現

集
落
内

道
路
の
整
備

ア
メ
ニ

テ
ィ
向
上
の
整
備
（
集
落
周

辺
の
水
環
境
整
備
）

集
落
排

水
施
設
の
整
備

内
発
的
な
集
落
地

域
の
発
展
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３
．

対
象

事
業

名

事
業

名
地

区
名

採
択

年
度

完
了
予
定
年
度

受
益

面
積

総
事

業
費

○
○

事
業

年
度

年
度

ｈ
ａ

百
万
円

４
．

地
区

の
概

況

（
１

）
市

町
村

名
等

市
町
村
名

関
係
集
落
数

関
係
土
地
改
良
区
名

（
２

）
市

町
村

の
概

要

（
３

）
市

町
村

に
お

け
る

農
業

振
興
の
目
標

（
４

）
対

象
地

区
の

選
定

理
由

（
５

）
計

画
区

域
農

地
の

概
要

計
画

区
域

農
用

地
面

積
概

要
関

係
農

協
名

ｈ
ａ

（
６

）
社

会
経

済
条

件
（

振
興

計
画
等
の
指
定

状
況
）
（
市
町
村
名
：

調
査
年
度
：

令
和

年
度
）

名
称

対
象

地
域

指
定

・
許

可
年

月
日

指
定

許
可

指
定

許
可

指
定

許
可

指
定

許
可

（
７

）
生

産
調

整
の

実
施

状
況

転
作

等
目
標
面
積
(
令
和

年
度
)
（
h
a
）

該
当

市
町

村
全

体

事
業

地
区

関
係

集
落

（
注
）

総
事
業

費
は

、
生

産
基
盤

整
備

事
業

等
の
総

事
業
費

を
記

載
す

る
。
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第
２

章
計

画
事

項

１
．

市
町

村
が

定
め

た
農

業
構

造
改

善
目

標
（

経
営
規

模
の

目
標

等
）

：
（

記
入

例
）

番
号

営
農

類
型

経
営
規
模
の
目
標

農
家

戸
数
の
目
標

そ
の
他

①
水

稲
専

業
水
稲

５
ｈ
ａ

３
０

戸
（
流
動
化
目
標

面
積
）

畑
（
雨
除

）
１
０
ａ

６
５

ｈ
ａ

肉
用
牛
繁

殖
３
頭

②
水

稲
＋

肉
用

牛
（

繁
殖

）
水
稲

３
ｈ
ａ

４
０

戸
（
流
動
化
目
標

面
積
）

畑
（
雨
除

）
１
０
ａ

５
５

ｈ
ａ

肉
用
牛
繁

殖
２
０
頭

③
水

稲
＋

豚
（

繁
殖

）
水
稲

２
．
７
ｈ
ａ

１
５

戸
（
流
動
化
目
標

面
積
）

畑
（
雨
除

）
２
０
ａ

２
５

ｈ
ａ

繁
殖
豚

３
０
頭

④
水

稲
＋

野
菜

水
稲

３
ｈ
ａ

１
５

戸
（
流
動
化
目
標

面
積
）

畑
（
雨
除

）
３
０
ａ

１
５

ｈ
ａ

畑
（
露
地

）
２
０
ａ

２
．

担
い

手
等

の
見

通
し

（
１

）
担

い
手

の
見

通
し

①
農

家
数

及
び

経
営

規
模 専

業
第

一
種

兼
業

第
二

種
兼

業
計

戸
数

標
準

戸
数

標
準

戸
数

標
準

戸
数

標
準

経
営
規
模

経
営
規
模

経
営
規
模

経
営
規
模

戸
ha
/戸

戸
h
a
/
戸

戸
h
a
/
戸

戸
h
a
/
戸

現
況
（

Ｒ
○

）
(

)
(

)
(

)
(

)

戸
ha
/戸

戸
h
a
/
戸

戸
h
a
/
戸

戸
h
a
/
戸

目
標
（

Ｒ
○

）
(

)
(

)
(

)
(

)

（
注

）
上

段
（

）
は

、
地

区
外

の
経
営
面

積
も
カ
ウ
ン
ト
し
た
標
準
経

営
規
模
で
あ
る
。

②
担

い
手

の
見

通
し

認
定

農
業

者
認

定
新

規
就
農
者

市
町
村
構
想
水
準
到
達

者
計

現
況

目
標

現
況

目
標

現
況

目
標

現
況

目
標
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（
２

）
認

定
農

業
者

の
概

要
（

記
入

例
）

経
営

等
農

用
地

面
積

（
ｈ

ａ
）

年
後

認
定

農
業

者

継
現

況
対

象
事

業
完

了
時

（
上

段
）

・
目

標
（

下
段

）

農
業

者
名

者 の
認

経
基

所
有

耕
地

賃
借

権
等

設
定

地
基

幹
３

作
業

所
有

耕
地

賃
借

権
等

設
定

地
基

幹
３

作
業

有
定

認
定

営
準

地
地

受
託

地
地

地
受

託
地

齢
無

状
類

面
計

区
区

計
区

区

況
年

月
型

積
内

外
地

区
内

地
区

外
地

区
内

地
区

外
地

区
内

地
区

外
内

外
地

区
内

地
区

外
地

区
内

地
区

外
地

区
内

地
区

外

(
h
a
)

○
○

○
○

○
4
8

無
×

H
1
8
.
1
0

②
2
.
5

1
.
8
0

1
.
5
0

0
.
3
0

1
.
5
0

0
.
3
0

6
.
6
0

5
.
6
0

1
.
0
0

2
.
0
0

0
.
5
0

1
.
5
0

2
.
1
0

0
.
5
0

(
4
.
6
0
)

(
3
.
6
0
)

(
1
.
0
0
)

(
1
.
4
0
)

(
0
.
5
0
)

(
0
.
4
0
)

(
1
.
8
0
)

(
0
.
5
0
)

(
予

定
)

(
1
.
0
)

(
1
.
0
0
)

(
1
.
0
0
)

(
0
)

(
1
.
0
0
)

(
0
)

7
.
0
0

6
.
0
0

1
.
0
0

2
.
2
0

0
.
5
0

1
.
7
0

2
.
1
0

0
.
5
0

(
5
.
2
0
)

(
4
.
2
0
)

(
1
.
0
0
)

(
1
.
5
0
)

(
0
.
5
0
)

(
0
.
9
0
)

(
1
.
8
0
)

(
0
.
5
0
)

2
.
5

1
.
8
0

1
.
5
0

0
.
3
0

1
.
5
0

0
.
3
0

6
.
6
0

5
.
6
0

1
.
0
0

2
.
0
0

0
.
5
0

1
.
5
0

2
.
1
0

0
.
5
0

計
(
4
.
6
0
)

(
3
.
6
0
)

(
1
.
0
0
)

(
1
.
4
0
)

(
0
.
5
0
)

(
0
.
4
0
)

(
1
.
8
0
)

(
0
.
5
0
)

(
1
.
0
)

(
1
.
0
0
)

(
1
.
0
0
)

(
0
)

(
1
.
0
0
)

(
0
)

7
.
0
0

6
.
0
0

1
.
0
0

2
.
2
0

0
.
5
0

1
.
7
0

2
.
1
0

0
.
5
0

(
5
.
2
0
)

(
4
.
2
0
)

(
1
.
0
0
)

(
1
.
5
0
)

(
0
.
5
0
)

(
0
.
9
0
)

(
1
.
8
0
)

(
0
.
5
0
)

（
注

）
１

．
経

営
等

農
用

地
面

積
と

は
、

基
幹

ほ
場

３
作

業
以

上
の

受
託

作
業

を
含

む
面

積
で

所
有

、
権

利
（

利
用

権
を

含
む

）
設

定
、

受
託

面
積

の
合

計
面

積
と

す
る

（
以

下
同

じ
。

）
。

２
．

経
営

等
農

用
地

面
積

は
、

実
施

要
領

(
平

成
2
3
年

４
月

１
日

付
け

2
2
農

振
第

2
2
0
0
号

農
村

振
興

局
長

通
知

)
（

以
下

「
要

領
」

と
い

う
。

）
に

よ
る

算
定

方
法

に
基

づ
く

も
の

で
あ

る
（

以
下

同
じ

。
）

。

３
．

基
幹

３
作

業
受

託
地

（
面

積
）

と
は

、
基

幹
ほ

場
３

作
業

（
機

械
利

用
に

よ
る

耕
起

、
田

植
等

及
び

収
穫

作
業

を
い

う
。

）
以

上
を

受
託

し
て

い
る

も
の

と
す

る
（

以
下

同
じ

。
）

。

４
．

対
象

事
業

完
了

時
の

欄
に

は
、

実
施

要
綱

・
要

領
で

定
義

す
る

要
件

を
備

え
た

担
い

手
に

係
わ

る
面

積
で

あ
っ

て
、

対
象

事
業

完
了

時
の

数
値

を
記

入
す

る
（

以
下

同
じ

。
）

。

５
．

認
定

農
業

者
の

経
営

類
型

の
欄

に
は

、
１

．
市

町
村

が
定

め
た

農
業

構
造

改
善

目
標

の
類

型
番

号
を

記
入

す
る

（
以

下
同

じ
。

）
。

６
．

経
営

等
農

用
地

面
積

の
（

）
内

は
、

農
地

集
団

化
面

積
（

１
h
a
（

中
山

間
地

域
等

に
あ

っ
て

は
0
.
5
h
a
以

上
）

を
記

入
す

る
。
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（
３

）
認

定
新

規
就

農
者

の
概

要
（

記
入

例
）

経
営

等
農

用
地

面
積

（
ｈ

ａ
）

年
後

認
定

新
規

就
農

者

継
現

況
対

象
事

業
完

了
時

（
上

段
）

・
目

標
（

下
段

）

農
業

者
名

者 の
認

営
所

有
耕

地
賃

借
権

等
設

定
地

基
幹

３
作

業
所

有
耕

地
賃

借
権

等
設

定
地

基
幹

３
作

業

有
定

認
定

農
地

地
受

託
地

地
地

受
託

地

齢
無

状
類

計
区

区
計

区
区

況
年

月
型

内
外

地
区

内
地

区
外

地
区

内
地

区
外

地
区

内
地

区
外

内
外

地
区

内
地

区
外

地
区

内
地

区
外

地
区

内
地

区
外

○
○

○
○

○
4
8

無
×

H
1
8
.
1
0

1
.
8
0

1
.
5
0

0
.
3
0

1
.
5
0

0
.
3
0

6
.
6
0

5
.
6
0

1
.
0
0

2
.
0
0

0
.
5
0

1
.
5
0

2
.
1
0

0
.
5
0

(
4
.
6
0
)

(
3
.
6
0
)

(
1
.
0
0
)

(
1
.
4
0
)

(
0
.
5
0
)

(
0
.
4
0
)

(
1
.
8
0
)

(
0
.
5
0
)

(
予

定
)

(
1
.
0
0
)

(
1
.
0
0
)

(
0
)

(
1
.
0
0
)

(
0
)

7
.
0
0

6
.
0
0

1
.
0
0

2
.
2
0

0
.
5
0

1
.
7
0

2
.
1
0

0
.
5
0

(
5
.
2
0
)

(
4
.
2
0
)

(
1
.
0
0
)

(
1
.
5
0
)

(
0
.
5
0
)

(
0
.
9
0
)

(
1
.
8
0
)

(
0
.
5
0
)

1
.
8
0

1
.
5
0

0
.
3
0

1
.
5
0

0
.
3
0

6
.
6
0

5
.
6
0

1
.
0
0

2
.
0
0

0
.
5
0

1
.
5
0

2
.
1
0

0
.
5
0

計
(
4
.
6
0
)

(
3
.
6
0
)

(
1
.
0
0
)

(
1
.
4
0
)

(
0
.
5
0
)

(
0
.
4
0
)

(
1
.
8
0
)

(
0
.
5
0
)

(
1
.
0
0
)

(
1
.
0
0
)

(
0
)

(
1
.
0
0
)

(
0
)

7
.
0
0

6
.
0
0

1
.
0
0

2
.
2
0

0
.
5
0

1
.
7
0

2
.
1
0

0
.
5
0

(
5
.
2
0
)

(
4
.
2
0
)

(
1
.
0
0
)

(
1
.
5
0
)

(
0
.
5
0
)

(
0
.
9
0
)

(
1
.
8
0
)

(
0
.
5
0
)

（
注

）
１

．
経

営
等

農
用

地
面

積
と

は
、

基
幹

ほ
場

３
作

業
以

上
の

受
託

作
業

を
含

む
面

積
で

所
有

、
権

利
（

利
用

権
を

含
む

）
設

定
、

受
託

面
積

の
合

計
面

積
と

す
る

（
以

下
同

じ
。

）
。

２
．

経
営

等
農

用
地

面
積

は
、

実
施

要
領

(
平

成
2
3
年

４
月

１
日

付
け

2
2
農

振
第

2
2
0
0
号

農
村

振
興

局
長

通
知

)
（

以
下

「
要

領
」

と
い

う
。

）
に

よ
る

算
定

方
法

に
基

づ
く

も
の

で
あ

る
（

以
下

同
じ

。
）

。

３
．

基
幹

３
作

業
受

託
地

（
面

積
）

と
は

、
基

幹
ほ

場
３

作
業

（
機

械
利

用
に

よ
る

耕
起

、
田

植
等

及
び

収
穫

作
業

を
い

う
。

）
以

上
を

受
託

し
て

い
る

も
の

と
す

る
（

以
下

同
じ

。
）

。

４
．

対
象

事
業

完
了

時
の

欄
に

は
、

実
施

要
綱

・
要

領
で

定
義

す
る

要
件

を
備

え
た

担
い

手
に

係
わ

る
面

積
で

あ
っ

て
、

対
象

事
業

完
了

時
の

数
値

を
記

入
す

る
（

以
下

同
じ

。
）

。

５
．

認
定

新
規

就
農

者
の

営
農

類
型

の
欄

に
は

、
１

．
市

町
村

が
定

め
た

農
業

構
造

改
善

目
標

の
類

型
番

号
を

記
入

す
る

（
以

下
同

じ
。

）
。

６
．

経
営

等
農

用
地

面
積

の
（

）
内

は
、

農
地

集
団

化
面

積
（

１
h
a
（

中
山

間
地

域
等

に
あ

っ
て

は
0
.
5
h
a
以

上
）

を
記

入
す

る
。
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（
４

）
市

町
村

基
本

構
想

水
準

到
達

者
の

概
要

（
記

入
例

）

経
営

等
農

用
地

面
積

（
ｈ

ａ
）

年
後

市
町

村
基

本
構

想

継
水

準
到

達
者

現
況

対
象

事
業

完
了

時
（

上
段

）
・

目
標

（
下

段
）

農
業

者
名

者 の
認

営
所

有
耕

地
賃

借
権

等
設

定
地

基
幹

３
作

業
所

有
耕

地
賃

借
権

等
設

定
地

基
幹

３
作

業

有
定

認
定

農
地

地
受

託
地

地
地

受
託

地

齢
無

状
類

計
区

区
計

区
区

況
年

月
型

内
外

地
区

内
地

区
外

地
区

内
地

区
外

地
区

内
地

区
外

内
外

地
区

内
地

区
外

地
区

内
地

区
外

地
区

内
地

区
外

○
○

○
○

○
4
8

無
×

H
1
8
.
1
0

1
.
8
0

1
.
5
0

0
.
3
0

1
.
5
0

0
.
3
0

6
.
6
0

5
.
6
0

1
.
0
0

2
.
0
0

0
.
5
0

1
.
5
0

2
.
1
0

0
.
5
0

(
4
.
6
0
)

(
3
.
6
0
)

(
1
.
0
0
)

(
1
.
4
0
)

(
0
.
5
0
)

(
0
.
4
0
)

(
1
.
8
0
)

(
0
.
5
0
)

(
予

定
)

(
1
.
0
0
)

(
1
.
0
0
)

(
0
)

(
1
.
0
0
)

(
0
)

7
.
0
0

6
.
0
0

1
.
0
0

2
.
2
0

0
.
5
0

1
.
7
0

2
.
1
0

0
.
5
0

(
5
.
2
0
)

(
4
.
2
0
)

(
1
.
0
0
)

(
1
.
5
0
)

(
0
.
5
0
)

(
0
.
9
0
)

(
1
.
8
0
)

(
0
.
5
0
)

1
.
8
0

1
.
5
0

0
.
3
0

1
.
5
0

0
.
3
0

6
.
6
0

5
.
6
0

1
.
0
0

2
.
0
0

0
.
5
0

1
.
5
0

2
.
1
0

0
.
5
0

計
(
4
.
6
0
)

(
3
.
6
0
)

(
1
.
0
0
)

(
1
.
4
0
)

(
0
.
5
0
)

(
0
.
4
0
)

(
1
.
8
0
)

(
0
.
5
0
)

(
1
.
0
0
)

(
1
.
0
0
)

(
0
)

(
1
.
0
0
)

(
0
)

7
.
0
0

6
.
0
0

1
.
0
0

2
.
2
0

0
.
5
0

1
.
7
0

2
.
1
0

0
.
5
0

(
5
.
2
0
)

(
4
.
2
0
)

(
1
.
0
0
)

(
1
.
5
0
)

(
0
.
5
0
)

(
0
.
9
0
)

(
1
.
8
0
)

(
0
.
5
0
)

（
注

）
１

．
経

営
等

農
用

地
面

積
と

は
、

基
幹

ほ
場

３
作

業
以

上
の

受
託

作
業

を
含

む
面

積
で

所
有

、
権

利
（

利
用

権
を

含
む

）
設

定
、

受
託

面
積

の
合

計
面

積
と

す
る

（
以

下
同

じ
。

）
。

２
．

経
営

等
農

用
地

面
積

は
、

実
施

要
領

(
平

成
2
3
年

４
月

１
日

付
け

2
2
農

振
第

2
2
0
0
号

農
村

振
興

局
長

通
知

)
（

以
下

「
要

領
」

と
い

う
。

）
に

よ
る

算
定

方
法

に
基

づ
く

も
の

で
あ

る
（

以
下

同
じ

。
）

。

３
．

基
幹

３
作

業
受

託
地

（
面

積
）

と
は

、
基

幹
ほ

場
３

作
業

（
機

械
利

用
に

よ
る

耕
起

、
田

植
等

及
び

収
穫

作
業

を
い

う
。

）
以

上
を

受
託

し
て

い
る

も
の

と
す

る
（

以
下

同
じ

。
）

。

４
．

対
象

事
業

完
了

時
の

欄
に

は
、

実
施

要
綱

・
要

領
で

定
義

す
る

要
件

を
備

え
た

担
い

手
に

係
わ

る
面

積
で

あ
っ

て
、

対
象

事
業

完
了

時
の

数
値

を
記

入
す

る
（

以
下

同
じ

。
）

。

５
．

認
定

新
規

就
農

者
の

営
農

類
型

の
欄

に
は

、
１

．
市

町
村

が
定

め
た

農
業

構
造

改
善

目
標

の
類

型
番

号
を

記
入

す
る

（
以

下
同

じ
。

）
。

６
．

経
営

等
農

用
地

面
積

の
（

）
内

は
、

農
地

集
団

化
面

積
（

１
h
a
（

中
山

間
地

域
等

に
あ

っ
て

は
0
.
5
h
a
以

上
）

を
記

入
す

る
。
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（
５

）
農

業
経

営
規

模
拡

大
計

画
（

記
入

例
） 現

況
目

標

個
別

経
営

高
生
産
性

農
業
型
ほ
場
区
域
（

22
.0
ｈ
ａ
）

関
係

農
家

数
6
3
戸

認
定
農

業
者
（

7
.
2
ｈ
ａ
）

う
ち

専
業

：
3
戸

、
１

兼
：

5
戸
、
２

兼
：

5
5
戸

農
家
戸
数

5
戸

経
営
等
面
積
計

7.
2

h
a

関
係

農
家

の
経

営
等

総
面

積
2
7
.
5
h
a（

戸
当
た
り

0
.
4
4
h
a
）

戸
当
た
り
経
営
等
面
積

1.
4

h
a

う
ち

高
生
産
性
農
業
型
ほ
場
区
域

に
占
め
る
面
積
比
率

3
2.

7
%

再
編

地
区

に
占

め
る

経
営

等
面

積
2
7
.
5
h
a（

戸
当
た
り

0
.
4
4
h
a
）

（
所

有
耕

地
＋

賃
借

地
等

＋
基

幹
３
作
業
以
上

受
託
面
積
）

認
定
新
規

就
農
者
（
－
ｈ
ａ
）

う
ち

地
区

内
所

有
耕

地
面

積
2
7
.
5
h
a

農
家
戸
数

戸
地

区
内

賃
借

権
等

設
定

面
積

－
h
a

経
営
等
面
積
計

ha
地

区
内

基
幹

３
作

業
以

上
受
託
面
積

－
h
a

高
生
産
性
農
業
型
ほ
場
区
域

に
占
め
る
面
積
比
率

%

市
町
村
基
本
構
想
水
準
到

達
者
（

0
.
5
ｈ
a
)

農
家
戸
数

4
戸

経
営
等
面
積
計

0.
5

h
a

関
係

農
家

の
う

ち
地

区
内

の
中

核
農

家
－

戸
高
生
産
性
農
業
型
ほ
場
区
域

に
占
め
る
面
積
比
率

2.
3

%
経

営
等

面
積

計
－

h
a

（
戸
当
た
り

－
h
a
）

（
所

有
耕

地
＋

賃
借

地
等

＋
基
幹
３
作
業

以
上
受
託
面
積
）

生
産
組
織

（
－
ｈ
ａ
）

う
ち

所
有

耕
地

面
積

計
－

h
a

農
家
戸
数

戸
経
営
等
面
積
計

ha
賃

借
権

等
設

定
面

積
計

－
h
a

高
生
産
性
農
業
型
ほ
場
区
域

に
占
め
る
面
積
比
率

%
基

幹
３

作
業

以
上

受
託

面
積
計

－
h
a

農
地
所
有
適
格

化
法
人
（
－
ｈ
ａ
）

参
加
農
家
戸
数

戸
経
営
等
面
積
計

ha
高
生
産
性
農
業
型
ほ
場
区
域

に
占
め
る
面
積
比
率

%

小
規
模
経
営
（

3
.
4
ｈ
ａ
）

関
係
農
家
戸
数

6
戸

経
営
等
面
積
計

3
.4

h
a

高
生
産
性
農
業
型
ほ
場
区
域

に
占
め
る
面
積
比
率

1
5.

5
%

集
落
営
農

（
1
0
.
9
ｈ
ａ
）

関
係
農
家
戸
数

2
3

戸
経
営
等
面
積
計

1
0.

9
h
a

高
生
産
性
農
業
型
ほ
場
区
域

に
占
め
る
面
積
比
率

4
9.

5
%

生
産

組
織

又
は

農
地

所
有
適
格
化

法
人

集
約
農
業
型
ほ
場
区
域
（

2
.1

ｈ
ａ
）

な
し

経
営
等
面
積
計

2
.
1

h
a

（
う
ち

担
い
手

－
h
a
）

関
係
農
家
戸
数

1
5

戸
（
う
ち

担
い
手

－
戸
）

条
件
不
利

区
域

な
し

農
地
転
用
区
域

な
し

非
農
用
地

ほ
か
（
6
.
3
ｈ
ａ
）

公
園
用

地
：
0
.
1
4
h
a

営
農
倉
庫

用
地
：
0
.
1
0
h
a

都
市
計
画

街
路
：
0
.
4
5
h
a

宅
地
そ

の
他
：
0
.
3
4
h
a

排
水
調
整

池
用
地
：
0
.
4
8
h
a

そ
の
他
：

0
.
5
4
h
a

墓
地
：
0
.
4
5
h
a

道
路
水
路

3
.
8
h
a

93



（
６

）
経

営
形

態
と

ほ
場

整
備

（
記

入
例

）

現
況

目
標

ほ
場

形
態

経
営

・
組

織
形

態
耕

作
面

積
戸

数
経
営
・
組
織
形
態

耕
作
面
積

戸
数

規
模

拡
大

志
向

農
家

Ａ
１

1
.
0

1
規
模
拡
大
志
向
農
家

Ａ
１

1
.
3

1
大
区
画
(
1
h
a
)

〃
Ａ

２
0
.
9

1
〃

Ａ
２

0
.
9

1
大
区
画
(
5
0
a
)

〃
Ａ

３
0
.
7

1
〃

Ａ
３

2
.
5

1
〃

Ａ
４

1
.
5

1
〃

Ａ
５

1
.
0

1
個

人
営

農
希

望
農

家
Ｂ

１
2
4
.
9

60
農
業
生
産
組
織

Ｐ
１

1
0
.
9

2
3

大
区
画
(
1
h
a
、
5
0
a
)
、

標
準
区
画

農
地
所
有
適
格
化
法
人

Ｐ
２

0
.
5

4
大
区
画
(
5
0
a
)

個
人
営
農
希
望
農
家

Ｂ
１

5
.
5

2
1

標
準
区
画

土
地
持
ち
非
農
家

1
0

計
2
7
.
5

6
3

計
2
4
.
1

6
3

（
注

）
経

営
形

態
に

つ
い

て
は

、
経

営
形

態
現
況
図
及

び
計
画
図
を
そ
れ
ぞ
れ
対
応

す
る
生
産
基
盤
整
備
状

況
図
を

用
い
て
作
成
す
る
。

経
営

形
態

現
況

図
又

は
計

画
図

（
目

標
）

（
凡

例
等

記
入

例
）

（
注

）
Ａ

３
版

で
現

況
及

び
計

画
別

に
２

葉
作
成
し
、

文
字
等
が
小
さ
く
見
に
く
く

な
る
場
合
は
別
途
巻
末

に
添
付

す
る
。

（
現

況
）

（
計

画
）

凡
例

凡
例

経
営

・
組

織
形

態
等

耕
作
面
積
(
h
a
)

ほ
場

形
態

経
営
・
組

織
形
態
等

耕
作
面
積
(
h
a
)

ほ
場

形
態

（

Ａ
１

規
模

拡
大

志
向

農
家

4
.6

未
整
備
(
1
0
a
)

（
Ａ
１

規
模
拡
大

志
向
農
家

1
0
.
5

標
準
区
画
(
3
0
a
)
～

彩
Ａ
２

〃
4
.8

彩
Ａ
２

〃
6
.
7

大
区
画
(
5
0
a
、
1
h
a
)

色
Ａ
３

〃
4
.2

Ａ
３

〃
6
.
6

区
Ｂ
１

個
人

営
農

農
家

1
01
.1

色
Ｐ
１

生
産
組
織

2
4
.
2

分
Ｂ
２

〃
（

そ
の

他
農

家
）

38
.7

Ｐ
２

〃
3
6
.
3

）

Ｃ
自

家
消

費
型

農
家

1
.3

区
Ｂ
１

個
人
営
農

農
家

3
0
.
2

標
準
区
画
(
3
0
a
)

Ｂ
２

〃
（
そ
の

他
農
家
）

3
4
.
7

分
Ｃ

自
家
消
費

型
農
家

1
.
1

）

Ｘ
非
農
用
地

1
.
4
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（
７

）
経

営
形

態
移

行
の

概
要

（
記

入
例

）

現
況

計
画

(
完

了
時

)
計

画
(
目

標
)

大
規

模
経

営
農

家
［

2
.
6
ｈ

ａ
３
戸
］

大
規
模

経
営
農
家

［
6
.8

ｈ
ａ

５
戸
］

大
規
模
経
営

農
家

［
7
.
2
ｈ
ａ

５
戸

］

個
別

経
営

農
家

［
2
4
.
9
ｈ

ａ
６
０
戸
］

個
別
経

営
農
家

［
5
.9

ｈ
ａ

２
１
戸
］

個
別
経
営
農

家
［

5
.
5
ｈ
ａ

２
１
戸

］

委
託
農

家
［

－
ｈ
ａ

－
戸
］

委
託
農
家

［
－

ｈ
ａ

－
戸
］

計
［

2
7
.
5
ｈ

ａ
６
３
戸
］

自
家
消

費
農
家

［
－

ｈ
ａ

－
戸
］

自
家
消
費
農

家
［

－
ｈ
ａ

－
戸
］

農
業
生

産
組
織

［
1
0
.9

ｈ
ａ

２
３

戸
］

農
業
生
産
組

織
［

1
0
.
9
ｈ
ａ

２
３

戸
］

農
地
所

有
適
格
化
法

人
［

0.
5ｈ

ａ
４

戸
］

農
地
所
有
適
格
化
法

人
［

0
.
5
ｈ
ａ

４
戸
］

小
計

５
３

戸
小

計
５

３
戸

土
地
持

ち
非
農
家

［
ｈ
ａ

１
０
戸
］

土
地
持
ち
非

農
家

［
ｈ
ａ

１
０

戸
］

離
農
農

家
［

ｈ
ａ

－
戸
］

離
農
農
家

［
ｈ
ａ

－
戸
］

計
［

2
4
.1

ｈ
ａ

６
３
戸
］

計
［

2
4
.
1
ｈ
ａ

６
３
戸
］
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３
．

農
用

地
の

流
動

化
計

画

（
１

）
農

用
地

流
動

化
計

画

農
用

地
面

積
に

占

農
用

地
面

積
担

い
手

の
め

る
担

い
手

へ
の

区
分

(
h
a
)

経
営

等
面

積
利

用
集

積
率

(
h
a
)

(
％

)

A
B

B
／

A

現
況

(
ａ

)

１
年

度
目

２
年

度
目

３
年

度
目

４
年

度
目

５
年

度
目

対
象

事
業

完
了

時
(
ｂ

)

目
標

ｂ
－

ａ

（
注

）
１

．
対

象
事

業
の

各
年

度
に

お
い

て
実

施
要

綱
・

要
領

で
定

義
す

る
要

件
を

備
え

た
担

い
手

に
係

る
数

値
を

記
入

す
る

。

２
．

各
年

度
及

び
対

象
事

業
完

了
時

(
ｂ

)
の

欄
に

は
、

対
象

事
業

実
施

中
の

各
年

度
及

び
完

了
時

の
数

値
を

記
入

す
る

。

（
２

）
計

画
達

成
に

向
け

た
取

組
方

法

項
目

取
組

主
体

具
体

的
方

策

担
い

手
へ

の
都

道
府

県
農

地
利

用
集

積

市
町

村
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４
．

農
用

地
の

集
団

化
計

画
農

地
中

間
管

理
機

構
の

方
針

か
ら

整
理

す
る
。

(
1
)
農

用
地

集
団
化

計
画

項
目

農
用
地
面
積

担
い
手
の
経
営
面
積

集
団
化
面
積

集
団
化
率

集
約
化
面
積

集
約
化
率

（
ha
）

（
ha
）

（
ha
）

（
％
）

(h
a)

(h
a)

備
考

①
②

③
④
=③

/①
⑤

⑥
=⑤

/①

現
況

完
了
時

目
標

目
標
年
度
：
令
和
〇
〇
年
度

(
2
)
担

い
手

別
農
用

地
集

団
化

一
覧

担
い

手

番
号

区
分

地
番

面
積

計
画
地
目

集
団
化
面
積

備
考

①
認
定
農
業
者

（
ha
）

（
ha
）

②
認
定
新
規
就
農
者

③
市
町
村
構
想
水
準
達
成
者

小
計

小
計

小
計

合
計

※
一

覧
表

は
担

い
手

別
に

整
理

す
る
。
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(
3
)
農

用
地

集
団
化

状
況

図

農
用
地
集
団
化
状
況
図
（
現
況
）

〇
〇
計
画
区
域

受
益
地

集
団
化
算
定
地
域

凡
例

彩
色
区
分

担
い
手
番
号

１ ２ ３ ４ ５

農
用
地
集
団
化
状
況
図
（
目
標
）

〇
〇
計
画
区
域

受
益
地

集
団
化
算
定
地
域

凡
例

彩
色
区
分

担
い
手
番
号

１ ２ ３ ４ ５
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５
．

経
営

体
育

成
計

画

（
１

）
認

定
農

業
者

の
育

成
計

画

市
町

村
全

体
地

区
内

現
況

目
標

全
農

家
目
標

割
合

現
況

１
年

度
目

２
年

度
目

３
年

度
目

４
年

度
目

５
年

度
目

対
象

事
業

目
標

全
農
家

認
定
農
業
者

増
加
率

戸
数

(
％
)

完
了

時
戸
数

比
率
(
％
)

(％
)

A
B

A
/
B

C
D

E
D
/
E

D/
C

認
定

農
業

者
数

（
注

）
１

．
地

区
内

の
各

年
度

及
び

対
象

事
業
完
了
時

の
欄
に
は
、
対
象
事
業
地
区

内
に
お
け
る
事
業
実
施

中
の
各

年
度
及
び
完
了
時
の
数
値
を

記
入
す
る
。

（
２

）
計

画
達

成
に

向
け

た
取

組
方

法

項
目

取
組

主
体

具
体

的
方

策

認
定

農
業

者
の

育
成

都
道

府
県

市
町

村
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６
．

土
地

利
用

計
画

（
１

）
土

地
利

用
区

分

内
訳

面
積

集
落

名
高
生
産
性
農
業
型
ほ

場
区
域

(
h
a
)

集
約
農
業
型
ほ
場
区
域

条
件
不

利
区
域

農
地
転
用
区

域
非
農
用
地

そ
の

他
大

区
画
ほ
場
区
域

標
準
区
画
ほ
場
区
域

（
）

（
）

（
）

（
）

（
）

（
）

（
）

（
）

（
）

（
）

（
）

（
）

（
）

（
）

計
（

）
（

）
（

）
（

）
（

）
（

）
（

）

（
注

）
（

）
内

は
内

数
で

、
○

○
事

業
区
域
の

う
ち
、
畦

畔
除
去

等
簡
易

な
ほ
場
整

備
を
含
む

ほ
場

整
備
区

域
等

の
面

積
を

記
入

す
る

。

（
注

）
土

地
利

用
区

分
は

、
次

の
例

を
参

考
と

す
る

。

ア
．

高
生

産
性

農
業

型
ほ

場
区

域

(
ｱ
)
大

型
農

業
機

械
や

航
空

機
利

用
等

に
よ
る
大

規
模
経
営
や

乾
田

直
播
等
新

た
な
営
農

技
術

の
導
入
を

図
る
た

め
、

ほ
場

の
大

区
画

化
や

農
地

の
集

積
を

強
力

に
進

め
る

こ
と

が
可

能
な

地
域

。

(
ｲ
)
大

区
画

の
ほ

場
整

備
が

実
施

さ
れ

、
又
は
畦

畔
除
去
等
に

よ
り

区
画
の
大

規
模
化
が

促
進

さ
れ
る
地

域
。

(
ｳ
)
数

集
落

の
農

地
が

生
産

組
織

等
に

よ
り
利
用

さ
れ
る
こ
と

が
想

定
さ
れ
る

地
域
。

(
ｴ
)
将

来
と

も
生

産
性

の
高

い
優

良
農

地
と
し
て

保
全
す
る
地

域
。

(
ｵ
)
標

準
区

画
程

度
に

区
画

整
理

が
終

了
し
た
地

域
に
お
い
て

、
大

区
画
化
を

前
提
と
す

る
農

地
利
用
の

集
積
が

図
ら

れ
る

こ
と

。

イ
．

集
約

農
業

型
ほ

場
整

備
区

域

(
ｱ
)
大

区
画

ほ
場

を
造

成
す

る
こ

と
が

困
難
で
あ

り
、
果
樹
、

野
菜

等
を
交
え

た
集
約
的

な
複

合
経
営
を

目
指
す

地
域

。

(
ｲ
)
生

産
調

整
を

積
極

的
に

行
う

地
域

。

ウ
．

条
件

不
利

区
域

生
産

性
の

向
上

が
あ

ま
り

期
待

で
き

ず
、

原
則
と
し

て
事
業

対
象
と

し
な
い
地

域
。

エ
．

農
用

地
転

用
区

域

計
画

的
に

農
用

地
を

転
用

す
る

地
域

で
あ

っ
て
、
事

業
対
象

と
し
な

い
地
域
。

オ
．

非
農

用
地

○
○

事
業

等
に

よ
り

設
定

さ
れ

た
非

農
用
地
区

域
。

な
お

、
土

地
利

用
計

画
図

（
ゾ

ー
ニ

ン
グ

）
を
作
成

す
る
が
、

巻
頭

の
農
用
地

利
用
集
積

促
進

土
地
改
良

整
備
計

画
区

域
図

と
兼

用
す

る
。

（
２

）
優

良
農

地
の

保
全

に
向

け
た

取
組

方
法

（
記
入
例

）

（
整

備
さ

れ
た

農
地

の
農

業
上

の
利
用
を

確
保
し
、
遊
休
農
地
の
発
生
防
止
に
関
す
る

事
項
等
農
地

を
保
全
し
て
農

業
経
営
等
の
規
模
拡
大
に
資

す
る
取
組
方
策
を
記
載
す
る
。

）

項
目

取
組

主
体

具
体

的
方

策

優
良
農
地
の
保
全

都
道

府
県

（
例
） 促
進
計
画
に
お
い
て
定
め
ら
れ
た
取
組
方
策
に
つ
い
て
助
言
等
を
行
う
と
と
も
に
、
農
地
法
（
昭
和
27
年
法
律
第
22
9号

）
に
基
づ
く
遊
休
農
地
に
関
す
る
措
置
等
を
踏
ま

え
、
関
係
部
局
と
連
携
し
農
地
の
農
業
上
の
利
用
の
確
保
の
推
進
を
図
る
。

市
町

村
（
促
進
計
画
に
お
い
て
策
定
し
た
内
容
を
記
載

）
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７
．

収
益

性
向

上
計

画

(
1
)
収

益
性

向
上

に
向

け
た

取
組

方
針

需
要

構
造

等
の

変
化

に
応

じ
て

水
稲
作
に

当
た
っ
て
は
、
業
務
用
重
要
や
輸
出
の
対
応

、
ブ
ラ
ン
ド

化
を
図
る
な
ど

、
収
益
向
上
を
図
る
た
め
の

取
組
方
針
を
作
成
す
る
。

収
益
性
向
上
を

図
る
た
め
の
取
組
方
針

活
動
計
画

（
記

入
例

１
）

・
海
外

マ
ー

ケ
ッ

ト
に
お

け
る

日
本

産
米

販
売
や

中
食

・
外

食
等

の
業
務

用
米

は
、

今
後

も
堅

調
な

・
ジ

ェ
ト

ロ
、

企
業

等
と

連
携

し
、

輸
出

用
の

加
工

食
品

等
を

開
発

し
輸

出
用

米
の

取
引

の
拡

大
需

要
が

期
待

さ
れ

る
こ
と

か
ら

、
麦

・
大

豆
等
か

ら
輸

出
用

米
、

業
務
用

米
へ

の
転

換
を

図
る

こ
を

図
る

。
と

と
し

、
そ

の
作

付
け

面
積

の
1
0
％

の
拡

大
に

向
け

て
、

安
定

し
た

生
産

と
販

売
を

推
進

す
る

。
・

中
食

・
外

食
事

業
者

等
の

需
要

に
応

じ
た

品
種

導
入

等
に

よ
る
生

産
拡

大
を

図
り

、
県

や
農

協
等

と
連

携
し

、
商

談
会

の
開

催
等

に
よ

り
、

取
引

の
拡

大
を

図
る

。
・

多
収

性
の

米
の

導
入

や
直

播
栽

培
等

に
よ

る
米

の
生

産
コ

ス
ト

の
更

な
る

削
減

を
図

る
。

（
記

入
例

２
）

・
圃

場
の
大

区
画
化

に
あ

わ
せ

、
作

業
の

効
率

化
や
新

技
術

導
入

に
よ

る
更
な

る
低

コ
ス

ト
化

を
図

・
安

全
安

心
の

消
費

者
需

要
に

対
応

し
た

高
品

質
の

作
物

を
栽

培
す

る
た

め
の

専
業

技
術

の
習

り
、
生

み
出

さ
れ

た
余
剰

労
働

力
も

活
用

し
て
、

流
通

に
お

け
る

特
徴
あ

る
米

の
主

産
地

化
を

図
得

、
導

入
し

、
ブ

ラ
ン

ド
化

の
強

化
を

図
る

。
る

。
・

県
や

農
協

等
と

連
携

に
加

え
、

企
業

等
を

通
じ

た
販

売
ル

ー
ト

の
確

保
に

努
め

る
。

・
具

体
的
に

は
、
安

全
安

心
の

消
費

者
ニ

ー
ズ

を
踏
ま

え
た

品
質

の
高

度
化
に

努
め

、
麦

・
大

豆
等

・
直

播
栽

培
や

減
肥

・
減

農
薬

等
に

よ
る

米
の

更
な

る
生

産
コ

ス
ト

削
減

を
図

る
。

か
ら

特
別

栽
培

米
や

有
機

栽
培

米
へ

の
転

換
を

図
る

こ
と

と
し

、
そ

の
作

付
面

積
の

1
0％

の
拡

大
に

向
け

て
、

品
質

の
高
い

、
安

定
し

た
生

産
及
び

販
売

を
推

進
す

る
。

（
記

入
例

３
）

・
圃

場
の
大

区
画
化

・
汎

用
化

に
よ

り
、

土
地

利
用
型

作
物

の
栽

培
に

お
け
る

作
業

効
率

を
向

上
さ

・
県

や
農

協
等

と
連

携
し

、
収

益
性

の
高

い
作

物
を

栽
培

す
る

た
め

の
技

術
の

習
得

、
導

入
を

図
せ

、
新

た
な

技
術

導
入
に

よ
る

更
な

る
低

コ
ス
ト

化
を

図
る

と
と

も
に
、

高
収

益
作

物
を

導
入

す
る

。
る

こ
と

で
収

益
性

の
向
上

を
図

る
。

・
高

収
益

作
物

に
お

い
て

は
、

周
辺

地
域

と
の

差
別

化
す

る
た

め
、

リ
レ

ー
出

荷
や

外
食

事
業

者
・

具
体

的
に

は
、

収
益

性
の

高
い

作
物

へ
の

転
換

を
図

る
こ

と
と

し
、

そ
の

作
付

面
積

の
1
0％

の
拡

等
へ

の
販

売
ル

ー
ト

の
確

保
に

努
め

る
。

大
に
向

け
て

、
安

定
し
た

生
産

及
び

販
売

を
推
進

す
る

。
・

土
地

利
用

型
作

物
に

お
い

て
は

、
大

型
機

械
作

業
の

導
入

を
図

り
、

更
な

る
生

産
コ

ス
ト

の
削

減
を

図
る

。
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(
2
)

販
売

額
向
上

①
作
物

生
産

額
受

益
地

内
で

生
産

さ
れ

た
作

物
の
生
産
額

を
整
理
す
る
。

事
業
計
画

事
業
実
施

後
（
評
価
時
点
）

事
業
実
施
前
（
現
況
）

事
業
実

施
前
（
計
画
）

作
物

名
面
積

単
収

単
価

生
産
額

面
積

単
収

単
価

生
産
額

面
積

単
収

単
価

生
産
額

(
h
a
)

(
k
g
/
1
0
a
)

(
千
円
/
t
)

(千
円
)

(
h
a
)

(
k
g
/1

0a
)

(
千
円
/
t
)

(
千
円
)

(
h
a
)

(
k
g
/1
0a

)
(
千
円
/
t
)

(
千
円
)

④
=
①
×
②
×

⑧
=
⑤

×
⑥
×

⑧
'
=
⑤
'
×
⑥
'

①
②

③
③
/
10
0

⑤
⑥

⑦
⑦
/
10

0
⑤
'

⑥
'

⑦
'

×
⑦
'
/
1
0
0

計

※
②

加
工

品
や

６
次

化
商

品
と

し
て
出
荷
さ

れ
る
作
物
分
は
、
除
く
。

※
事

業
完

了
後

の
評

価
時

点
に

お
い
て
複
数

の
販
売
先
（
J
A
、
ス
ー
パ
ー

、
直
売
所
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト

等
）
が
あ
る
場
合
は
、
そ
れ

ぞ
れ
の
単
価
を
用
い
る
こ
と

も
可
能
。

※
単

収
及

び
単

価
は

、
評

価
直

近
年
の
値
を

用
い
る
こ
と
と
す
る
が
、
気

象
条
件
に
よ
る
異
常
値
の
場
合

は
そ
の
限
り
で
は
な
い
。

②
加
工

品
や

６
次

化
商

品
の

販
売

額
受

益
地

内
で

生
産

さ
れ

た
作

物
を
利
用
し

て
加
工
・
販
売
し
て
い
る
商

品
の
販
売
額
を
整
理
す
る
。

販
売
額
（
千
円
）

加
工

品
名

事
業
実
施
前

事
業
実
施
後
（
計
画
）

事
業
実
施
後

（
評
価
時
点
）

⑨
⑩

⑪

計

③
そ
の

他
販

売
額

上
記

①
及

び
②

以
外

で
受

益
地
内
で
生
産

さ
れ
た
作
物
を
利
用
し
て
販

売
さ
れ
た
販
売
額
を
整
理
す
る

。

販
売
額
（
千
円
）

品
名

事
業
実
施
前

事
業
実
施
後
（
計
画
）

事
業
実
施
後

（
評
価
時
点
）

⑫
⑬

⑭

計
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④
販
売

額
向

上
率

①
作

物
生

産
額

②
加

工
品
や
６
次
化
商
品
販
売
額

③
そ
の
他
販
売
額

販
売
額
向
上

率
事

業
実

施
前

事
業

実
施

後
事
業
実
施
前

事
業
実
施
後

事
業

実
施
前

事
業
実
施
後

（
％
）

（
千

円
）

（
千

円
）

（
千
円
）

（
千
円
）

（
千
円
）

（
千
円

）
⑮

=④
⑯

=
⑧

又
は
⑧
'

⑰
=
⑨

⑱
=
⑩
又
は
⑪

⑲
=
⑫

⑳
=
⑬
又
は
⑭

㉑
=
(
⑯
+
⑱
+
⑳
)
/
(
⑮
+
⑰
+
⑲
)

(
3
)

担
い

手
の
米

の
生

産
コ

ス
ト

担
い
手

の
米

の
生

産
コ

ス
ト

を
整

理
す

る
。

現
況

生
産

コ
ス

ト
計

画
生
産
コ
ス
ト

事
業
実
施
後
（
評
価

時
点
）

（
円

／
6
0
k
g
）

（
円
／

6
0
k
g
）

（
円

／
60
kg
）

※
米

の
生

産
コ

ス
ト

と
は

、
資

本
利
子
や
地

代
も
含
め
た
6
0
㎏
当
た
り
全

算
入
生
産
費
（
資
本
利
子
・
地

代
全
額
算
入
生
産
費
）
の
こ

と
を
指
す
。

(
4
)

高
収

益
作
物

の
割

合
作

物
生

産
額

（
主

食
用

米
を

除
く

）
に

占
め
る
高
収
益
作
物
の
割
合
を
整
理
す
る
。 事
業
計
画

事
業
実
施
後
（
評
価
時
点
）

事
業
実
施
前
（
現
況
）

事
業
実
施

前
（
計
画
）

作
物

名
面
積

単
収

単
価

生
産
額

面
積

単
収

単
価

生
産

額
面
積

単
収

単
価

生
産
額

(
h
a
)

(k
g
/
1
0
a
)

(
千
円
/
t
)

(千
円

)
(
h
a
)

(
k
g
/
1
0a

)
(
千
円
/
t
)

(
千
円
)

(
h
a
)

(
k
g
/
1
0a
)

(
千
円
/
t
)

(
千
円
)

④
=
①

×
②
×

⑧
=
⑤
×

⑥
×

⑧
'
=
⑤
'
×
⑥
'

①
②

③
③
/
1
0
0

⑤
⑥

⑦
⑦
/
1
0
0

⑤
'

⑥
'

⑦
'

×
⑦
'
/
1
0
0

計

主
食

用
米

を
除

い
た

生
産
額

⑨

高
収

益
作

物
の

生
産

額
⑩

作
物

生
産

額
に

占
め

る
高

収
益

作
物

の
割

合
⑩

／
⑨
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８
．

推
進

体
制

整
備

計
画

（
担

い
手

へ
の

農
地

の
利

用
集

積
の

促
進

及
び
地
域
の

収
益
性
の
向
上
を
図
る
た
め

の
推
進
体
制
整
備
に
つ

い
て
、

各
段
階
の
組
織
化
及
び
活
動

内
容
等
を
記
述
す
る
と
と
も

に
組
織
図
を
作
成
す
る
。
）

（
記

入
例

）

〇
〇

地
区

事
業

推
進

体
制

図

〇
〇

推
進

チ
ー

ム
〇
〇
事
業
〇
〇
推
進
部
会

（
設

立
年

：
〇

〇
年

〇
月
）

（
設
立
年
：
〇
〇
年
〇
月

）

構
成

メ
ン

バ
ー

構
成
メ
ン
バ

ー

・
〇

〇
県

○
〇

振
興

局
〇

〇
課

長
・

〇
〇

県
農

業
改

良
普

及
セ

ン
タ
ー
〇
〇
課

長
・

〇
〇

市
〇

〇
課

長
・

〇
〇

市
農

業
委

員
会

〇
〇

課
長

・
〇

〇
土

地
改

良
区

〇
〇

課
長

目
的
及
び
内

容
・

〇
〇

農
地

中
間

管
理

機
構

〇
〇
課
長

・
担

い
手

目
的
：

農
地
の
利
用
集
積
及
集
団
化

の
推
進
を
図
る

目
的

及
び

内
容

目
的

：
事

業
推

進
及

び
事

業
効
果
の
評
価

・
〇
〇
事
業
〇
〇
推
進
部
会

・
（
設
立
年
：
〇
〇
年
〇
月

）

構
成
メ
ン
バ

ー

目
的
及
び
内

容

目
的
：

地
域
の
収
益
性
向
上
を
図
る

協
議
・
調
整

協
議
・
調
整
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９
．

農
業

生
産

基
盤

整
備

計
画

（
１

）
農

業
生

産
基

盤
整

備
計

画

①
補

助
事

業

事
業

受
益

概
算

予
定
負
担

率
(％

)
前
年
度

予
定

事
業

事
業

名
地

区
名

主
要

工
事

概
要

ま
で
の

主
体

面
積

総
事
業
費

市
町
村

農
家

事
業
費

工
期

番
号

h
a

百
万
円

整
地
工

h
a
、
用
水
路
工

Ｌ
=

㎞
百
万
円

区
暗
渠
工

h
a
、
排

水
路
工

Ｌ
=

㎞
併

画
客
土
工

h
a
、
道

路
工

Ｌ
=

㎞
せ

整
畦
畔
除

去
工

h
a
、
そ

の
他
（

）
h
a

事
理

用
水
ﾊ
ﾟ
ｲﾌ
ﾟﾗ
ｲﾝ
化

h
a

業
排
水
路

暗
渠
化

h
a

②
国

営
事

業

受
益

前
年
度
ま
で

当
該

区
域

内
の

施
設

等
事

業
事

業
名

地
区

名
総
事
業
費

事
業
工
期

備
考

面
積

の
進
捗
率

受
益

面
積

施
設
の
名
称

及
び
数
量

進
捗

率
番

号

h
a

百
万
円

％
h
a

％

１
０

．
農

業
経

営
高

度
化

計
画

事
業

名
事
業
実
施
主

体
事
業
実
施
期
間

活
動
内
容
等

総
事
業
費

備
考

（
千
円
）

（
１

）
指

導
事

業

（
２

）
調

査
・

調
整

事
業

（
３

）
耕

地
利

用
高

度
化

推
進

事
業

合
計
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別
記

様
式

第
１

－
２

号

県
地

区

作
成

年
月

年
月

集
積

集
団

化
等

促
進

基
盤

整
備

計
画

書

○
○

地
区

令
和

年
月

日

○
○

県
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集
積

集
団

化
等

促
進

基
盤

整
備

計
画

区
域

図
兼

土
地

利
用

計
画

図

○
○

県
○

○
地

区

（
位

置
図
）

（
注

）
計

画
区

域
の

土
地

利
用

計
画

で
あ
り
、
第

２
章
の
６
．
土
地
利
用
計
画

に
従
っ
て
区
分
す
る
こ
と
。
農

業
生
産
基
盤
整
備
事
業
の
計

画
の
状
況
が
分
か
る
よ
う
に

す
る
こ
と
。

（
凡

例
）

集
積

集
団
化
等
促
進
基
盤
整
備
計

黒
で
囲
む

画
区

域 高
生
産
性
農
業
型
ほ
場
区
域

赤
色

区
集
約
農
業
型
ほ
場
区
域

緑
色

条
件
不
利
区
域

茶
色

分
農
地
転
用
区
域

黄
色

非
農
用
地

青
色
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＜
目

次
＞

第
１

章
概

要
３
．
農
用
地
の
流
動
化
計

画
(
1
)

農
用
地
流
動
化
計

画
１

．
集

積
集

団
化

等
促
進
基

盤
整
備
計
画
総
括
表

(
2
)

計
画
達
成
に
向
け

た
取
組
方
法

２
．

農
業

経
営

の
変

化
と
農

業
農
村
整
備
の
展
望

４
．
農
用
地
の
集
団
化
計

画
(
1
)
農
用
地
集
団

化
計
画

３
．

対
象

事
業

名
(
2
)
担
い
手
別
農

用
地
集
団
化
一
覧

(
3
)
農
用
地
集
団

化
状
況
図

４
．

地
区

の
概

況
(1
)
市

町
村

名
等

５
．
経
営
体
育
成
計
画

(2
)
市

町
村

の
概

要
(
1
)

認
定
農
業
者
の
育

成
計
画

(3
)
市

町
村

に
お

け
る
農

業
振
興
の
目
標

(
2
)

計
画
達
成
に
向
け

た
取
組
方
法

(4
)
対

象
地

区
の

選
定
理

由
(5
)
計

画
区

域
農

地
の
概

要
６
．
土
地
利
用
計
画

(6
)
社

会
経

済
条

件
(
1
)

土
地
利
用
区
分

(7
)
生

産
調

整
の

実
施
状

況
(
2
)

優
良
農
地
の
保
全

に
向
け
た
取
組
方
法

(8
)
現

況
農

用
地

の
整
備

状
況

７
．
収
益
性
向
上
計
画

第
２

章
計

画
事

項
(
1
)

収
益
性
向
上
に
向

け
た
取
組
方
針

(
2
)

販
売
額
向
上

１
．

市
町

村
が

定
め

た
農
業

構
造
改
善
目
標

(
3
)

生
産
コ
ス
ト
低
減

(
4
)

担
い
手
の
米
の
生

産
コ
ス
ト

２
．

担
い

手
等

の
見

通
し

(
5
)

高
収
益
作
物
の
割

合
(1
)
担

い
手

の
見

通
し

①
農

家
数

及
び

経
営
規

模
８
．
推
進
体
制
整
備
計
画

②
担

い
手

の
見

通
し

(2
)
認

定
農

業
者

の
概
要

９
．
農
業
生
産
基
盤
整
備

計
画

(3
)
認

定
新

規
就

農
者
の

概
要

(4
)
市

町
村

基
本

構
想
水

準
達
成
者
の
概
要

1
0
．
農
業
経
営
高
度
化
計

画
(5
)
農

業
経

営
規

模
拡
大

計
画

(6
)
経

営
形

態
と

ほ
場
整

備
(7
)
経

営
形

態
移

行
の
概

要

108



第
１

章
概

要

１
．

集
積

集
団

化
等

促
進

基
盤

整
備

計
画

総
括

表

都
道

府
県

名
所

在
地

地
区

名
地
区
面
積

(h
a)

地
域
区
分

担
当

部
課

名

（
T
E
L

、
F
A
X

）

地
勢

及
び

農
用

地
の

社
会

経
済

条
件

整
備

状
況

営
農

状
況

地
区

設
定

理
由

非
農

用
地

の
概

要

現
況

→
目

標

農
業

構
造

の

再
編

目
標

農
用
地
面
積

担
い
手
の
経
営

同
左
シ
ェ
ア

全
農

家
に

占
め

る
農

用
地
の

項
目

認
定
農
業
者
数

備
考

(
h
a
)

①
面
積
(
h
a
)

②
(
％
)

②
÷
①

認
定

農
業

者
の

割
合

流
動

化
計

画
現

況
（
）

（
）

当
該

地
区

(対
象

事
業

完
了

時
)

目
標
年
度
：
○
○
年
度

及
び

経
営

体
対

象
事

業
完

了
時

（
）

（
）

市
町

村
平

均
育

成
計
画

目
標

（
）

（
）

並
び

に
農

地
集

団
化

計
（
h
a）

認
定
農
業
者

認
定

新
規

就
農

市
町

村
基

本
構

ほ
項

目
現
況
(
h
a
)

目
標
(
h
a)

ほ
場
整
備
の
手
法

ほ
場

整
備

計
画

方
法

（
目

標
）

者
想

水
準

到
達

者
場

大
区
画

整
標
準
区
画

備
小
区
画
(
労
働
集

約
型
)

計
未
整
備
(
小
区
画

含
む
)

画
計

（
h
a
）

計

農
業

生
産

基
盤

①
②

③
④

及
び

営
農

環
境

の
整

備
目

標
並

び
に

対
応

す
る

事
業

管
理

計
画

（
年
～

年
）

（
年
～

年
）

（
年
～

年
）

（
年
～

年
）

（
注

）
農
用

地
の

流
動

化
計

画
及

び
経

営
体
育
成
計

画
並
び
に
ほ
場
整
備
計
画
の

(
)
内
は
、
担
い
手

へ
の
農

地
集
団
化
面
積
に
つ
い
て
記

入
す
る
。
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２
．

農
業

経
営

の
変

化
と

農
業

農
村

整
備

の
展

望

（
記

入
例

）

現
況
（
令
和

年
）

目
標
（

令
和

年
）

経
営

形
態

個
別

経
営

３
９
戸

経
営
規
模
別
農
家
数

0
.
5h
a未

満
･
･
･
１

○
○
生
産

組
合
(
集
落
協
業
型
)
設
立
、

育
成

経
営
面
積

4
7
.
2
h
a
(
水
田
)

0
.
5～

1
.0

･
･
･
９

↓
農

地
面

積
5
1
.
8
h
a

1
.
0～

1
.5

･
･
･
1
0

法
人
組
織

の
企
業
経
営
の
確
立

(
田
:
5
1
.
2、

畑
:
0
.
6
)

1
.
5～

2
.0

･
･
･
８

担
い
手
･
･
･集

落
機
能
を
生
か
し
、
営
農
意
欲

の
あ
る
若
い
人
材
を
育
成

2
.
0～

2
.5

･
･
･
６

↓
作

物
米
＋
小
麦

2
.
5～

3
.0

･
･
･
０

集
落
一
農

場
制
の
確
立

3
.
0h
a以

上
･
･
･
１

委
託

･
･
･
４

作
物

米
＋
小
麦
＋
野
菜
＋
花
き

経
営

状
況

全
て

が
第

２
種

兼
業
農
家

農
用
地
利

用
性
の
向
上

農
業

従
事

者
の

高
齢
化
が

進
行

→
中
身
の
乏
し

い
抜
け
殻
状
態

直
播
栽
培

等
の
新
し
い
技
術
普
及

→
生
産
性
の
向
上

農
業

に
対

す
る

暗
い
現
状

認
識

機
械
・
施

設
の
効
率
的
利
用

零
細

規
模

（
平

均
1
.3
ha
）

経
営
と
生

産
と
調
査
研
究
等

農
地

の
分

散
錯

圃
→

低
い
生
産
性

各
必
要
部

門
の
担
当
者
育
成

→
企
業
経
営

農
業

機
械

及
び

器
具
の
個

別
保
有

→
過
剰
投
資

特
産
品
の

栽
培

→
高
付
加
価
値
農
業

生
産

基
盤

区
画

形
状

･
･
･
1
0
ａ

区
画
（
昭
和
3
8
年
○
○
土
地
改
良
事
業
実
施

）
区
画
形
状

･･
･標

準
区
画
、
大
区
画
(
1
h
a)

→
連
坦
的
農
地
集
積

の
状

況
農

道
･
･
･
幅
員

２
ｍ

農
道

･･
･集

落
道
と
の
一
体
整
備

用
水

路
･
･
･
開
水

路
（
老
朽
化
）

用
排
水
路

･･
･用

水
路
パ
イ
プ
ラ
イ
ン

用
水

源
･
･
･
河
川

水
、
地
下
水
、
た
め
池

暗
渠
排
水

→
農
地

の
質
的
向
上

直
播

技
術
の
普
及

畑
利

用
の
拡
大
(
野
菜
､
施
設
園
芸
)

フ
ラ

イ
ト
農
業

整
備

水
準

ほ
場

及
び

農
道

･
･
･
小
型
機
械
体
系
の
み
可
能

畦
畔
除
去

に
よ
る
大
区
画
整
備

→
大
型
機
械
体
系
可
能

用
排

分
離

･
･
･
た
だ
し
、
排
水
効
果
不
足

暗
渠
排
水

施
設
の
整
備

→
作
物
選
択
肢
の
拡
大

排
水
路
の

高
度
利
用

→
地
下
か

ん
が
い
、
直
播
技
術
対
応

水
管
理
の

自
動
化

→
稲
作
労

働
時
間
の
低
減

生
産
基
盤

と
生
活
環
境
の
一
体
整
備

→
2
1
世
紀
の
農
村

の
実
現

集
落
内

道
路
の
整
備

ア
メ
ニ

テ
ィ
向
上
の
整
備
（
集
落
周

辺
の
水
環
境
整
備
）

集
落
排

水
施
設
の
整
備

内
発
的
な
集
落
地

域
の
発
展
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３
．

対
象

事
業

名

事
業

名
地

区
名

採
択

年
度

完
了
予
定
年
度

受
益

面
積

総
事

業
費

○
○

事
業

年
度

年
度

ｈ
ａ

百
万
円

４
．

地
区

の
概

況

（
１

）
市

町
村

名
等

市
町
村
名

関
係
集
落
数

関
係
土
地
改
良
区
名

（
２

）
市

町
村

の
概

要

（
３

）
市

町
村

に
お

け
る

農
業

振
興
の
目
標

（
４

）
対

象
地

区
の

選
定

理
由

（
５

）
計

画
区

域
農

地
の

概
要

計
画

区
域

農
用

地
面

積
概

要
関

係
農

協
名

ｈ
ａ

（
６

）
社

会
経

済
条

件
（

振
興

計
画
等
の
指
定

状
況
）
（
市
町
村
名
：

調
査
年
度
：

令
和

年
度
）

名
称

対
象

地
域

指
定

・
許

可
年

月
日

指
定

許
可

指
定

許
可

指
定

許
可

指
定

許
可

（
７

）
生

産
調

整
の

実
施

状
況

転
作

等
目
標
面
積
(
令
和

年
度
)
（
h
a
）

該
当

市
町

村
全

体

事
業

地
区

関
係

集
落

（
注
）

総
事
業

費
は

、
生

産
基
盤

整
備

事
業

等
の
総

事
業
費

を
記

載
す

る
。
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（
８

）
現

況
農

用
地

の
整

備
状

況

①
ほ

場
区
画

未
整

備
面

積
整

備
済

み
面

積
標
準
区
画

整
備
年

標
準
区
画
以
下
の

(
h
a)

(
h
a
)

(
a
)

整
備
面
積
(
h
a
)

②
暗

渠
排
水

未
整

備
面

積
整

備
済

み
面

積
経
過
年
数

耐
用
年
数

耐
用
年
数

(
h
a)

(
h
a
)

経
過
面
積
(
h
a
)

③
整

備
を
要

す
る

面
積

の
総

計
暗

渠
排

水

整
備
を

要
す

る
整

備
を

要
す

る
面

面
積

(
※

)(
ha
)

積
の

割
合

(
％
)

※
未
整

備
・

不
整

形
の

面
積

と
排

水
不

良
の
面
積
は
ダ
ブ
ル
カ
ウ
ン
ト
し
な
い
。
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第
２

章
計

画
事

項

１
．

市
町

村
が

定
め

た
農

業
構

造
改

善
目

標
（

経
営
規

模
の

目
標

等
）

：
（

記
入

例
）

番
号

営
農

類
型

経
営
規
模
の
目
標

農
家

戸
数
の
目
標

そ
の
他

①
水

稲
専

業
水
稲

５
ｈ
ａ

３
０

戸
（
流
動
化
目
標

面
積
）

畑
（
雨
除

）
１
０
ａ

６
５

ｈ
ａ

肉
用
牛
繁

殖
３
頭

②
水

稲
＋

肉
用

牛
（

繁
殖

）
水
稲

３
ｈ
ａ

４
０

戸
（
流
動
化
目
標

面
積
）

畑
（
雨
除

）
１
０
ａ

５
５

ｈ
ａ

肉
用
牛
繁

殖
２
０
頭

③
水

稲
＋

豚
（

繁
殖

）
水
稲

２
．
７
ｈ
ａ

１
５

戸
（
流
動
化
目
標

面
積
）

畑
（
雨
除

）
２
０
ａ

２
５

ｈ
ａ

繁
殖
豚

３
０
頭

④
水

稲
＋

野
菜

水
稲

３
ｈ
ａ

１
５

戸
（
流
動
化
目
標

面
積
）

畑
（
雨
除

）
３
０
ａ

１
５

ｈ
ａ

畑
（
露
地

）
２
０
ａ

２
．

担
い

手
等

の
見

通
し

（
１

）
担

い
手

の
見

通
し

①
農

家
数

及
び

経
営

規
模 専

業
第

一
種

兼
業

第
二

種
兼

業
計

戸
数

標
準

戸
数

標
準

戸
数

標
準

戸
数

標
準

経
営
規
模

経
営
規
模

経
営
規
模

経
営
規
模

戸
ha
/戸

戸
h
a
/
戸

戸
h
a
/
戸

戸
h
a
/
戸

現
況
（

Ｒ
○

）
(

)
(

)
(

)
(

)

戸
ha
/戸

戸
h
a
/
戸

戸
h
a
/
戸

戸
h
a
/
戸

目
標
（

Ｒ
○

）
(

)
(

)
(

)
(

)

（
注

）
上

段
（

）
は

、
地

区
外

の
経
営
面

積
も
カ
ウ
ン
ト
し
た
標
準
経

営
規
模
で
あ
る
。

②
担

い
手

の
見

通
し

認
定

農
業

者
認

定
新

規
就
農
者

市
町
村
構
想
水
準
到
達

者
計

現
況

目
標

現
況

目
標

現
況

目
標

現
況

目
標
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（
２

）
認

定
農

業
者

の
概

要
（

記
入

例
）

経
営

等
農

用
地

面
積

（
ｈ

ａ
）

年
後

認
定

農
業

者

継
現

況
対

象
事

業
完

了
時

（
上

段
）

・
目

標
（

下
段

）

農
業

者
名

者 の
認

経
基

所
有

耕
地

賃
借

権
等

設
定

地
基

幹
３

作
業

所
有

耕
地

賃
借

権
等

設
定

地
基

幹
３

作
業

有
定

認
定

営
準

地
地

受
託

地
地

地
受

託
地

齢
無

状
類

面
計

区
区

計
区

区

況
年

月
型

積
内

外
地

区
内

地
区

外
地

区
内

地
区

外
地

区
内

地
区

外
内

外
地

区
内

地
区

外
地

区
内

地
区

外
地

区
内

地
区

外

(
h
a
)

○
○

○
○

○
4
8

無
×

H
1
8
.
1
0

②
2
.
5

1
.
8
0

1
.
5
0

0
.
3
0

1
.
5
0

0
.
3
0

6
.
6
0

5
.
6
0

1
.
0
0

2
.
0
0

0
.
5
0

1
.
5
0

2
.
1
0

0
.
5
0

(
4
.
6
0
)

(
3
.
6
0
)

(
1
.
0
0
)

(
1
.
4
0
)

(
0
.
5
0
)

(
0
.
4
0
)

(
1
.
8
0
)

(
0
.
5
0
)

(
予

定
)

(
1
.
0
)

(
1
.
0
0
)

(
1
.
0
0
)

(
0
)

(
1
.
0
0
)

(
0
)

7
.
0
0

6
.
0
0

1
.
0
0

2
.
2
0

0
.
5
0

1
.
7
0

2
.
1
0

0
.
5
0

(
5
.
2
0
)

(
4
.
2
0
)

(
1
.
0
0
)

(
1
.
5
0
)

(
0
.
5
0
)

(
0
.
9
0
)

(
1
.
8
0
)

(
0
.
5
0
)

2
.
5

1
.
8
0

1
.
5
0

0
.
3
0

1
.
5
0

0
.
3
0

6
.
6
0

5
.
6
0

1
.
0
0

2
.
0
0

0
.
5
0

1
.
5
0

2
.
1
0

0
.
5
0

計
(
4
.
6
0
)

(
3
.
6
0
)

(
1
.
0
0
)

(
1
.
4
0
)

(
0
.
5
0
)

(
0
.
4
0
)

(
1
.
8
0
)

(
0
.
5
0
)

(
1
.
0
)

(
1
.
0
0
)

(
1
.
0
0
)

(
0
)

(
1
.
0
0
)

(
0
)

7
.
0
0

6
.
0
0

1
.
0
0

2
.
2
0

0
.
5
0

1
.
7
0

2
.
1
0

0
.
5
0

(
5
.
2
0
)

(
4
.
2
0
)

(
1
.
0
0
)

(
1
.
5
0
)

(
0
.
5
0
)

(
0
.
9
0
)

(
1
.
8
0
)

(
0
.
5
0
)

（
注

）
１

．
経

営
等

農
用

地
面

積
と

は
、

基
幹

ほ
場

３
作

業
以

上
の

受
託

作
業

を
含

む
面

積
で

所
有

、
権

利
（

利
用

権
を

含
む

）
設

定
、

受
託

面
積

の
合

計
面

積
と

す
る

（
以

下
同

じ
。

）
。

２
．

経
営

等
農

用
地

面
積

は
、

実
施

要
領

(
平

成
2
3
年

４
月

１
日

付
け

2
2
農

振
第

2
2
0
0
号

農
村

振
興

局
長

通
知

)
（

以
下

「
要

領
」

と
い

う
。

）
に

よ
る

算
定

方
法

に
基

づ
く

も
の

で
あ

る
（

以
下

同
じ

。
）

。

３
．

基
幹

３
作

業
受

託
地

（
面

積
）

と
は

、
基

幹
ほ

場
３

作
業

（
機

械
利

用
に

よ
る

耕
起

、
田

植
等

及
び

収
穫

作
業

を
い

う
。

）
以

上
を

受
託

し
て

い
る

も
の

と
す

る
（

以
下

同
じ

。
）

。

４
．

対
象

事
業

完
了

時
の

欄
に

は
、

実
施

要
綱

・
要

領
で

定
義

す
る

要
件

を
備

え
た

担
い

手
に

係
わ

る
面

積
で

あ
っ

て
、

対
象

事
業

完
了

時
の

数
値

を
記

入
す

る
（

以
下

同
じ

。
）

。

５
．

認
定

農
業

者
の

経
営

類
型

の
欄

に
は

、
１

．
市

町
村

が
定

め
た

農
業

構
造

改
善

目
標

の
類

型
番

号
を

記
入

す
る

（
以

下
同

じ
。

）
。

６
．

経
営

等
農

用
地

面
積

の
（

）
内

は
、

農
地

集
団

化
面

積
（

１
h
a
（

中
山

間
地

域
等

に
あ

っ
て

は
0
.
5
h
a
以

上
）

を
記

入
す

る
。
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（
３

）
認

定
新

規
就

農
者

の
概

要
（

記
入

例
）

経
営

等
農

用
地

面
積

（
ｈ

ａ
）

年
後

認
定

新
規

就
農

者

継
現

況
対

象
事

業
完

了
時

（
上

段
）

・
目

標
（

下
段

）

農
業

者
名

者 の
認

営
所

有
耕

地
賃

借
権

等
設

定
地

基
幹

３
作

業
所

有
耕

地
賃

借
権

等
設

定
地

基
幹

３
作

業

有
定

認
定

農
地

地
受

託
地

地
地

受
託

地

齢
無

状
類

計
区

区
計

区
区

況
年

月
型

内
外

地
区

内
地

区
外

地
区

内
地

区
外

地
区

内
地

区
外

内
外

地
区

内
地

区
外

地
区

内
地

区
外

地
区

内
地

区
外

○
○

○
○

○
4
8

無
×

H
1
8
.
1
0

1
.
8
0

1
.
5
0

0
.
3
0

1
.
5
0

0
.
3
0

6
.
6
0

5
.
6
0

1
.
0
0

2
.
0
0

0
.
5
0

1
.
5
0

2
.
1
0

0
.
5
0

(
4
.
6
0
)

(
3
.
6
0
)

(
1
.
0
0
)

(
1
.
4
0
)

(
0
.
5
0
)

(
0
.
4
0
)

(
1
.
8
0
)

(
0
.
5
0
)

(
予

定
)

(
1
.
0
0
)

(
1
.
0
0
)

(
0
)

(
1
.
0
0
)

(
0
)

7
.
0
0

6
.
0
0

1
.
0
0

2
.
2
0

0
.
5
0

1
.
7
0

2
.
1
0

0
.
5
0

(
5
.
2
0
)

(
4
.
2
0
)

(
1
.
0
0
)

(
1
.
5
0
)

(
0
.
5
0
)

(
0
.
9
0
)

(
1
.
8
0
)

(
0
.
5
0
)

1
.
8
0

1
.
5
0

0
.
3
0

1
.
5
0

0
.
3
0

6
.
6
0

5
.
6
0

1
.
0
0

2
.
0
0

0
.
5
0

1
.
5
0

2
.
1
0

0
.
5
0

計
(
4
.
6
0
)

(
3
.
6
0
)

(
1
.
0
0
)

(
1
.
4
0
)

(
0
.
5
0
)

(
0
.
4
0
)

(
1
.
8
0
)

(
0
.
5
0
)

(
1
.
0
0
)

(
1
.
0
0
)

(
0
)

(
1
.
0
0
)

(
0
)

7
.
0
0

6
.
0
0

1
.
0
0

2
.
2
0

0
.
5
0

1
.
7
0

2
.
1
0

0
.
5
0

(
5
.
2
0
)

(
4
.
2
0
)

(
1
.
0
0
)

(
1
.
5
0
)

(
0
.
5
0
)

(
0
.
9
0
)

(
1
.
8
0
)

(
0
.
5
0
)

（
注

）
１

．
経

営
等

農
用

地
面

積
と

は
、

基
幹

ほ
場

３
作

業
以

上
の

受
託

作
業

を
含

む
面

積
で

所
有

、
権

利
（

利
用

権
を

含
む

）
設

定
、

受
託

面
積

の
合

計
面

積
と

す
る

（
以

下
同

じ
。

）
。

２
．

経
営

等
農

用
地

面
積

は
、

実
施

要
領

(
平

成
2
3
年

４
月

１
日

付
け

2
2
農

振
第

2
2
0
0
号

農
村

振
興

局
長

通
知

)
（

以
下

「
要

領
」

と
い

う
。

）
に

よ
る

算
定

方
法

に
基

づ
く

も
の

で
あ

る
（

以
下

同
じ

。
）

。

３
．

基
幹

３
作

業
受

託
地

（
面

積
）

と
は

、
基

幹
ほ

場
３

作
業

（
機

械
利

用
に

よ
る

耕
起

、
田

植
等

及
び

収
穫

作
業

を
い

う
。

）
以

上
を

受
託

し
て

い
る

も
の

と
す

る
（

以
下

同
じ

。
）

。

４
．

対
象

事
業

完
了

時
の

欄
に

は
、

実
施

要
綱

・
要

領
で

定
義

す
る

要
件

を
備

え
た

担
い

手
に

係
わ

る
面

積
で

あ
っ

て
、

対
象

事
業

完
了

時
の

数
値

を
記

入
す

る
（

以
下

同
じ

。
）

。

５
．

認
定

新
規

就
農

者
の

営
農

類
型

の
欄

に
は

、
１

．
市

町
村

が
定

め
た

農
業

構
造

改
善

目
標

の
類

型
番

号
を

記
入

す
る

（
以

下
同

じ
。

）
。

６
．

経
営

等
農

用
地

面
積

の
（

）
内

は
、

農
地

集
団

化
面

積
（

１
h
a
（

中
山

間
地

域
等

に
あ

っ
て

は
0
.
5
h
a
以

上
）

を
記

入
す

る
。
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（
４

）
市

町
村

基
本

構
想

水
準

到
達

者
の

概
要

（
記

入
例

）

経
営

等
農

用
地

面
積

（
ｈ

ａ
）

年
後

市
町

村
基

本
構

想

継
水

準
到

達
者

現
況

対
象

事
業

完
了

時
（

上
段

）
・

目
標

（
下

段
）

農
業

者
名

者 の
認

営
所

有
耕

地
賃

借
権

等
設

定
地

基
幹

３
作

業
所

有
耕

地
賃

借
権

等
設

定
地

基
幹

３
作

業

有
定

認
定

農
地

地
受

託
地

地
地

受
託

地

齢
無

状
類

計
区

区
計

区
区

況
年

月
型

内
外

地
区

内
地

区
外

地
区

内
地

区
外

地
区

内
地

区
外

内
外

地
区

内
地

区
外

地
区

内
地

区
外

地
区

内
地

区
外

○
○

○
○

○
4
8

無
×

H
1
8
.
1
0

1
.
8
0

1
.
5
0

0
.
3
0

1
.
5
0

0
.
3
0

6
.
6
0

5
.
6
0

1
.
0
0

2
.
0
0

0
.
5
0

1
.
5
0

2
.
1
0

0
.
5
0

(
4
.
6
0
)

(
3
.
6
0
)

(
1
.
0
0
)

(
1
.
4
0
)

(
0
.
5
0
)

(
0
.
4
0
)

(
1
.
8
0
)

(
0
.
5
0
)

(
予

定
)

(
1
.
0
0
)

(
1
.
0
0
)

(
0
)

(
1
.
0
0
)

(
0
)

7
.
0
0

6
.
0
0

1
.
0
0

2
.
2
0

0
.
5
0

1
.
7
0

2
.
1
0

0
.
5
0

(
5
.
2
0
)

(
4
.
2
0
)

(
1
.
0
0
)

(
1
.
5
0
)

(
0
.
5
0
)

(
0
.
9
0
)

(
1
.
8
0
)

(
0
.
5
0
)

1
.
8
0

1
.
5
0

0
.
3
0

1
.
5
0

0
.
3
0

6
.
6
0

5
.
6
0

1
.
0
0

2
.
0
0

0
.
5
0

1
.
5
0

2
.
1
0

0
.
5
0

計
(
4
.
6
0
)

(
3
.
6
0
)

(
1
.
0
0
)

(
1
.
4
0
)

(
0
.
5
0
)

(
0
.
4
0
)

(
1
.
8
0
)

(
0
.
5
0
)

(
1
.
0
0
)

(
1
.
0
0
)

(
0
)

(
1
.
0
0
)

(
0
)

7
.
0
0

6
.
0
0

1
.
0
0

2
.
2
0

0
.
5
0

1
.
7
0

2
.
1
0

0
.
5
0

(
5
.
2
0
)

(
4
.
2
0
)

(
1
.
0
0
)

(
1
.
5
0
)

(
0
.
5
0
)

(
0
.
9
0
)

(
1
.
8
0
)

(
0
.
5
0
)

（
注

）
１

．
経

営
等

農
用

地
面

積
と

は
、

基
幹

ほ
場

３
作

業
以

上
の

受
託

作
業

を
含

む
面

積
で

所
有

、
権

利
（

利
用

権
を

含
む

）
設

定
、

受
託

面
積

の
合

計
面

積
と

す
る

（
以

下
同

じ
。

）
。

２
．

経
営

等
農

用
地

面
積

は
、

実
施

要
領

(
平

成
2
3
年

４
月

１
日

付
け

2
2
農

振
第

2
2
0
0
号

農
村

振
興

局
長

通
知

)
（

以
下

「
要

領
」

と
い

う
。

）
に

よ
る

算
定

方
法

に
基

づ
く

も
の

で
あ

る
（

以
下

同
じ

。
）

。

３
．

基
幹

３
作

業
受

託
地

（
面

積
）

と
は

、
基

幹
ほ

場
３

作
業

（
機

械
利

用
に

よ
る

耕
起

、
田

植
等

及
び

収
穫

作
業

を
い

う
。

）
以

上
を

受
託

し
て

い
る

も
の

と
す

る
（

以
下

同
じ

。
）

。

４
．

対
象

事
業

完
了

時
の

欄
に

は
、

実
施

要
綱

・
要

領
で

定
義

す
る

要
件

を
備

え
た

担
い

手
に

係
わ

る
面

積
で

あ
っ

て
、

対
象

事
業

完
了

時
の

数
値

を
記

入
す

る
（

以
下

同
じ

。
）

。

５
．

認
定

新
規

就
農

者
の

営
農

類
型

の
欄

に
は

、
１

．
市

町
村

が
定

め
た

農
業

構
造

改
善

目
標

の
類

型
番

号
を

記
入

す
る

（
以

下
同

じ
。

）
。

６
．

経
営

等
農

用
地

面
積

の
（

）
内

は
、

農
地

集
団

化
面

積
（

１
h
a
（

中
山

間
地

域
等

に
あ

っ
て

は
0
.
5
h
a
以

上
）

を
記

入
す

る
。
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（
５

）
農

業
経

営
規

模
拡

大
計

画
（

記
入

例
） 現

況
目

標

個
別

経
営

高
生
産
性

農
業
型
ほ
場
区
域
（

22
.0
ｈ
ａ
）

関
係

農
家

数
6
3
戸

認
定
農

業
者
（

7
.
2
ｈ
ａ
）

う
ち

専
業

：
3
戸

、
１

兼
：

5
戸
、
２

兼
：

5
5
戸

農
家
戸
数

5
戸

経
営
等
面
積
計

7.
2

h
a

関
係

農
家

の
経

営
等

総
面

積
2
7
.
5
h
a（

戸
当
た
り

0
.
4
4
h
a
）

戸
当
た
り
経
営
等
面
積

1.
4

h
a

う
ち

高
生
産
性
農
業
型
ほ
場
区
域

に
占
め
る
面
積
比
率

3
2.

7
%

再
編

地
区

に
占

め
る

経
営

等
面

積
2
7
.
5
h
a（

戸
当
た
り

0
.
4
4
h
a
）

（
所

有
耕

地
＋

賃
借

地
等

＋
基

幹
３
作
業
以
上

受
託
面
積
）

認
定
新
規

就
農
者
（
－
ｈ
ａ
）

う
ち

地
区

内
所

有
耕

地
面

積
2
7
.
5
h
a

農
家
戸
数

戸
地

区
内

賃
借

権
等

設
定

面
積

－
h
a

経
営
等
面
積
計

ha
地

区
内

基
幹

３
作

業
以

上
受
託
面
積

－
h
a

高
生
産
性
農
業
型
ほ
場
区
域

に
占
め
る
面
積
比
率

%

市
町
村
基
本
構
想
水
準
到

達
者
（

0
.
5
ｈ
a
)

農
家
戸
数

4
戸

経
営
等
面
積
計

0.
5

h
a

関
係

農
家

の
う

ち
地

区
内

の
中

核
農

家
－

戸
高
生
産
性
農
業
型
ほ
場
区
域

に
占
め
る
面
積
比
率

2.
3

%
経

営
等

面
積

計
－

h
a

（
戸
当
た
り

－
h
a
）

（
所

有
耕

地
＋

賃
借

地
等

＋
基
幹
３
作
業

以
上
受
託
面
積
）

生
産
組
織

（
－
ｈ
ａ
）

う
ち

所
有

耕
地

面
積

計
－

h
a

農
家
戸
数

戸
経
営
等
面
積
計

ha
賃

借
権

等
設

定
面

積
計

－
h
a

高
生
産
性
農
業
型
ほ
場
区
域

に
占
め
る
面
積
比
率

%
基

幹
３

作
業

以
上

受
託

面
積
計

－
h
a

農
地
所
有
適
格

化
法
人
（
－
ｈ
ａ
）

参
加
農
家
戸
数

戸
経
営
等
面
積
計

ha
高
生
産
性
農
業
型
ほ
場
区
域

に
占
め
る
面
積
比
率

%

小
規
模
経
営
（

3
.
4
ｈ
ａ
）

関
係
農
家
戸
数

6
戸

経
営
等
面
積
計

3
.4

h
a

高
生
産
性
農
業
型
ほ
場
区
域

に
占
め
る
面
積
比
率

1
5.

5
%

集
落
営
農

（
1
0
.
9
ｈ
ａ
）

関
係
農
家
戸
数

2
3

戸
経
営
等
面
積
計

1
0.

9
h
a

高
生
産
性
農
業
型
ほ
場
区
域

に
占
め
る
面
積
比
率

4
9.

5
%

生
産

組
織

又
は

農
地

所
有
適
格
化

法
人

集
約
農
業
型
ほ
場
区
域
（

2
.1

ｈ
ａ
）

な
し

経
営
等
面
積
計

2
.
1

h
a

（
う
ち

担
い
手

－
h
a
）

関
係
農
家
戸
数

1
5

戸
（
う
ち

担
い
手

－
戸
）

条
件
不
利

区
域

な
し

農
地
転
用
区
域

な
し

非
農
用
地

ほ
か
（
6
.
3
ｈ
ａ
）

公
園
用

地
：
0
.
1
4
h
a

営
農
倉
庫

用
地
：
0
.
1
0
h
a

都
市
計
画

街
路
：
0
.
4
5
h
a

宅
地
そ

の
他
：
0
.
3
4
h
a

排
水
調
整

池
用
地
：
0
.
4
8
h
a

そ
の
他
：

0
.
5
4
h
a

墓
地
：
0
.
4
5
h
a

道
路
水
路

3
.
8
h
a
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（
６

）
経

営
形

態
と

ほ
場

整
備

（
記

入
例

）

現
況

目
標

ほ
場

形
態

経
営

・
組

織
形

態
耕

作
面

積
戸

数
経
営
・
組
織
形
態

耕
作
面
積

戸
数

規
模

拡
大

志
向

農
家

Ａ
１

1
.
0

1
規
模
拡
大
志
向
農
家

Ａ
１

1
.
3

1
大
区
画
(
1
h
a
)

〃
Ａ

２
0
.
9

1
〃

Ａ
２

0
.
9

1
大
区
画
(
5
0
a
)

〃
Ａ

３
0
.
7

1
〃

Ａ
３

2
.
5

1
〃

Ａ
４

1
.
5

1
〃

Ａ
５

1
.
0

1
個

人
営

農
希

望
農

家
Ｂ

１
2
4
.
9

60
農
業
生
産
組
織

Ｐ
１

1
0
.
9

2
3

大
区
画
(
1
h
a
、
5
0
a
)
、

標
準
区
画

農
地
所
有
適
格
化
法
人

Ｐ
２

0
.
5

4
大
区
画
(
5
0
a
)

個
人
営
農
希
望
農
家

Ｂ
１

5
.
5

2
1

標
準
区
画

土
地
持
ち
非
農
家

1
0

計
2
7
.
5

6
3

計
2
4
.
1

6
3

（
注

）
経

営
形

態
に

つ
い

て
は

、
経

営
形

態
現
況
図
及

び
計
画
図
を
そ
れ
ぞ
れ
対
応

す
る
生
産
基
盤
整
備
状

況
図
を

用
い
て
作
成
す
る
。

経
営

形
態

現
況

図
又

は
計

画
図

（
目

標
）

（
凡

例
等

記
入

例
）

（
注

）
Ａ

３
版

で
現

況
及

び
計

画
別

に
２

葉
作
成
し
、

文
字
等
が
小
さ
く
見
に
く
く

な
る
場
合
は
別
途
巻
末

に
添
付

す
る
。

（
現

況
）

（
計

画
）

凡
例

凡
例

経
営

・
組

織
形

態
等

耕
作
面
積
(
h
a
)

ほ
場

形
態

経
営
・
組

織
形
態
等

耕
作
面
積
(
h
a
)

ほ
場

形
態

（

Ａ
１

規
模

拡
大

志
向

農
家

4
.6

未
整
備
(
1
0
a
)

（
Ａ
１

規
模
拡
大

志
向
農
家

1
0
.
5

標
準
区
画
(
3
0
a
)
～

彩
Ａ
２

〃
4
.8

彩
Ａ
２

〃
6
.
7

大
区
画
(
5
0
a
、
1
h
a
)

色
Ａ
３

〃
4
.2

Ａ
３

〃
6
.
6

区
Ｂ
１

個
人

営
農

農
家

1
01
.1

色
Ｐ
１

生
産
組
織

2
4
.
2

分
Ｂ
２

〃
（

そ
の

他
農

家
）

38
.7

Ｐ
２

〃
3
6
.
3

）

Ｃ
自

家
消

費
型

農
家

1
.3

区
Ｂ
１

個
人
営
農

農
家

3
0
.
2

標
準
区
画
(
3
0
a
)

Ｂ
２

〃
（
そ
の

他
農
家
）

3
4
.
7

分
Ｃ

自
家
消
費

型
農
家

1
.
1

）

Ｘ
非
農
用
地

1
.
4
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（
７

）
経

営
形

態
移

行
の

概
要

（
記

入
例

）

現
況

計
画

(
完

了
時

)
計

画
(
目

標
)

大
規

模
経

営
農

家
［

2
.
6
ｈ

ａ
３
戸
］

大
規
模

経
営
農
家

［
6
.8

ｈ
ａ

５
戸
］

大
規
模
経
営

農
家

［
7
.
2
ｈ
ａ

５
戸

］

個
別

経
営

農
家

［
2
4
.
9
ｈ

ａ
６
０
戸
］

個
別
経

営
農
家

［
5
.9

ｈ
ａ

２
１
戸
］

個
別
経
営
農

家
［

5
.
5
ｈ
ａ

２
１
戸

］

委
託
農

家
［

－
ｈ
ａ

－
戸
］

委
託
農
家

［
－

ｈ
ａ

－
戸
］

計
［

2
7
.
5
ｈ

ａ
６
３
戸
］

自
家
消

費
農
家

［
－

ｈ
ａ

－
戸
］

自
家
消
費
農

家
［

－
ｈ
ａ

－
戸
］

農
業
生

産
組
織

［
1
0
.9

ｈ
ａ

２
３

戸
］

農
業
生
産
組

織
［

1
0
.
9
ｈ
ａ

２
３

戸
］

農
地
所

有
適
格
化
法

人
［

0.
5ｈ

ａ
４

戸
］

農
地
所
有
適
格
化
法

人
［

0
.
5
ｈ
ａ

４
戸
］

小
計

５
３

戸
小

計
５

３
戸

土
地
持

ち
非
農
家

［
ｈ
ａ

１
０
戸
］

土
地
持
ち
非

農
家

［
ｈ
ａ

１
０

戸
］

離
農
農

家
［

ｈ
ａ

－
戸
］

離
農
農
家

［
ｈ
ａ

－
戸
］

計
［

2
4
.1

ｈ
ａ

６
３
戸
］

計
［

2
4
.
1
ｈ
ａ

６
３
戸
］
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３
．

農
用

地
の

流
動

化
計

画

（
１

）
農

用
地

流
動

化
計

画

農
用

地
面

積
に

占

農
用

地
面

積
担

い
手

の
め

る
担

い
手

へ
の

区
分

(
h
a
)

経
営

等
面

積
利

用
集

積
率

(
h
a
)

(
％

)

A
B

B
／

A

現
況

(
ａ

)

１
年

度
目

２
年

度
目

３
年

度
目

４
年

度
目

５
年

度
目

対
象

事
業

完
了

時
(
ｂ

)

目
標

ｂ
－

ａ

（
注

）
１

．
対

象
事

業
の

各
年

度
に

お
い

て
実

施
要

綱
・

要
領

で
定

義
す

る
要

件
を

備
え

た
担

い
手

に
係

る
数

値
を

記
入

す
る

。

２
．

各
年

度
及

び
対

象
事

業
完

了
時

(
ｂ

)
の

欄
に

は
、

対
象

事
業

実
施

中
の

各
年

度
及

び
完

了
時

の
数

値
を

記
入

す
る

。

（
２

）
計

画
達

成
に

向
け

た
取

組
方

法

項
目

取
組

主
体

具
体

的
方

策

担
い

手
へ

の
都

道
府

県
農

地
利

用
集

積

市
町

村
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４
．

農
用

地
の

集
団

化
計

画
農

地
中

間
管

理
機

構
の

方
針

か
ら

整
理

す
る
。

(
1
)
農

用
地

集
団
化

計
画

項
目

農
用
地
面
積

担
い
手
の
経
営
面
積

集
団
化
面
積

集
団
化
率

集
約
化
面
積

集
約
化
率

（
ha
）

（
ha
）

（
ha
）

（
％
）

(h
a)

(h
a)

備
考

①
②

③
④
=③

/①
⑤

⑥
=⑤

/①

現
況

完
了
時

目
標

目
標
年
度
：
令
和
〇
〇
年
度

(
2
)
担

い
手

別
農
用

地
集

団
化

一
覧

担
い

手

番
号

区
分

地
番

面
積

計
画
地
目

集
団
化
面
積

備
考

①
認
定
農
業
者

（
ha
）

（
ha
）

②
認
定
新
規
就
農
者

③
市
町
村
構
想
水
準
達
成
者

小
計

小
計

小
計

合
計

※
一

覧
表

は
担

い
手

別
に

整
理

す
る
。
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(
3
)
農

用
地

集
団
化

状
況

図

農
用
地
集
団
化
状
況
図
（
現
況
）

〇
〇
計
画
区
域

受
益
地

集
団
化
算
定
地
域

凡
例

彩
色
区
分

担
い
手
番
号

１ ２ ３ ４ ５

農
用
地
集
団
化
状
況
図
（
目
標
）

〇
〇
計
画
区
域

受
益
地

集
団
化
算
定
地
域

凡
例

彩
色
区
分

担
い
手
番
号

１ ２ ３ ４ ５
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５
．

経
営

体
育

成
計

画

（
１

）
認

定
農

業
者

の
育

成
計

画

市
町

村
全

体
地

区
内

現
況

目
標

全
農

家
目
標

割
合

現
況

１
年

度
目

２
年

度
目

３
年

度
目

４
年

度
目

５
年

度
目

対
象

事
業

目
標

全
農
家

認
定
農
業
者

増
加
率

戸
数

(
％
)

完
了

時
戸
数

比
率
(
％
)

(％
)

A
B

A
/
B

C
D

E
D
/
E

D/
C

認
定

農
業

者
数

（
注

）
１

．
地

区
内

の
各

年
度

及
び

対
象

事
業
完
了
時

の
欄
に
は
、
対
象
事
業
地
区

内
に
お
け
る
事
業
実
施

中
の
各

年
度
及
び
完
了
時
の
数
値
を

記
入
す
る
。

（
２

）
計

画
達

成
に

向
け

た
取

組
方

法

項
目

取
組

主
体

具
体

的
方

策

認
定

農
業

者
の

育
成

都
道

府
県

市
町

村
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６
．

土
地

利
用

計
画

（
１

）
土

地
利

用
区

分

内
訳

面
積

集
落

名
高
生
産
性
農
業
型
ほ

場
区
域

(
h
a
)

集
約
農
業
型
ほ
場
区
域

条
件
不

利
区
域

農
地
転
用
区

域
非
農
用
地

そ
の

他
大

区
画
ほ
場
区
域

標
準
区
画
ほ
場
区
域

（
）

（
）

（
）

（
）

（
）

（
）

（
）

（
）

（
）

（
）

（
）

（
）

（
）

（
）

計
（

）
（

）
（

）
（

）
（

）
（

）
（

）

（
注

）
（

）
内

は
内

数
で

、
○

○
事

業
区
域
の

う
ち
、
畦

畔
除
去

等
簡
易

な
ほ
場
整

備
を
含
む

ほ
場

整
備
区

域
等

の
面

積
を

記
入

す
る

。

（
注

）
土

地
利

用
区

分
は

、
次

の
例

を
参

考
と

す
る

。

ア
．

高
生

産
性

農
業

型
ほ

場
区

域

(
ｱ
)
大

型
農

業
機

械
や

航
空

機
利

用
等

に
よ
る
大

規
模
経
営
や

乾
田

直
播
等
新

た
な
営
農

技
術

の
導
入
を

図
る
た

め
、

ほ
場

の
大

区
画

化
や

農
地

の
集

積
を

強
力

に
進

め
る

こ
と

が
可

能
な

地
域

。

(
ｲ
)
大

区
画

の
ほ

場
整

備
が

実
施

さ
れ

、
又
は
畦

畔
除
去
等
に

よ
り

区
画
の
大

規
模
化
が

促
進

さ
れ
る
地

域
。

(
ｳ
)
数

集
落

の
農

地
が

生
産

組
織

等
に

よ
り
利
用

さ
れ
る
こ
と

が
想

定
さ
れ
る

地
域
。

(
ｴ
)
将

来
と

も
生

産
性

の
高

い
優

良
農

地
と
し
て

保
全
す
る
地

域
。

(
ｵ
)
標

準
区

画
程

度
に

区
画

整
理

が
終

了
し
た
地

域
に
お
い
て

、
大

区
画
化
を

前
提
と
す

る
農

地
利
用
の

集
積
が

図
ら

れ
る

こ
と

。

イ
．

集
約

農
業

型
ほ

場
整

備
区

域

(
ｱ
)
大

区
画

ほ
場

を
造

成
す

る
こ

と
が

困
難
で
あ

り
、
果
樹
、

野
菜

等
を
交
え

た
集
約
的

な
複

合
経
営
を

目
指
す

地
域

。

(
ｲ
)
生

産
調

整
を

積
極

的
に

行
う

地
域

。

ウ
．

条
件

不
利

区
域

生
産

性
の

向
上

が
あ

ま
り

期
待

で
き

ず
、

原
則
と
し

て
事
業

対
象
と

し
な
い
地

域
。

エ
．

農
用

地
転

用
区

域

計
画

的
に

農
用

地
を

転
用

す
る

地
域

で
あ

っ
て
、
事

業
対
象

と
し
な

い
地
域
。

オ
．

非
農

用
地

○
○

事
業

等
に

よ
り

設
定

さ
れ

た
非

農
用
地
区

域
。

な
お

、
土

地
利

用
計

画
図

（
ゾ

ー
ニ

ン
グ

）
を
作
成

す
る
が
、

巻
頭

の
農
用
地

利
用
集
積

促
進

土
地
改
良

整
備
計

画
区

域
図

と
兼

用
す

る
。

（
２

）
優

良
農

地
の

保
全

に
向

け
た

取
組

方
法

（
記
入
例

）

（
整

備
さ

れ
た

農
地

の
農

業
上

の
利
用
を

確
保
し
、
遊
休
農
地
の
発
生
防
止
に
関
す
る

事
項
等
農
地

を
保
全
し
て
農

業
経
営
等
の
規
模
拡
大
に
資

す
る
取
組
方
策
を
記
載
す
る
。

）

項
目

取
組

主
体

具
体

的
方

策

優
良
農
地
の
保
全

都
道

府
県

（
例
） 促
進
計
画
に
お
い
て
定
め
ら
れ
た
取
組
方
策
に
つ
い
て
助
言
等
を
行
う
と
と
も
に
、
農
地
法
（
昭
和
27
年
法
律
第
22
9号

）
に
基
づ
く
遊
休
農
地
に
関
す
る
措
置
等
を
踏
ま

え
、
関
係
部
局
と
連
携
し
農
地
の
農
業
上
の
利
用
の
確
保
の
推
進
を
図
る
。

市
町

村
（
促
進
計
画
に
お
い
て
策
定
し
た
内
容
を
記
載

）
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７
．

収
益

性
向

上
計

画

(
1
)
収

益
性

向
上

に
向

け
た

取
組

方
針

需
要

構
造

等
の

変
化

に
応

じ
て

水
稲
作
に

当
た
っ
て
は
、
業
務
用
重
要
や
輸
出
の
対
応

、
ブ
ラ
ン
ド

化
を
図
る
な
ど

、
収
益
向
上
を
図
る
た
め
の

取
組
方
針
を
作
成
す
る
。

収
益
性
向
上
を

図
る
た
め
の
取
組
方
針

活
動
計
画

（
記

入
例

１
）

・
海
外

マ
ー

ケ
ッ

ト
に
お

け
る

日
本

産
米

販
売
や

中
食

・
外

食
等

の
業
務

用
米

は
、

今
後

も
堅

調
な

・
ジ

ェ
ト

ロ
、

企
業

等
と

連
携

し
、

輸
出

用
の

加
工

食
品

等
を

開
発

し
輸

出
用

米
の

取
引

の
拡

大
需

要
が

期
待

さ
れ

る
こ
と

か
ら

、
麦

・
大

豆
等
か

ら
輸

出
用

米
、

業
務
用

米
へ

の
転

換
を

図
る

こ
を

図
る

。
と

と
し

、
そ

の
作

付
け

面
積

の
1
0
％

の
拡

大
に

向
け

て
、

安
定

し
た

生
産

と
販

売
を

推
進

す
る

。
・

中
食

・
外

食
事

業
者

等
の

需
要

に
応

じ
た

品
種

導
入

等
に

よ
る
生

産
拡

大
を

図
り

、
県

や
農

協
等

と
連

携
し

、
商

談
会

の
開

催
等

に
よ

り
、

取
引

の
拡

大
を

図
る

。
・

多
収

性
の

米
の

導
入

や
直

播
栽

培
等

に
よ

る
米

の
生

産
コ

ス
ト

の
更

な
る

削
減

を
図

る
。

（
記

入
例

２
）

・
圃

場
の
大

区
画
化

に
あ

わ
せ

、
作

業
の

効
率

化
や
新

技
術

導
入

に
よ

る
更
な

る
低

コ
ス

ト
化

を
図

・
安

全
安

心
の

消
費

者
需

要
に

対
応

し
た

高
品

質
の

作
物

を
栽

培
す

る
た

め
の

専
業

技
術

の
習

り
、
生

み
出

さ
れ

た
余
剰

労
働

力
も

活
用

し
て
、

流
通

に
お

け
る

特
徴
あ

る
米

の
主

産
地

化
を

図
得

、
導

入
し

、
ブ

ラ
ン

ド
化

の
強

化
を

図
る

。
る

。
・

県
や

農
協

等
と

連
携

に
加

え
、

企
業

等
を

通
じ

た
販

売
ル

ー
ト

の
確

保
に

努
め

る
。

・
具

体
的
に

は
、
安

全
安

心
の

消
費

者
ニ

ー
ズ

を
踏
ま

え
た

品
質

の
高

度
化
に

努
め

、
麦

・
大

豆
等

・
直

播
栽

培
や

減
肥

・
減

農
薬

等
に

よ
る

米
の

更
な

る
生

産
コ

ス
ト

削
減

を
図

る
。

か
ら

特
別

栽
培

米
や

有
機

栽
培

米
へ

の
転

換
を

図
る

こ
と

と
し

、
そ

の
作

付
面

積
の

1
0％

の
拡

大
に

向
け

て
、

品
質

の
高
い

、
安

定
し

た
生

産
及
び

販
売

を
推

進
す

る
。

（
記

入
例

３
）

・
圃

場
の
大

区
画
化

・
汎

用
化

に
よ

り
、

土
地

利
用
型

作
物

の
栽

培
に

お
け
る

作
業

効
率

を
向

上
さ

・
県

や
農

協
等

と
連

携
し

、
収

益
性

の
高

い
作

物
を

栽
培

す
る

た
め

の
技

術
の

習
得

、
導

入
を

図
せ

、
新

た
な

技
術

導
入
に

よ
る

更
な

る
低

コ
ス
ト

化
を

図
る

と
と

も
に
、

高
収

益
作

物
を

導
入

す
る

。
る

こ
と

で
収

益
性

の
向
上

を
図

る
。

・
高

収
益

作
物

に
お

い
て

は
、

周
辺

地
域

と
の

差
別

化
す

る
た

め
、

リ
レ

ー
出

荷
や

外
食

事
業

者
・

具
体

的
に

は
、

収
益

性
の

高
い

作
物

へ
の

転
換

を
図

る
こ

と
と

し
、

そ
の

作
付

面
積

の
1
0％

の
拡

等
へ

の
販

売
ル

ー
ト

の
確

保
に

努
め

る
。

大
に
向

け
て

、
安

定
し
た

生
産

及
び

販
売

を
推
進

す
る

。
・

土
地

利
用

型
作

物
に

お
い

て
は

、
大

型
機

械
作

業
の

導
入

を
図

り
、

更
な

る
生

産
コ

ス
ト

の
削

減
を

図
る

。
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(
2
)

販
売

額
向
上

①
作
物

生
産

額
受

益
地

内
で

生
産

さ
れ

た
作

物
の
生
産
額

を
整
理
す
る
。

事
業
計
画

事
業
実
施

後
（
評
価
時
点
）

事
業
実
施
前
（
現
況
）

事
業
実

施
前
（
計
画
）

作
物

名
面
積

単
収

単
価

生
産
額

面
積

単
収

単
価

生
産
額

面
積

単
収

単
価

生
産
額

(
h
a
)

(
k
g
/
1
0
a
)

(
千
円
/
t
)

(千
円
)

(
h
a
)

(
k
g
/1

0a
)

(
千
円
/
t
)

(
千
円
)

(
h
a
)

(
k
g
/1
0a

)
(
千
円
/
t
)

(
千
円
)

④
=
①
×
②
×

⑧
=
⑤

×
⑥
×

⑧
'
=
⑤
'
×
⑥
'

①
②

③
③
/
10
0

⑤
⑥

⑦
⑦
/
10

0
⑤
'

⑥
'

⑦
'

×
⑦
'
/
1
0
0

計

※
②

加
工

品
や

６
次

化
商

品
と

し
て
出
荷
さ

れ
る
作
物
分
は
、
除
く
。

※
事

業
完

了
後

の
評

価
時

点
に

お
い
て
複
数

の
販
売
先
（
J
A
、
ス
ー
パ
ー

、
直
売
所
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト

等
）
が
あ
る
場
合
は
、
そ
れ

ぞ
れ
の
単
価
を
用
い
る
こ
と

も
可
能
。

※
単

収
及

び
単

価
は

、
評

価
直

近
年
の
値
を

用
い
る
こ
と
と
す
る
が
、
気

象
条
件
に
よ
る
異
常
値
の
場
合

は
そ
の
限
り
で
は
な
い
。

②
加
工

品
や

６
次

化
商

品
の

販
売

額
受

益
地

内
で

生
産

さ
れ

た
作

物
を
利
用
し

て
加
工
・
販
売
し
て
い
る
商

品
の
販
売
額
を
整
理
す
る
。

販
売
額
（
千
円
）

加
工

品
名

事
業
実
施
前

事
業
実
施
後
（
計
画
）

事
業
実
施
後

（
評
価
時
点
）

⑨
⑩

⑪

計

③
そ
の

他
販

売
額

上
記

①
及

び
②

以
外

で
受

益
地
内
で
生
産

さ
れ
た
作
物
を
利
用
し
て
販

売
さ
れ
た
販
売
額
を
整
理
す
る

。

販
売
額
（
千
円
）

品
名

事
業
実
施
前

事
業
実
施
後
（
計
画
）

事
業
実
施
後

（
評
価
時
点
）

⑫
⑬

⑭

計
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④
販
売

額
向

上
率

①
作

物
生

産
額

②
加

工
品
や
６
次
化
商
品
販
売
額

③
そ
の
他
販
売
額

販
売
額
向
上

率
事

業
実

施
前

事
業

実
施

後
事
業
実
施
前

事
業
実
施
後

事
業

実
施
前

事
業
実
施
後

（
％
）

（
千

円
）

（
千

円
）

（
千
円
）

（
千
円
）

（
千
円
）

（
千
円

）
⑮

=④
⑯

=
⑧

又
は
⑧
'

⑰
=
⑨

⑱
=
⑩
又
は
⑪

⑲
=
⑫

⑳
=
⑬
又
は
⑭

㉑
=
(
⑯
+
⑱
+
⑳
)
/
(
⑮
+
⑰
+
⑲
)

(3
)

生
産

コ
ス

ト
低

減
生

産
コ

ス
ト

は
、

効
果

算
定

マ
ニ

ュ
ア

ル
の
営
農
経
費
節
減
効
果
（
第
６
表
）
の
算

定
方
法
に
準

じ
て
整
理
す
る

。

事
業

計
画

(
円
/
h
a
)

事
業
実
施
後

（
評
価
時
点
）
(
円
/
h
a
)

事
業
実

施
前
（
現
況
）

事
業
実
施
後
（
計
画

）
(円

/
h
a
)

削
減
率

作
物

名
労

働
費

機
械
経

そ
の
他
生

営
農
経
費

労
働
費

機
械
経

そ
の
他

生
営
農
経
費

労
働
費

機
械
経

そ
の
他
生

営
農
経
費

削
減
率

費
産
資
材
費

費
産
資
材

費
⑨
=
1
-

費
産

資
材
費

⑬
=
1
-
⑫

①
②

③
④
=
①
+
②
+
③

⑤
⑥

⑦
⑧
=
⑤
+
⑥
+
⑦

⑧
/
④

⑨
⑩

⑪
⑫
=
⑨
+
⑩
+
⑪

/
④

計
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(
4
)

担
い

手
の
米

の
生

産
コ

ス
ト

担
い
手

の
米

の
生

産
コ

ス
ト

を
整

理
す

る
。

現
況

生
産

コ
ス

ト
計

画
生
産
コ
ス
ト

事
業
実
施
後
（
評
価

時
点
）

（
円

／
6
0
k
g
）

（
円
／

6
0
k
g
）

（
円

／
60
kg
）

※
米

の
生

産
コ

ス
ト

と
は

、
資

本
利
子
や
地

代
も
含
め
た
6
0
㎏
当
た
り
の

全
算
入
生
産
費
（
資
本
利
子
・

地
代
全
額
算
入
生
産
費
）
の

こ
と
を
指
す
。

(
5
)

高
収

益
作
物

の
割

合
作

物
生

産
額

（
主

食
用

米
を

除
く

）
に

占
め
る
高
収
益
作
物
の
割
合
を
整
理
す
る
。 事
業
計
画

事
業
実
施
後
（
評
価
時
点
）

事
業
実
施
前
（
現
況
）

事
業
実
施

前
（
計
画
）

作
物

名
面
積

単
収

単
価

生
産
額

面
積

単
収

単
価

生
産

額
面
積

単
収

単
価

生
産
額

(
h
a
)

(k
g
/
1
0
a
)

(
千
円
/
t
)

(千
円

)
(
h
a
)

(
k
g
/
1
0a

)
(
千
円
/
t
)

(
千
円
)

(
h
a
)

(
k
g
/
1
0a
)

(
千
円
/
t
)

(
千
円
)

④
=
①

×
②
×

⑧
=
⑤
×

⑥
×

⑧
'
=
⑤
'
×
⑥
'

①
②

③
③
/
1
0
0

⑤
⑥

⑦
⑦
/
1
0
0

⑤
'

⑥
'

⑦
'

×
⑦
'
/
1
0
0

計

主
食

用
米

を
除

い
た

生
産
額

⑨

高
収

益
作

物
の

生
産

額
⑩

作
物

生
産

額
に

占
め

る
高

収
益

作
物

の
割

合
⑩

／
⑨
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８
．

推
進

体
制

整
備

計
画

（
担

い
手

へ
の

農
地

の
利

用
集

積
の

促
進

及
び
地
域
の

収
益
性
の
向
上
を
図
る
た
め

の
推
進
体
制
整
備
に
つ

い
て
、

各
段
階
の
組
織
化
及
び
活
動

内
容
等
を
記
述
す
る
と
と
も

に
組
織
図
を
作
成
す
る
。
）

（
記

入
例

）

〇
〇

地
区

事
業

推
進

体
制

図

〇
〇

推
進

チ
ー

ム
〇
〇
事
業
〇
〇
推
進
部
会

（
設

立
年

：
〇

〇
年

〇
月
）

（
設
立
年
：
〇
〇
年
〇
月

）

構
成

メ
ン

バ
ー

構
成
メ
ン
バ

ー

・
〇

〇
県

○
〇

振
興

局
〇

〇
課

長
・

〇
〇

県
農

業
改

良
普

及
セ

ン
タ
ー
〇
〇
課

長
・

〇
〇

市
〇

〇
課

長
・

〇
〇

市
農

業
委

員
会

〇
〇

課
長

・
〇

〇
土

地
改

良
区

〇
〇

課
長

目
的
及
び
内

容
・

〇
〇

農
地

中
間

管
理

機
構

〇
〇
課
長

・
担

い
手

目
的
：

農
地
の
利
用
集
積
及
集
団
化

の
推
進
を
図
る

目
的

及
び

内
容

目
的

：
事

業
推

進
及

び
事

業
効
果
の
評
価

・
〇
〇
事
業
〇
〇
推
進
部
会

・
（
設
立
年
：
〇
〇
年
〇
月

）

構
成
メ
ン
バ

ー

目
的
及
び
内

容

目
的
：

地
域
の
収
益
性
向
上
を
図
る

協
議
・
調
整

協
議
・
調
整
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９
．

農
業

生
産

基
盤

整
備

計
画

（
１

）
農

業
生

産
基

盤
整

備
計

画

①
補

助
事

業

事
業

受
益

概
算

予
定
負
担

率
(％

)
前
年
度

予
定

事
業

事
業

名
地

区
名

主
要

工
事

概
要

ま
で
の

主
体

面
積

総
事
業
費

市
町
村

農
家

事
業
費

工
期

番
号

h
a

百
万
円

整
地
工

h
a
、
用
水
路
工

Ｌ
=

㎞
百
万
円

区
暗
渠
工

h
a
、
排

水
路
工

Ｌ
=

㎞
併

画
客
土
工

h
a
、
道

路
工

Ｌ
=

㎞
せ

整
畦
畔
除

去
工

h
a
、
そ

の
他
（

）
h
a

事
理

用
水
ﾊ
ﾟ
ｲﾌ
ﾟﾗ
ｲﾝ
化

h
a

業
排
水
路

暗
渠
化

h
a

②
国

営
事

業

受
益

前
年
度
ま
で

当
該

区
域

内
の

施
設

等
事

業
事

業
名

地
区

名
総
事
業
費

事
業
工
期

備
考

面
積

の
進
捗
率

受
益

面
積

施
設
の
名
称

及
び
数
量

進
捗

率
番

号

h
a

百
万
円

％
h
a

％

１
０

．
農

業
経

営
高

度
化

計
画

事
業

名
事
業
実
施
主

体
事
業
実
施
期
間

活
動
内
容
等

総
事
業
費

備
考

（
千
円
）

（
１

）
指

導
事

業

（
２

）
調

査
・

調
整

事
業

（
３

）
耕

地
利

用
高

度
化

推
進

事
業

合
計
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（別記様式第２号）

番 号

年 月 日

集積・集団化等促進基盤整備計画

変更報告書

農林水産省○○農政局長 殿

北海道にあっては、農林水産省農村振興局長

沖縄県にあっては、内閣府沖縄総合事務局長

都道府県知事名 印

○○地区について、集積・集団化等促進基盤整備計画の変更を行ったので、農地中間管理機構関連

農地整備事業実施要領（平成30年３月30日付け29農振第2690号農林水産省農村振興局長通知）の別紙

１第７に基づき、下記資料を添付して報告します。

記

都道府 受 益 面 積
地 区 名 所 在 地 総事業費 備 考

県 名 (区画整理面積)

ha 百万円
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（別記様式第3号）

番 号

年 月 日

農林水産省○○農政局 殿

北海道にあっては、北海道開発局長経由農林水産省農村振興局長

沖縄県にあっては、内閣府沖縄総合事務局長

都道府県知事名 印

達成状況報告

農地中間管理機構関連農地整備事業実施要領（平成30年３月30日付け29農振第2690号農

林水産省農村振興局長通知）第７の規定により、下記のとおり事業達成状況について報告

します。

記

１．農用地集積状況

２．農用地集団化状況

３．収益性状況

※１．農用地集積状況は、農業生産基盤整備事業に着手した年度から目標年度までの毎年度、

進捗状況及び達成状況を調査し報告。

※２．農用地集団化状況は、完了年度及び目標年度に達成状況を調査して報告。

※３．収益性状況は、完了年度及び目標年度に達成状況を調査して報告。

※ ただし、２及び３においては、完了年度の状況により目標達成が困難と認められる場合

は、完了年度から目標年度までの毎年度報告すること。
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１
．

農
用

地
集

積
状

況

（
１

）
農

地
集

積
（

農
地

の
流

動
化

）

【
計

画
時

】
【

事
業

着
手

年
度

か
ら

目
標

年
度

】

農
用

地
面

積
に

占
農

用
地

面
積

に
占

農
用

地
面

積
担

い
手

の
め

る
担

い
手

へ
の

農
用

地
面

積
担

い
手

の
め

る
担

い
手

へ
の

区
分

(
h
a
)

経
営

等
面

積
利

用
集

積
率

区
分

(
h
a
)

経
営

等
面

積
利

用
集

積
率

(
h
a
)

(
％

)
(
h
a
)

(
％

)

A
B

B
／

A
A

B
B
／

A

現
況

(
ａ

)
現

況
(
ａ

)

１
年

度
目

１
年

度
目

２
年

度
目

２
年

度
目

３
年

度
目

３
年

度
目

４
年

度
目

４
年

度
目

５
年

度
目

５
年

度
目

対
象

事
業

完
了

時
(
ｂ

)
対

象
事

業
完

了
時

(
ｂ

)

目
標

目
標

ｂ
－

ａ
ｂ

－
ａ

（
注

）
１

．
対

象
事

業
の

各
年

度
に

お
い

て
実

施
要

綱
・

要
領

で
定

義
す

る
要

件
を

備
え

た
担

い
手

に
係

る
数

値
を

記
入

す
る

。

２
．

各
年

度
及

び
対

象
事

業
完

了
時

(
ｂ

)
の

欄
に

は
、

対
象

事
業

実
施

中
の

各
年

度
及

び
完

了
時

の
数

値
を

記
入

す
る

。
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２
．

農
用

地
の

集
団

化
状

況

(
1
)
農

用
地

集
団
化

【
計
画
時
】

項
目

農
用
地
面
積

担
い
手
の
経
営
面
積

集
団
化
面
積

集
団
化
率

集
約
化
面
積

集
約
化
率

（
ha
）

（
ha
）

（
ha
）

（
％
）

(h
a)

(h
a)

備
考

①
②

③
④
=③

/①
⑤

⑥
=⑤

/②

現
況

完
了
時

目
標

目
標
年
度
：
令
和
〇
〇
年
度

【
完
了
年
度
・
目
標
年
度
】

項
目

農
用
地
面
積

担
い
手
の
経
営
面
積

集
団
化
面
積

集
団
化
率

集
約
化
面
積

集
約
化
率

（
ha
）

（
ha
）

（
ha
）

（
％
）

(h
a)

(h
a)

備
考

①
②

③
④
=③

/①
⑤

⑥
=⑤

/②

完
了
時

目
標

目
標
年
度
：
令
和
〇
〇
年
度

(
2
)
担

い
手

別
農
用

地
集

団
化

一
覧

担
い

手

番
号

区
分

地
番

面
積

計
画
地
目

集
団
化
面
積

備
考

①
認
定
農
業
者

（
ha
）

（
ha
）

②
認
定
新
規
就
農
者

③
市
町
村
構
想
水
準
達
成
者

小
計

合
計

※
一

覧
表

は
担

い
手

別
に

整
理

す
る
。
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(
3
)
農

用
地

集
団
化

状
況

図

農
用
地
集
団
化
状
況
図
（
現
況
）

〇
〇
計
画
区
域

受
益
地

集
団
化
算
定
地
域

凡
例

彩
色
区
分

担
い
手
番
号

１ ２ ３ ４ ５

農
用
地
集
団
化
状
況
図
（
完
了
年
度
・
目
標
年
度
）

〇
〇
計
画
区
域

受
益
地

集
団
化
算
定
地
域

凡
例

彩
色
区
分

担
い
手
番
号

１ ２ ３ ４ ５
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３
．

収
益

性
状

況

(
１

)
販

売
額

向
上

①
作
物

生
産

額
受

益
地

内
で

生
産

さ
れ

た
作

物
の
生
産
額

を
整
理
す
る
。

【
計

画
時

】

事
業
計
画

事
業
実
施

後
（
評
価
時
点
）

事
業
実
施
前
（
現
況
）

事
業
実

施
前
（
計
画
）

作
物

名
面
積

単
収

単
価

生
産
額

面
積

単
収

単
価

生
産
額

面
積

単
収

単
価

生
産
額

(
h
a
)

(
k
g
/
1
0
a
)

(
千
円
/
t
)

(千
円
)

(
h
a
)

(
k
g
/1

0a
)

(
千
円
/
t
)

(
千
円
)

(
h
a
)

(
k
g
/1
0a

)
(
千
円
/
t
)

(
千
円
)

④
=
①
×
②
×

⑧
=
⑤

×
⑥
×

⑧
'
=
⑤
'
×
⑥
'

①
②

③
③
/
10
0

⑤
⑥

⑦
⑦
/
10

0
⑤
'

⑥
'

⑦
'

×
⑦
'
/
1
0
0

計

【
完

了
年

度
・

目
標

年
度

】

事
業
計
画

事
業
実
施

後
（
評
価
時
点
）

事
業
実
施
前
（
現
況
）

事
業
実

施
前
（
計
画
）

作
物

名
面
積

単
収

単
価

生
産
額

面
積

単
収

単
価

生
産
額

面
積

単
収

単
価

生
産
額

(
h
a
)

(
k
g
/
1
0
a
)

(
千
円
/
t
)

(千
円
)

(
h
a
)

(
k
g
/1

0a
)

(
千
円
/
t
)

(
千
円
)

(
h
a
)

(
k
g
/1
0a

)
(
千
円
/
t
)

(
千
円
)

④
=
①
×
②
×

⑧
=
⑤

×
⑥
×

⑧
'
=
⑤
'
×
⑥
'

①
②

③
③
/
10
0

⑤
⑥

⑦
⑦
/
10

0
⑤
'

⑥
'

⑦
'

×
⑦
'
/
1
0
0

計

※
②

加
工

品
や

６
次

化
商

品
と

し
て
出
荷
さ

れ
る
作
物
分
は
、
除
く
。

※
事

業
完

了
後

の
評

価
時

点
に

お
い
て
複
数

の
販
売
先
（
J
A
、
ス
ー
パ
ー

、
直
売
所
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト

等
）
が
あ
る
場
合
は
、
そ
れ

ぞ
れ
の
単
価
を
用
い
る
こ
と

も
可
能
。

※
単

収
及

び
単

価
は

、
評

価
直

近
年
の
値
を

用
い
る
こ
と
と
す
る
が
、
気

象
条
件
に
よ
る
異
常
値
の
場
合

は
そ
の
限
り
で
は
な
い
。
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②
加
工

品
や

６
次

化
商

品
の

販
売

額
受

益
地

内
で

生
産

さ
れ

た
作

物
を
利
用
し

て
加
工
・
販
売
し
て
い
る
商

品
の
販
売
額
を
整
理
す
る
。

【
計

画
時

】

販
売
額
（
千
円
）

加
工

品
名

事
業
実
施
前

事
業
実
施
後
（
計
画
）

事
業
実
施
後

（
評
価
時
点
）

⑨
⑩

⑪

計

【
完

了
年

度
・

目
標

年
度

】

販
売
額
（
千
円
）

加
工

品
名

事
業
実
施
前

事
業
実
施
後
（
計
画
）

事
業
実
施
後

（
評
価
時
点
）

⑨
⑩

⑪

計

③
そ
の

他
販

売
額

上
記

①
及

び
②

以
外

で
受

益
地
内
で
生
産

さ
れ
た
作
物
を
利
用
し
て
販

売
さ
れ
た
販
売
額
を
整
理
す
る

。
【

計
画

時
】

販
売
額
（
千
円
）

品
名

事
業
実
施
前

事
業
実
施
後
（
計
画
）

事
業
実
施
後

（
評
価
時
点
）

⑫
⑬

⑭

計

【
完

了
年

度
・

目
標

年
度

】

販
売
額
（
千
円
）

品
名

事
業
実
施
前

事
業
実
施
後
（
計
画
）

事
業
実
施
後

（
評
価
時
点
）

⑫
⑬

⑭

計
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④
販
売

額
向

上
率

【
計

画
時

】 ①
作

物
生

産
額

②
加

工
品
や
６
次
化
商
品
販
売
額

③
そ
の
他
販
売
額

販
売
額
向
上

率
事

業
実

施
前

事
業

実
施

後
事
業
実
施
前

事
業
実
施
後

事
業

実
施
前

事
業
実
施
後

（
％
）

（
千

円
）

（
千

円
）

（
千
円
）

（
千
円
）

（
千
円
）

（
千
円

）
⑮

=④
⑯

=
⑧

又
は
⑧
'

⑰
=
⑨

⑱
=
⑩
又
は
⑪

⑲
=
⑫

⑳
=
⑬
又
は
⑭

㉑
=
(
⑯
+
⑱
+
⑳
)
/
(
⑮
+
⑰
+
⑲
)

【
完

了
年

度
・

目
標

年
度

】

①
作

物
生

産
額

②
加

工
品
や
６
次
化
商
品
販
売
額

③
そ
の
他
販
売
額

販
売
額
向
上

率
事

業
実

施
前

事
業

実
施

後
事
業
実
施
前

事
業
実
施
後

事
業

実
施
前

事
業
実
施
後

（
％
）

（
千

円
）

（
千

円
）

（
千
円
）

（
千
円
）

（
千
円
）

（
千
円

）
⑮

=④
⑯

=
⑧

又
は
⑧
'

⑰
=
⑨

⑱
=
⑩
又
は
⑪

⑲
=
⑫

⑳
=
⑬
又
は
⑭

㉑
=
(
⑯
+
⑱
+
⑳
)
/
(
⑮
+
⑰
+
⑲
)
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(3
)

生
産

コ
ス

ト
低

減
生

産
コ

ス
ト

は
、

効
果

算
定

マ
ニ

ュ
ア

ル
の
営
農
経
費
節
減
効
果
（
第
６
表
）
の
算

定
方
法
に
準

じ
て
整
理
す
る

。
【

計
画

時
】

事
業

計
画

(
円
/
h
a
)

事
業
実
施
後

（
評
価
時
点
）
(
円
/
h
a
)

事
業
実

施
前
（
現
況
）

事
業
実
施
後
（
計
画

）
(円

/
h
a
)

削
減
率

作
物

名
労

働
費

機
械
経

そ
の
他
生

営
農
経
費

労
働
費

機
械
経

そ
の
他

生
営
農
経
費

労
働
費

機
械
経

そ
の
他
生

営
農
経
費

削
減
率

費
産
資
材
費

費
産
資
材

費
⑨
=
1
-

費
産

資
材
費

⑬
=
1
-
⑫

①
②

③
④
=
①
+
②
+
③

⑤
⑥

⑦
⑧
=
⑤
+
⑥
+
⑦

⑧
/
④

⑨
⑩

⑪
⑫
=
⑨
+
⑩
+
⑪

/
④

計

【
完
了

年
度

・
目

標
年

度
】

事
業

計
画

(
円
/
h
a
)

事
業
実
施
後

（
評
価
時
点
）
(
円
/
h
a
)

事
業
実

施
前
（
現
況
）

事
業
実
施
後
（
計
画

）
(円

/
h
a
)

削
減
率

作
物

名
労

働
費

機
械
経

そ
の
他
生

営
農
経
費

労
働
費

機
械
経

そ
の
他

生
営
農
経
費

労
働
費

機
械
経

そ
の
他
生

営
農
経
費

削
減
率

費
産
資
材
費

費
産
資
材

費
⑨
=
1
-

費
産

資
材
費

⑬
=
1
-
⑫

①
②

③
④
=
①
+
②
+
③

⑤
⑥

⑦
⑧
=
⑤
+
⑥
+
⑦

⑧
/
④

⑨
⑩

⑪
⑫
=
⑨
+
⑩
+
⑪

/
④

計
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(
4
)

担
い

手
の
米

の
生

産
コ

ス
ト

担
い
手

の
米

の
生

産
コ

ス
ト

を
整

理
す

る
。

【
計

画
時

】

現
況

生
産

コ
ス

ト
計

画
生
産
コ
ス
ト

事
業
実
施
後
（
評
価

時
点
）

（
円

／
6
0
k
g
）

（
円
／

6
0
k
g
）

（
円

／
60
kg
）

【
完

了
年

度
・

目
標

年
度

】

現
況

生
産

コ
ス

ト
計

画
生
産
コ
ス
ト

事
業
実
施
後
（
評
価

時
点
）

（
円

／
6
0
k
g
）

（
円
／

6
0
k
g
）

（
円

／
60
kg
）

※
米

の
生

産
コ

ス
ト

と
は

、
資

本
利
子
や
地

代
も
含
め
た
6
0
㎏
当
た
り
の

全
算
入
生
産
費
（
資
本
利
子
・

地
代
全
額
算
入
生
産
費
）
の

こ
と
を
指
す
。
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(
5
)

高
収

益
作
物

の
割

合
作

物
生

産
額

（
主

食
用

米
を

除
く

）
に

占
め
る
高
収
益
作
物
の
割
合
を
整
理
す
る
。

【
計

画
時

】

事
業
計
画

事
業
実
施
後
（
評
価
時
点
）

事
業
実
施
前
（
現
況
）

事
業
実
施

前
（
計
画
）

作
物

名
面
積

単
収

単
価

生
産
額

面
積

単
収

単
価

生
産

額
面
積

単
収

単
価

生
産
額

(
h
a
)

(k
g
/
1
0
a
)

(
千
円
/
t
)

(千
円

)
(
h
a
)

(
k
g
/
1
0a

)
(
千
円
/
t
)

(
千
円
)

(
h
a
)

(
k
g
/
1
0a
)

(
千
円
/
t
)

(
千
円
)

④
=
①

×
②
×

⑧
=
⑤
×

⑥
×

⑧
'
=
⑤
'
×
⑥
'

①
②

③
③
/
1
0
0

⑤
⑥

⑦
⑦
/
1
0
0

⑤
'

⑥
'

⑦
'

×
⑦
'
/
1
0
0

計

主
食

用
米

を
除

い
た

生
産
額

⑨

高
収

益
作

物
の

生
産

額
⑩

作
物

生
産

額
に

占
め

る
高

収
益

作
物
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(1) 農地中間管理事業管理耕作業務委託実施要領 
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農地中間管理事業管理耕作業務委託実施要領 

 

                          公益社団法人ひょうご農林機構 

（趣旨） 

第１条 この要領は、公益社団法人ひょうご農林機構（以下「機構」という。）が農地中間

管理権を取得した、農地整備事業などが予定されている又は当該事業による換地処分が

未完了の農用地を適正に管理するため、農地中間管理事業規程（以下「事業規程」とい

う。）第５条に基づく業務の委託に関して必要な事項を定めるものとする。 

 

（定義） 

第２条 この要領において「管理耕作」とは、農用地で肥培管理等を行い農産物の生産を

行うことにより管理する方法をいう。 

 

（委託業務の内容） 

第３条 機構は、次に掲げる業務を委託するものとする。 

 一 別表に定める農作物の生産管理作業 

 二 前項の作業以外で農地を適正に管理する作業 

 三 地域の農業者と適切な役割分担の下に行う作業 

 四 生産・収穫された農産物の販売 

 

（委託先） 

第４条 委託の相手方（以下「受託者」という。）は、農地中間管理事業の趣旨に即して、

委託業務を適正かつ円滑に処理することができる者とする。 

２ 受託者は、委託業務の全部又は一部を第三者に委託してはならない。ただし、あらか

じめ機構から書面による承諾を得た場合は、この限りでない。 

 

（委託に係る農用地） 

第５条 業務を委託する農用地は、次に掲げる農用地とする。 

一 農地整備事業などの工事が予定され、相当の期間、中間管理が必要となる農用地 

二 農地整備事業などの工事が完了し、一時利用地指定通知されてから農用地利用配分

計画による貸借権設定までの間、中間管理が必要となる農用地 

 

（委託契約） 

第６条 機構は、業務を委託しようとするときは、あらかじめ受託者の同意を得るものと

する。 

２ 業務委託契約は、別添参考様式「公益社団法人ひょうご農林機構農地中間管理事業管

理耕作業務委託契約書」をもって契約するものとする。 

 

（委託料） 

第７条 受託者は、第３条第四号に係る販売収入を業務に必要な経費に充当するものとし、
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本業務委託に係る委託料はこれを求めない。 

 

（契約期間） 

第８条 業務を委託する期間は、次に掲げる期間で設定する。 

一 第５条第一号に定める農用地の場合、契約締結の日から、農地整備事業などの工事

が着工されるまでの期間 

二 第５条第二号に定める農用地の場合、契約締結の日から、換地処分公告の日までの

期間であって、５年を超えない期間 

 

（実施状況等の報告） 

第９条 機構は、必要があると認めるときは、委託業務の実施状況、その他必要な事項に

ついて受託者に報告を求めることができる。 

 

（委託業務の変更又は中止） 

第 10条 受託者は、委託業務内容の変更を行う必要が生じた場合又は委託業務を中止せざ

るを得ない事由が生じた場合は、速やかに機構と協議するものとする。 

 

（その他） 

第 11条 この要領に定めるもののほか、委託契約及び委託業務の実施に必要な事項につい

ては、双方協議の上、定めるものとする。 

 

附 則 

 この要領は、平成 29 年 10 月 20 日から適用する。 

この要領は、令和２年３月５日から適用する。 

この要領は、令和３年４月１日から適用する。 

 

 

別表 

農 作 物 生産管理作業 

① 水稲 耕起・代かき、田植え、稲刈り・脱穀等の一連の作業 

② 麦・大豆 耕起・整地、播種、収穫等の一連の作業 

③ その他の作目等 ①及び②に準ずる一連の作業等 
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公益社団法人ひょうご農林機構農地中間管理事業管理耕作業務委託契約書 

 

 

 委託者公益社団法人ひょうご農林機構（以下「甲」という。）と受託者（以下「乙」とい

う。）とは、別紙農用地の管理耕作業務委託に関し、次のとおり契約を締結する。 

 

（趣旨） 

第１条 甲は、農地中間管理事業により借り入れた農用地を適正に管理するため管理耕作

業務（以下「業務」という。）を乙に委託し、乙は、これを受託するものとする。 

 

（業務の実施） 

第２条 乙は、業務を農地中間管理事業管理耕作業務委託実施要領（以下「要領」という。）

に基づいて履行しなければならない。 

 

（委託料） 

第３条 乙は、要領第３条第四号に係る販売収入を業務に必要な経費に充当するものとし、

本業務委託に係る委託料はこれを求めない。 

 

（委託期間） 

第４条 業務の委託期間は、令和  年  月  日とする。 

（業務の委託期間は、契約日から農地整備事業などの工事着工までの期間とする。） 

（業務の委託期間は、契約日から、農地整備事業などの換地処分公告の日までの期 

間とする。） 

 

（作業中の事故等） 

第５条 甲は本業務に係る作業中の事故等については、一切の責任を負わない。 

 

（再委託等の禁止） 

第６条 乙は、業務の全部又は一部を他に委託し、又は請け負わせてはならない。ただし、

あらかじめ甲の書面による承諾を得た場合は、この限りでない。 

 

（状況の報告等） 

第７条 甲は、必要があると認めるときは、乙に対し、業務の実施について、その状況報

告を求め、又は必要な指示をすることができる。 

 

（解除等） 

第８条 甲は、乙がこの契約の条項に違反したときは、催告なしにこの契約を解除するこ

とができる。 

 ２ 前項の規定によりこの契約を解除した場合において、乙に損害が生じることがあっ

ても、甲はその責めを負わないものとする。 

別添参考様式 
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（疑義の解決） 

第９条 この契約に定めのない事項及びこの契約に関し疑義が生じたときは、甲、乙協議

して定めるものとする。 

 

 

 この契約の成立を証するため、この契約書２通を作成し、甲と乙が署名または記名押印

のうえ各自その１通を保持する。 

 

 

 

  令和  年  月  日 

 

 

                  甲 住 所  

                    氏 名 公益社団法人 ひょうご農林機構 

                        －農地中間管理機構－ 

                        理事長           印 

 

                  乙 住 所 

                    氏 名 

※氏名又は代表者名は、自署又は記名押印するものとする 

 

（別紙）農用地一覧 

No 農地の所在・地番 地目 面積(㎡) 農作物 

１     

２     

３     

４     

５     

６     

７     
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(2) 農地中間管理機構関連農地整備事業対象農地の保全管理に 

関する協定書（案） 
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農地中間管理機構関連農地整備事業対象農地の保全管理に関する協定書（案） 

 

 公益社団法人ひょうご農林機構（以下「甲」という。）と○○市（以下「乙」という。）及

び○○土地改良区（以下「丙」という。）は、農地中間管理機構関連農地整備事業を実施す

るに当たり、甲が農地中間管理権を取得した農地（以下「対象農地」という。）の保全管理

に関し、次のとおり協定を締結する。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、対象農地について、農地中間管理機構関連農地整備事業により工事

が実施（着手届が提出）されるまでの間の農地の保全管理の内容等について定めること

を目的とする。 

 

（内容） 

第２条 甲、乙及び丙は、前条の目的を達成するため、次の事項について、相互に連携し

て実施する。 

 （１）甲は、対象農地について、耕作者等と管理耕作業務の委託契約を結び、農地の保

全管理を図る。 

 （２）乙は、甲が管理耕作業務の委託契約を結んでいない対象農地について、所有者等

と調整を丙と協議の上行い、丙は必要な農地の保全管理を行う。 

 

（協定期間） 

第３条 協定期間は、協定締結日から、農地中間管理機構関連農地整備事業により工事が

実施（着手届が提出）されるまでとする。 

 

（協議） 

第４条 この協定に定めのない事項及び疑義が生じた事項については、必要に応じて、甲

乙及び丙の３者による協議の上解決するものとする。 

 

 上記を証するため、本書３通を作成し、甲､乙､丙が署名または記名押印のうえ、各１通

ずつ保管する。 

 

令和  年  月  日 

 

 

甲  住 所 

   氏 名 公益社団法人 ひょうご農林機構 理事長        印 

 

乙  住 所 

   氏 名 

 

丙  住 所 

   氏 名 

※氏名又は代表者名は、自署又は記名押印するものとする 
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対象農地一覧 

 所 在 地番 面積 

1      

2      

3      

4      

5      

6      

7      

8      

9      

10      

11      

12      

13      

14      

15      

16      

17      

18      

19      

20      

21      

22      

23      

24      

25      

26      

27      

28      

29      

30      

合   計  
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(3) 検討会設置要領 

○ 農地管理事務所農地中間管理事業検討会設置要領  ･････････････････ 151 

○ 農地中間管理事業検討会設置要領(本社検討会設置要領)  ･･･････････ 152 
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○○農地管理事務所農地中間管理事業検討会設置要領（例） 

 
 （目  的）  
第１条 この会は、管内における農地中間管理事業を円滑に推進するため、農用地集積・

配分計画を協議、調整することを目的とする。 
 
 （名称及び事務局の所在地） 
第２条 この会は、〇〇農地管理事務所農地中間管理事業検討会(以下「事務所検討会」

という。)と称し、事務局を○○農地管理事務所に置く。 
 
 （構  成） 
第３条 事務所検討会は、〇〇農地管理事務所副所長、〇〇土地改良センター農村整備

課長、○○農業改良普及センター地域課長及び公益社団法人ひょうご農林機構の本社
職員等（以下「構成員」という。）をもって構成する。 

 
 （事務内容） 
第４条 事務所検討会は、第１条の目的を達成するため、次に掲げる事項を所掌する。 

（１）農用地集積・配分計画の検討に関すること。 
（２）重点推進対象の調整に関すること。 
（３）借受け農地等の基盤整備要望に関する連絡調整に関すること。 
（４）その他、第１条の目的達成のために必要な事項 

 
 （運  営） 
第５条 事務所検討会に会長１名を置く。 

２ 会長には○○農地管理事務所副所長をもって充てる。 
３ 会長は、会務を総理し、事務所検討会を代表する。 

 
 （会  議） 
第６条 事務所検討会は、会長が召集する。 
２ 事務所検討会の開催に当たって、構成員が出席できない場合は、その構成員の所

属する機関等の職員をもって、代理することができる。 
３ 会長は、必要があるときは、オブザーバーとして構成員以外の者の出席を求め、

意見を聴取することができる。 
 
 （庶  務） 

第７条 事務所検討会の庶務は、○○農地管理事務所課長（農地集約担当）で処理する。 
 
 （そ の 他） 
第８条 この要領に定めるもののほか、事務所検討会の運営について必要な事項は、会

長が定める。 
 
  附  則 
 この要領は、令和２年４月１日から施行する。 

一部改正 令和３年４月１日施行 
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農地中間管理事業検討会設置要領 
 
 
 （目  的） 
第１条 この会は、県内における農地中間管理事業を円滑に推進することを目的とする。 
 
 （名称及び事務所の所在地） 
第２条 この会は、農地中間管理事業検討会(以下「本社検討会」という。)と称し、事
務局を公益社団法人ひょうご農林機構（以下「機構」という。）農地対策部農地活用課
に置く。 
 
 （構  成） 
第３条 本社検討会は、機構農地対策部長、機構経営企画部長、機構農地対策部課長（農
地集約推進担当）、兵庫県農政環境部農林水産局農業改良課普及活動支援班長、兵庫県
農政環境部農林水産局農地整備課基盤整備班長（以下「構成員」という。）をもって構
成する。 
 
 （事務内容） 
第４条 本社検討会は、第１条の目的を達成するため、次に掲げる事項を所掌する。 
 （１）重点推進対象の調整に関すること 
 （２）借受け農地等の基盤整備要望に関する連絡調整に関すること 
 （３）その他、第１条の目的達成のために必要な事項 
 
 （運  営） 
第５条 本社検討会に会長１名を置く。 
２ 会長には機構農地対策部長を充てる。 
３ 会長は、会務を総理し本社検討会を代表する。 
 
 （会  議） 
第６条 本社検討会は、会長が召集する。 
２ 本社検討会の開催に当たって、構成員が出席できない場合は、その構成員の所属す
る機関の関係職員をもって、代理出席することができる。 
３ 会長は必要があるときは、オブザーバーとして構成員以外の者の出席を求め意見を
聴取することができる。 
 
 （庶  務） 
第７条 本社検討会の庶務は、機構農地対策部農地活用課で処理する。 
 
 （そ の 他） 
第８条 この要領に定めるもののほか、本社検討会の運営について必要な事項は、会長
が定める。 
 
  附  則 
 この要領は、平成２６年７月９日から施行する。 

一部改正 平成２９年１０月６日施行 
一部改正 令和２年４月１日施行 

一部改正 令和３年４月１日施行 
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